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図表13　若者個人に求められる成果をあげるための＜能力・資質＞

Ａ　共通基礎資質（必須）・・・＜誠実さ、規律性、責任感、明るさ＞の４つは仕事というよりは人間・若
者の社会生活に共通する必須の基礎資質である。これに、健康（体力）、マナー、倫理（道徳）観を加えて、
人間力に磨きをかける必要がある。

Ｂ　重視する能力・資質 ・・・若者個人が成果を上げるために必要な能力・資質の重要度は、次のように
言うことができよう。

第１位：コミュニケーション（傾聴、発信）力・・・最も重要なのは、相手（上司・同僚等）の意見・
指示等をよく聞くとともに（傾聴力）、自らの意見も明確にして（発信力）、良好なコミュニケーションをとっ
て仕事を進めること。

第２位：主体性・実行力・・・次いで重要なのは、主体的に業務を実行する力（主体性・実行力）である。
そのためには、チームで協働して（働きかけ力、協調性）、業務の段取りを明確にして（業務の段取り力）、
柔軟に対応しながら（柔軟な対応力）進める必要がある。

第３位：専門知識・ノウハウ・・・さらに、良好なコミュニケーションを可能にし、業務を着実に実行・推
進するための裏づけとしての専門知識・ノウハウが必要とされる。専門知識・ノウハウを活用して、課題
を発見し（課題発見力）、創造力を働かせながら（創造力）、課題解決の方策を明確にする（計画力）、
という新専門知識・ノウハウを身につける必要がある。

第４位：若者としての心がまえ・・・上記の３つの能力・資質は若者が仕事を行う上での必須条件であるが、
成果をあげるためにはその先の準備となる心がまえが必要になる。まず、チームで仕事をするなかで不可
欠にたまるストレスをコントロールする術（ストレスコントロール力）を編み出しておく必要があろう。他方で、
情報を分析し自分なりに先を読む（情報収集・分析力、先を読む力）、またそこから、新しい事業等へ
のチャレンジ（チャレンジ精神）の可能性も探る、というような心がまえもしておきたい。
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文部科学省「地（知）の拠点整備事業」＝大学ＣＯＣ事業（平成 25～29年度） 
 

はじめに－長岡大学ＣＯＣ事業の平成 27年度報告書刊行にあたって－ 
 

長岡大学学長事務取扱／地（知）の拠点整備事業推進本部長 土田 和弘 
 
長岡大学の取組み＝長岡地域＜創造人材＞養成プログラムが、平成 25年度文部科学省「地（知）

の拠点整備事業＝大学ＣＯＣ事業」に採択されました（平成 25～29年度の５年間）。本報告書は、
平成 27年度の事業をとりまとめたものであります。 
この大学ＣＯＣ事業は、大学が自治体等と連携し、全学的に地域を志向した教育・研究・社会

貢献を進めて、地域コミュニティの中核的存在（課題解決に資する人材・情報・技術の集積拠点）

となり、地域コミュニティの再生・活性化の核＝拠点となる大学へと、自ら改革することを支援

する事業です。つまり、「地域のための大学」づくりを促進し、大学の機能別分化を進めようとす

る政策（文部科学省）を反映した事業です。 
本学の長岡地域＜創造人材＞養成プログラムは、長岡市と連携し、長岡地域の地域課題と向き

合い、地域課題解決・価値創造を担う専門的能力を身につけた学生・社会人＝＜創造人材＞の養

成を通して、この３つの地域課題（産業活性化、社会課題解決及び地域・コミュニティ活性化の

３つ）に応えようとするものです。この事業を通して、「地域で役に立ち、頼りになる大学」を目

指します。 
★＜創造人材 Creative Talents＞とは、科学者、技術者、経営者、諸専門家、音楽家、芸術家
などいわゆる専門的職業従事者（国勢調査）を指します。近年の研究で、＜創造人材＞が経

済社会の発展、競争力の源泉になっていることが明らかにされています。本プログラムでは、

長岡大学の経済経営系大学という性格から、課題解決・価値創造を担うマネジメント系専門

人材、起業家、政策づくり専門人材、地域活性化・まちづくり専門人材、ボランティア・リ

ーダーなどを指す人材と考えております。 
 本学申請の「長岡地域＜創造人材＞養成プログラム」は、平成 25年８月に、大学ＣＯＣ（center 
of community）事業に採択されました。採択率は、全国の大学等総申請数ベースで、平成 25年
度は 17.6％（採択 51件／総申請数 289件）、平成 26年度は 12.1％（24件／198件）でした。私
立大学ベースでは、平成 25年度は 8.3％（15件／180件）、平成 26年度は、11.6％（16件／138
件）で、採択率は非常に低い状況でした。新潟県内大学では、長岡大学が唯一の採択大学でした。 
 本学は、採択後、地域連携研究センター推進本部を設立し、プログラムの全学的な推進体制を

形成し、いわゆるＰ－Ｄ－Ｃ－Ａサイクルをまわして、事業を推進してきました。 
なお、本事業は、平成 27年度から国の地方創生事業の一環に位置づけられ、「地（知）の拠点

大学による地方創生推進事業」（ＣＯＣ＋事業）として、継続されることになりました。本学は平

成 28年度から、新潟大学（平成 27年度ＣＯＣ＋事業採択）とともに、正式に、ＣＯＣ＋事業と
して、取組むことになります。次年度以降も、ご協力ご支援をお願い申し上げます。 
 最後に、本学の内藤敏樹学長は平成 27年８月４日に、心不全で急逝されました。享年 70歳で
した。誠に慙愧の念に耐えません。内藤先生のご冥福をお祈りします。 
 
平成 28年３月 
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Ⅰ 長岡大学の「地（知）の拠点整備事業」＝ＣＯＣ事業の概要 

１ 「地（知）の拠点整備事業」（平成 25年度採択）の概要 

 長岡大学が平成 25 年度に採択された「地（知）の拠点整備事業」の概要は、次の通りである。 
大学名 長岡大学 
事業名 長岡地域＜創造人材＞養成プログラム 
申請者 内藤敏樹 学長 
連携する自治体 長岡市 
企業等各種団体 
・機関 
 

長岡商工会議所、日本政策金融公庫長岡支店、一般社団法人全国信用組合中

央協会、公益社団法人中越防災安全推進機構、株式会社北越銀行、ＮＰＯ法

人長岡産業活性化協会ＮＡＺＥ、ＮＰＯ法人市民協働ネットワーク長岡 
学部等 経済経営学部        
申請経費 平成 25～29 年度（５年間、年補助上限 5,800 万円） 
事業概要（400 字

以内） 
 
 
 
 
 
 

 本プログラムは、長岡地域の地域課題（産業活性化、社会課題解決及び地

域・コミュニティ活性化）に向き合い、課題解決・価値創造を担う専門的能

力を身につけた学生・社会人＝＜創造人材＞の養成を通して、この地域課題

に応えようとするものである。 
 教育面では、①諸専門的能力の養成、②地域学修科目の拡大、③地域学修

科目による社会人基礎力等の養成、④学生起業人材の養成、を行う。 
 研究面では、主な地域課題の研究（創造人材・人口減少・ボランティア活

動・産業競争力研究等）に加え、地域志向教育研究にも注力し、成果の地域

還元を図る。 
 社会貢献面では、①地域活性化の推進、②市民講座・企業人セミナーの開

催、③地域起業人材の養成、に取組む。 
 以上の事業の推進を通して、「＜創造人材＞養成で地域に貢献する大学」

（地域で役に立ち、頼りになる大学）へと本学を改革する。そのため、カリ

キュラムの改革、地域連携の強化、推進体制の確立に努める。【398字】 

 
２ 長岡大学の目的・目標を踏まえた「地域志向」 

（１）長岡大学の「地域志向」の位置づけ 
本学の「地域志向」は、次の２つの＜建学の精神＞に位置づけられている。 
 ＊幅広い職業人としての人づくりと実学実践教育の推進 

＊地域社会に貢献し得る人材の育成 
より具体的には、次の理念・目標に表現される。 
☆経済経営系の大学として、地域産業の人材ニーズに応えた実践的な能力を身につけた若者人

材をおくりだし、地域経済の発展に貢献する。 
☆大学の知的資産の活用により、市民・企業人向け講座により学習機会を提供するとともに、

地域課題研究成果の還元や地域活性化に積極的に取り組む。 
この基本的観点が、教育、研究、社会貢献に貫かれている。「地域志向」の内容は次の通りで

ある。 

− 1−



2 
 

（２）教育・研究・社会貢献の「地域志向」 
★教育面・・・本学の教育（産学融合教育プログラム）は、大きく、専門教育（資格対応型専

門教育プログラム）とキャリア教育（ビジネス展開能力開発・産学連携キャリア開発教育プログ

ラム＝社会人基礎力養成）から構成されている。平成 18～21 年度に選定された２つの文部科学

省・現代ＧＰ教育プログラム（「産学融合型専門人材開発プログラム」および「学生による地域

活性化提案プログラム」）は、主として、後者のプログラムであり、地域志向の教育（地域の企

業との連携により、企業講師、現場・企業体験、地域課題解決授業等）を導入し、成果をあげた

（こうした実践的能力形成により、就職内定率は向上、平成 25 年３月卒業生の就職内定率は

99.0％）。 
 今回は、これまでの成果の上にたち、地域課題解決をより明確に意識した＜地域連携型キャリ

ア教育＞として発展させ、将来の地域社会の発展を担う＜創造人材＞（課題解決型・価値創造型

専門人材）の育成をめざす。 
★研究面・・・地域課題解決（主として新潟・長岡地域）に関する本学教員の調査・研究は、

国（科学研究費等）や自治体（受託調査研究等）等の研究資金を確保して展開されてきた（教員

個人、地域研究センター等）。個々の教員の県内地域課題の調査研究（産業等）成果の地域への

還元は、情報発信等（公開シンポジウム、研究年報等）の形で毎年行っている。同時に、地域課

題解決型の受託調査研究（国のＭＯＴ人材育成教育、新潟県の起業家教育等競争的資金）が、新

たな社会貢献事業（社会人学び直しイノベーション人材養成講座、地域若者起業家塾）の開始に

つながり、継続し、企業の専門人材育成に役立っている。 
 今回は、この成果の上に立ち、長岡市等との問題意識の協議を経て地域課題解決研究テーマを

設定する＜地域課題対応型連携研究＞を展開し、その成果を教育と地域社会に還元する。とくに、

創造人材育成や人口減少への対応、産業競争力強化など、地域の発展に不可欠な課題解決テーマ

に取組む。 
★社会貢献面・・・本学独自の社会貢献組織（地域研究センター、生涯学習センター）により、

地域の課題・ニーズに対応した自主研究、受託研究、人材育成講座及び情報発信（公開シンポジ

ウム、講演会、研究年報等）を継続的に行い、高い評価を得てきた（大学の地域貢献度ランキン

グ調査で全国上位にランクされる）。 
今回は、まず、地域研究センターと生涯学習センターを再編・一本化した「地域連携研究セン

ター」を設立し、社会貢献事業の推進組織面での強化、拡大を図る。その上で、上記の＜連携研

究＞による地域還元の推進のほか、市民、企業人の＜創造人材＞育成に注力するとともに、本学

総体での、様々な地域活性化の活動領域への積極的参加をめざすことで、＜地域活性化と人材育

成＞を推進する。 
 
３ 対象地域と地域課題 

当プログラムの対象地域は、新潟県長岡市である。長岡市は、平成 17～22 年の間に 11 市町村

の合併により誕生した（長岡市、中之島町、越路町、三島町、山古志村、小国町、和島村、寺泊

町、栃尾市、与板町、川口町の 11 市町村）。 
 本学の人的資源（経済経営系学部の人材）やこの間の地域活性化の取組み実績を踏まえ、今回

の申請による解決を図ろうとする長岡地域の課題を整理すると、次の通りである。 
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★まず第１の課題として、産業の活性化による地域経済の発展をあげなくてはならない。経済

のグローバル化に伴う国内外の企業・産業大競争における生き残りをめざして、長岡地域の企業・

産業の競争力の向上により、地域の就業機会を維持・拡大し、産業空洞化を回避しなければなら

ない。同時に、創業・起業活性化による新産業を育成し、産業の新陳代謝による地域経済の発展

を図る必要がある。その鍵は、価値を生む人材育成にあり、そこに焦点を絞って、産官学の連携

で強力に推進する必要がある。 
 

★第２は、市民協働による社会課題の解決である。少子高齢化や環境問題等に伴う市民生活上

の社会諸課題の改善・解決である。高齢社会の進展に伴う健康（スポーツ等）、医療、福祉（介

護制度等）の問題、地域社会活性化をリードする教育・文化（祭り、イベント等）、国際交流の

促進、さらに深化する環境問題（３Ｒ、環境教育、環境経営、自然環境等）など、多様な市民生

活上の課題解決への取り組みが求められている。行政の施策と連携した市民協働（ボランティア

活動等）の広がりによる対応が不可欠であり、そうした課題解決を担う人材の育成が重要になる。 
 

★第３に、地域・コミュニティの活性化をあげなくてはならない。少子高齢化の進行等による

地域・コミュニティの人口減少（過疎化）傾向が拡大し、活力の劣化が見られる。合併による広

域化も加わって、長岡市内の各地域・コミュニティの活性化は、喫緊の大きな課題となっている。

各地の地域資源（歴史・文化・産業等）の発掘や地域間交流の活発化等による＜脱衰退・新しい

活性化＞が、里山地域から中山間地域まで、求められている。市民協働活動の充実・拡大とボラ

ンティア人材の養成により、地域・コミュニティの活性化を推進する必要がある。 
 
４ 長岡大学「長岡地域＜創造人材＞養成プログラム」の全体の枠組み 

本学の「長岡地域＜創造人材＞養成プログラム」の全体の概要は、図表１に示す通りである。 
（１）地域課題と創造人材 
 地域課題は、産業活性化、社会課題解決及び地域・コミュニティ活性化の３つに設定している。

本プログラムは、こうした地域課題と向き合い、地域課題解決・価値創造を担う専門的能力を身

につけた学生・社会人＝＜創造人材＞の養成を通して、この３つの地域課題に応えようとするも

のである。 
★＜創造人材 Creative Talents＞とは、科学者、技術者、経営者、諸専門家、音楽家、芸術

家などいわゆる専門的職業従事者（国勢調査）を指す。近年の研究（Ｒ．フロリダ等）で、

＜創造人材＞が経済社会の発展、競争力の源泉になっていることが明らかにされた。本申

請では、本学の経済経営系大学という性格から、課題解決・価値創造を担うマネジメント

系専門人材、起業家、政策づくり専門人材、地域活性化・まちづくり専門人材、ボランテ

ィア・リーダーなどを指すものとする。 
 
（２）教育面（地域連携型キャリア教育） 
 ３つの地域課題に対応できる教育として、①諸専門的能力の養成、②地域学修科目の拡大、③

地域学修科目（キャリア教育）における社会人基礎力（社会人として通用する能力）等の養成、

の３つを行う。①は上級の情報や専門資格取得による専門人材育成、②は 19 科目から 33 科目に
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拡大、③は、ボランティア活動への参加（社会貢献）を通したボランティア・スキルの養成、課

題解決提案（社会貢献）を通した社会人基礎力の養成などを行う。産業活性化の課題にたいして

は、④学生起業人材の養成を行う。これにより、起業家予備人材の輩出と地域の学生の起業家精

神の涵養をめざす。 
 教育面では、専門能力、ボランティア・スキル、社会人基礎力を身につけた学生と学生起業家

の養成をめざす。 
 
（３）研究面（地域課題対応型連携研究） 
研究面では、①地域への研究成果の還元、②地域との共同研究、に取組む。①は、３つの地域課

題解明・解決に関する、創造人材・人口減少・ボランティア活動等の３つの共同研究、及び、産

業活性化に資する産業競争力研究、にそれぞれ取組み、その成果の地域還元（公開シンポジウム

等）を行う。②は、本学教員の地域志向型教育研究による共同研究であり、これも活発化し、地

域課題解決に資する。 
 
（４）社会貢献（地域活性化と人材育成） 
社会貢献面では、①地域活性化の推進、②市民公開講座・企業人セミナーの開催、③地域起業人

材の養成、の３つの事業に取組む。①は３地域課題に対応して、教育面の学生の地域活性化・ボ

ランティア活動と連携するとともに、本学立地地区（悠久山地区）の活性化等から他の地域活性

化に拡大して、取組む。②は、市民公開講座で課題解決をめざした地域づくり人材・ボランティ

ア養成、企業人セミナーでイノベーション人材を養成し、企業価値創造・企業競争力強化に取組

む。③は女性・シニア含む起業家育成による創業・起業、ソーシャルビジネス起こしを促進し、

新産業育成に資する。 
 
（５）大学改革の方向 

以上の事業の着実な推進を通して、「＜創造人材＞養成で地域に貢献する大学」（地域で役に

立ち、頼りになる大学）へと改革する。「地域に役立つ大学」は、長岡の伝統である＜米百俵の

精神＞の現代における継承・実現でもある。そのため、カリキュラムの見直し・改革（地域学修

科目、とくにボンランティア科目、地域活性化科目、起業家塾の拡大・充実）の推進、地域連携

（長岡市等）の強化、さらに、地域志向事業全般の推進・評価体制（地域連携研究センター設立

等とＰＤＣＡの徹底）の確立を図る。 
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図表１ 長岡地域＜創造人材＞養成プログラム 全体図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 事業推進体制と平成２７年度経過報告 

１ 平成 27年度助成（補助金） 

 平成 27年度の文部科学省からの助成（補助金）は、４５，４３９千円である。なお、平成 25

年度の助成（補助金）は、３２，２３１千円、平成 26年度は４７，５４２千円であった。 

 

２ 推進体制 

（１）事業担当部門の再編 
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・推進本部・・・前年までの地域連携研究センター運営委員会に替わって、地（知）の拠点整

備事業推進本部を設置し、ＯＣ事業全体企画・推進・点検（ＰＤＣＡサイクル）を担う全学

組織とした。推進本部の事務は地域連携室が担う。 
・ＣＯＣ関連広報機能は、広報会議（教員＋事務担当者）を立ち上げ、学務・総務課と連携し

て地域連携室が担う。 
（２）地域連携研究センター 
 ・同センター所長・学長（内藤俊樹）、総括マネジャー・副学長（原田誠司）が兼務する。 

・地域連携研究センター運営委員会・・・次の陣容で構成する。月１回開催。運営委員長－原

田、市民講座担当運営委員－山川、牧野、調査研究担当運営委員－小松、西俣、地域連携担

当－米山、広田、コーディネーター－南雲、脇田、地域連携室長－品川、地域連携室－山田

（書記）＋オブザーバー・村山学部長。 
・各部会・・・調査研究部会：部会長＝小松、副部会長＝西俣、部会員＝鯉江、松本、原田、

近藤（書記）。市民講座部会：部会長＝山川、副部会長・牧野、部会員＝兒嶋、橋長、品川、

近藤（書記）。地域連携部会：部会長＝米山、副部会長＝広田、部会員＝南雲、脇田、品川、

山田、恩田（書記）。情報共有のため、必ず、議事要旨をセンター運営委員およびＣＯＣ推

進事務局員に送信する。 
（３）ＣＯＣ事業推進本部 

・地（知）の拠点整備事業推進本部会議・・・次の委員で構成し、月 1 回進捗状況をチェック

する。本部委員（各事業責任者）は次の通り。 
推進本部長・内藤敏樹（学長）、推進副本部長・原田誠司（副学長）、村山光博（学部長）。 
◆平成 27 年８月４日内藤学長死去のため、同年９月以降の推進本部長は土田和弘（学長事

務取扱） 
推進本部委員・小松俊樹（学生起業人材／企業人ｾﾐﾅｰ／調査研究）、鯉江康正（人口減調査

／入学委員長）、広田秀樹（地域活性化／地域連携）、山川智子（市民講座／市民公開講座）、

米山宗久（地域活性化／地域連携）、今瀬政司（ボランティア体験等）、中村大輔（資格取

得／教務委員長）、西俣先子（学生満足度／ＰＲＯＧ／ＦＤ）、牧野智一（市民公開講座／

学生委員長）、松本和明（図書館委員長）、吉川宏之（就職委員長）、関義夫（自己点検）、

品川十英（事務局長／地域連携室長）、南雲 渉（コーディネーター）、脇田妙子（コーデ

ィネーター）、井比 亨（教務学生課長）、三浦康弘（総務課長）、山田満智子（書記）、

以上 21名。 

・運営事務局会議・・・次のメンバーで、毎週火曜日に会議をもち、その結果を事務局会議通

信として、全教職員に発信し、情報共有を図る。 

座長：原田誠司（副本部長）、メンバー：米山宗久（地域連携部会長・准教授）、品川十英

（事務局長・地域連携室長）、井比亨（教務学生課長）、三浦康弘（総務課長）、山田満智

子（書記）。オブザーバーとして村山学部長参加。 

（４）推進協議会 
・長岡市を始めとする地域連携機関との連携により、長岡大学ＣＯＣ事業の企画・展開・点検

（ＰＤＣＡ）を推進する場として、「長岡大学地（知）の拠点整備事業推進協議会」を設置

する。年１～２回開催。メンバーは次の通り。 
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 会長／議長  内藤敏樹 長岡大学学長／教授 
＜連携機関等委員（敬称略）＞ 
中村英樹  長岡市市長政策室政策企画課長 

  深澤寿幸  長岡市商工部工業振興課長 
  長谷川和明 長岡商工会議所事務局次長 
  伊藤定史  日本政策金融公庫長岡支店長 
  遠藤公一  株式会社北越銀行コンサルティング営業部長 

 安藤明彦  ＮＰＯ法人長岡産業活性化協会ＮＡＺＥ事務局長 

  羽賀友信  ＮＰＯ法人市民協働ネットワーク長岡 

  山口壽道  公益社団法人中越防災安全推進機構業務執行理事 
  佐藤 勝  公益財団法人山の暮らし再生機構専務理事兼事務局長 

＜大学側委員＞ 
   ＊上記の推進本部委員が大学側協議会委員を務める 

・地域課題調整部会 
   地域連携機関との連携を密にし、協同で事業推進を図るため、月 1 回、月末の月曜日に調

整部会を開催する。メンバーは、次の通りである。 
林 智和 長岡市市長政策室政策企画課係長 

  植村 裕 長岡市商工部工業振興課工業振興係長 
  渡邉 聡 長岡商工会議所営業推進部産業課工業係長 
  原田誠司、米山宗久（長岡大学側メンバー） 
 

３ 平成２７年度経過報告 

＜平成２７（２０１５）年＞ 

実施日 事 業 内 容 

４月８日（水） 平成26年度大学改革推進等実績報告書提出 

４月14日（火） 平成27年度地域連携研究センター第１回市民講座部会 

４月21日（火） 
平成27年度第１回推進本部（平成27年度COC推進体制・事業方針・予算・文科

省アンケート実施について、平成26年度実績報告等） 

４月21日（火） 平成27年度地域連携研究センター第１回地域連携部会 

４月27日（月） 平成27年度第１回地域課題調整部会 

５月12日（火） 
・平成27年度地域連携研究センター第２回市民講座部会 

・平成27年度地域連携研究センター第２回地域連携部会 

５月13日（水） 平成27年度地域連携研究センター第１回運営委員会 

５月19日（火） 平成27年度第２回推進本部（平成27年度COC事業計画、主なスケジュール） 

５月20日（水） 平成27年度地域連携研究センター第１回調査研究部会 

５月25日（月） 平成27年度第２回地域課題調整部会 
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実施日 事 業 内 容 

６月１日（月） 
市民公開講座「高齢者のためのスマホ・タブレット入門」 

（～６/29（月）全５回） 

６月２日（火） 平成27年度地域連携研究センター第３回市民講座部会 

６月９日（火） 平成27年度地域連携研究センター第３回地域連携部会 

６月10日（水） 平成27年度地域連携研究センター第２回調査研究部会 

６月16日（火） 

・平成27年度第３回推進本部（事業進捗、平成26年度フォローアップ報告、平26 

度COCアンケート、平成27年度COC交付申請書、平成27年度COC+事業、平成27年度 

COC推進協議会、主なスケジュール） 

・成27年度地域連携研究センター第２回運営委員会 

６月19日（金） 平成27年度地（知）の拠点大学による地方創生推進事業交付申請書提出 

６月24日（水） 職員全体ＦＤ／ＳＤ研修会「ハラスメント防止対策について」 

６月25日（木） 平成27年度第１回地（知）の拠点大学による地方創生推進事業推進協議会開催 

６月29日（月） 平成27年度第３回地域課題調整部会 

６月30日（火） 平成27年度地域連携研究センター第４回地域連携部会 

７月２日（木） 市民公開講座「記紀神話を読む・前編」（～7/30（木）全４回） 

７月７日（火） 平成27年度第４回市民講座部会 

７月14日（火） 

・性のための起業セミナー（～８/７（金）：５回） 

・業支援メンター制度開始 

・成27年度地域連携研究センター第５回地域連携部会 

７月15日（水） 平成27年度地域連携研究センター第３回調査研究部会 

７月21日（火） 

・成27年度第４回推進本部（平成27年度事業進捗、平成27年度COC+事業、長岡

市創生事業の委託、地域志向教育研究、イノベーション人材養成講座広報、当面

のスケジュール） 

・成27年度地域連携研究センター第３回運営委員会 

７月22日（水） 人口減少問題等市区町村アンケート発送 

７月27日（月） 平成27年度第４回地域課題調整部会 

７月29日（水） 

・Ｄ研修会「大学・短大トップセミナー」に参加 

・Ｄ／ＳＤ研修会「研究倫理教育」「ＰＲＯＧ運用方法の説明と改善点等の

意見交換」 

８月19日（水） 平成27年度地域連携研究センター第５回調査研究部会 

８月26日（水） ＦＤ／ＳＤ研修会「中退者の原因分析と対策について」 

８月31日（月） 平成27年度第５回地域課題調整部会 

９月８日（火） 平成27年度地域連携研究センター第６回地域連携部会 

９月15日（火） 
・成27年度第５回推進本部（平成27年度事業進捗、後期事業計画、COC+） 

・成27年度地域連携研究センター第４回運営委員会 
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７月２日（木） 市民公開講座「記紀神話を読む・前編」（～7/30（木）全４回） 

７月７日（火） 平成27年度第４回市民講座部会 

７月14日（火） 

・性のための起業セミナー（～８/７（金）：５回） 

・業支援メンター制度開始 

・成27年度地域連携研究センター第５回地域連携部会 

７月15日（水） 平成27年度地域連携研究センター第３回調査研究部会 

７月21日（火） 

・成27年度第４回推進本部（平成27年度事業進捗、平成27年度COC+事業、長岡

市創生事業の委託、地域志向教育研究、イノベーション人材養成講座広報、当面

のスケジュール） 

・成27年度地域連携研究センター第３回運営委員会 

７月22日（水） 人口減少問題等市区町村アンケート発送 

７月27日（月） 平成27年度第４回地域課題調整部会 

７月29日（水） 

・Ｄ研修会「大学・短大トップセミナー」に参加 

・Ｄ／ＳＤ研修会「研究倫理教育」「ＰＲＯＧ運用方法の説明と改善点等の

意見交換」 

８月19日（水） 平成27年度地域連携研究センター第５回調査研究部会 

８月26日（水） ＦＤ／ＳＤ研修会「中退者の原因分析と対策について」 

８月31日（月） 平成27年度第５回地域課題調整部会 

９月８日（火） 平成27年度地域連携研究センター第６回地域連携部会 

９月15日（火） 
・成27年度第５回推進本部（平成27年度事業進捗、後期事業計画、COC+） 

・成27年度地域連携研究センター第４回運営委員会 
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実施日 事 業 内 容 

９月16日（水） 平成27年度地域連携研究センター第５回調査研究部会 

９月17日（木） 市民公開講座「初級簿記講座」（～11/12（木）全15回） 

９月28日（月） 平成27年度第６回地域課題調整部会 

10月１日（木） 

・民公開講座「記紀神話を読む・後編」（～11/12（木）全５回） 

・ノベーション人材養成講座「インターネット活用講座」（～11/19（木）

全８回） 

10月６日（火） 平成27年度地域連携研究センター第５回市民講座部会 

10月７日（水） イノベーション人材養成講座「商品企画講座」（～11/25（水）全８回） 

10月16日（金） 平成27年度地域連携研究センター第7回地域連携部会 

10月18日（日） 第13回ＳＤフォーラムに参加「多様な繋がりを育む大学職員」 

10月20日（火） 
・成27年度第６回推進本部（事業進捗、当面する事業、COC+） 

・成27年度地域連携研究センター第５回運営委員会 

10月24日（土） 
・部地域活性化シンポジウム「長岡市東部地域の活性化に向けて」 

・ランティア研究会「来て！見て！聞いて！」 

10月26日（月） 平成27年度第７回地域課題調整部会 

10月28日（水） 
・成27年度地域連携研究センター第６回調査研究部会 

・ＦＤ／ＳＤ研究会「「授業外修学時間を増やす対策について」 

11月３日（火） 平成27年度地域連携研究センター第６回市民講座部会 

11月７日（土）

～11月８日（日） 
ＳＤ研修会「地域の地域による、地域のための大学人サミット」 

11月10日（火） 
・平成27年度地域連携研究センター第８回地域連携部会 

・市民公開講座「渋沢栄一と長岡地域」（～12/1（木）全４回） 

11月17日（火） 

・平成27年度第７回推進本部（事業進捗、COC+、当面する事業） 

・平成27年度地域連携研究センター第６回運営委員会 

・地域連携研究第２号（通巻25号）発行 

11月18日（火） 平成27年度地域連携研究センター第７回調査研究部会 

11月20日（金） 
2015 地域連携研究センターシンポジウム「人口減少時代と長岡地域活性化

の方向」 

11月30日（月） 平成27年度第８回地域課題調整部会 

12月１日（火） 
・イノベーション人材養成講座「管理会計講座」（～２/９（火）全８回） 

・平成27年度地域連携研究センター第７回市民講座部会 

12月５日（土） 平成27年度 学生による地域活性化プログラム成果発表会 

12月７日（月） イノベーション人材養成講座「ものづくりマネジメント公開講座」 

12月８日（火） 平成27年度地域連携研究センター第９回地域連携部会 

12月９日（水） 創業セミナー（～2/17（水）全８回） 

12月15日（火） 平成27年度地域連携研究センター第７回運営委員会 
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実施日 事 業 内 容 

12月16日（水） 平成27年度地域連携研究センター第８回調査研究部会 

12月21日（月） 平成27年度第９回地域課題調整部会 

12月22日（火） 
平成27年度第８回推進本部（事業進捗、COC+、当面する事業、平成27年度COC

事業広告書の作成） 

＜平成２８年 （２０１６）年＞ 

１月４日（月） 学生満足度調査実施（約２週間） 

１月５日（火） 平成27年度地域連携研究センター第８回市民講座部会 

１月12日（火） 平成27年度地域連携研究センター第10回地域連携部会 

１月19日（火） 

・平成27年度第９回推進本部（事業進捗、COC+、当面する事業、平成27年度COC

事業広告書の作成） 

・平成27年度地域連携研究センター第８回運営委員会 

１月26日（火） 平成27年度地域連携研究センター第９回調査研究部会 

１月29日（金） 

・第１回COC+事業プロジェクト：コミュニティビジネスセミナー「コミュニ

ティビジネスの基礎と現状について」 

・市民公開講座「メンタルヘルスマネジメント検定Ⅱ種ラインケアコース対

策講座」（～3/11（金）全５回） 

２月３日（水） 新潟大学COC+に係る「教育プログラム開発委員会」 

２月４日（木） 市民公開講座「セカンドライフプランニング講座」（～2/25（木）全３回） 

２月５日（金） 
2015年度名古屋学院大学COC学生成果報告会並びにCOC事業中間総括フォー

ラムに参加 

２月16日（火） 

・平成27年度第10回推進本部（事業進捗、COC+、平成26年度COC事業確認事項、

平成27年度COC事業広告書の作成） 

・平成27年度地域連携研究センター第９回運営委員会 

２月17日（水） ＦＤ／ＳＤ研修会「ＣＯＣの進捗状況と意見交換」 

２月19日（金） 
第２回COC+事業プロジェクト：コミュニティビジネスセミナー「事例研究：

地域公共政策士について」 

２月23日（火） 平成27年度地域連携研究センター第11回地域連携部会 

２月25日（木） 平成27年度地域連携研究センター第10回調査研究部会 

２月29日（月） 平成27年度第10回地域課題調整部会 

３月２日（水） 平成27年度地域志向教育研究成果発表会 

３月４日（金）

～３月６日（日） 
第４回学生ボランティアと支援者が集う全国研究 

３月５日（土） 第３回 悠久山・東山フォーラム「ひとりひとりができること」 

３月５日（土）

～３月６日（日） 
第21回ＦＤフォーラム「大学教育を再考する～イマドキから見えるカタチ～」 

３月９日（水） 平成27年度地域連携研究センター第９回市民講座部会 
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実施日 事 業 内 容 
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２月29日（月） 平成27年度第10回地域課題調整部会 
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～３月６日（日） 
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３月９日（水） 平成27年度地域連携研究センター第９回市民講座部会 
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実施日 事 業 内 容 

３月10日（木） インターンシップフォーラムで地域活性化プログラムゼミ学生が発表 

３月15日（火） 
・平成27年度第11回推進本部 

・平成27年度地域連携研究センター第12回地域連携部会 

３月28日（月） 平成27年度第11回地域課題調整部会 
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Ⅲ＜教育＞における事業展開 

１ 諸専門能力の養成－教育①－ 

（１）方針（申請時） 

・資格対応専門教育プログラムにおいては、学卒生に求められる上級情報処理能力（ＩＴパスポ

ート、Excel／Word１・２級等）と専門能力（日商簿記１・２級、販売士１・２級等）の取得を、

正規授業に加えて、対策講座の充実により推進する。学生 SAも十分に活用する。 

 

（２）目標（申請時） 

・平成 25年度→情報資格取得者各学年 20％、専門資格取得者各学年 10％。 

・平成 29年度→同情報資格の取得目標－卒業生数の 60％ 

→同専門資格の取得目標－卒業生数の 40％ 

 

（３）平成 25年度実績と評価 

（上級資格受験結果・総数ベース） 

・上級情報資格：受験総数 78名、合格者数 43名、合格率 55.1％（43名／78名） 

・上級専門資格：受験総数 37名、合格者数 18名、合格率 48.9％（18名／37名） 

（資格直前対策講座実施結果） 

・講座受講総数 57名、検定受験割合：63.2％（36名）、検定合格率：58.3％（21名／36名） 

（評価） 

・総数ベース（資格直前対策講座受講者以外の受験者も含めた総数）でみると、上級情報資格、

上級専門資格ともに、合格率は 50％前後でまあまあであったが、在籍学生数に占める割合は低い。

平成 25年度目標値（20％、10％）に達しなかった。 

・上級資格直前対策講座の実施結果については、検定受験割合は 60％台で、検定合格率も 60％弱

で、対策講座の効果はあったと言える。 

・今後の課題は、大学全体の上級資格受験者数を増やすことである。そのためには、直前対策講

座の受講者数を増やすことがポイントになる。そのために、ゼミ教員の指導、講座・受験情報の

周知、そして何よりも学生の動機付けが重要になる。一段の工夫が求められる。 

 

（４）平成 26年度実績と評価 

（上級資格受験結果・総数ベース） 

・上級情報資格：受験総数 74名、合格者数 33名、合格率 44.6％（33名／74名） 

・上級専門資格：受験総数 31名、合格者数８名、合格率 25.8％（８名／31名） 

（資格直前対策講座実施結果） 

・講座受講総数 38名、検定受験割合：39.5％（15名）、検定合格率：53.3％（８名） 

＊内訳→上級情報資格受験者７名、検定合格率 71.4％（５名／７名） 

上級専門資格受験者８名、検定合格率 37.5％（３名／８名） 

（初級～上級資格全体の受験結果） 

 ・情報資格：受験総数 132名、合格者数 65名、合格率 49.2％（65名／132名） 

 ・専門資格：受験総数 108名、合格者数 30名、合格率 27.8％（30名／108名） 
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Ⅲ＜教育＞における事業展開 

１ 諸専門能力の養成－教育①－ 

（１）方針（申請時） 

・資格対応専門教育プログラムにおいては、学卒生に求められる上級情報処理能力（ＩＴパスポ
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・上級専門資格：受験総数 37名、合格者数 18名、合格率 48.9％（18名／37名） 

（資格直前対策講座実施結果） 

・講座受講総数 57名、検定受験割合：63.2％（36名）、検定合格率：58.3％（21名／36名） 

（評価） 

・総数ベース（資格直前対策講座受講者以外の受験者も含めた総数）でみると、上級情報資格、
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・上級資格直前対策講座の実施結果については、検定受験割合は 60％台で、検定合格率も 60％弱

で、対策講座の効果はあったと言える。 

・今後の課題は、大学全体の上級資格受験者数を増やすことである。そのためには、直前対策講

座の受講者数を増やすことがポイントになる。そのために、ゼミ教員の指導、講座・受験情報の

周知、そして何よりも学生の動機付けが重要になる。一段の工夫が求められる。 
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（上級資格受験結果・総数ベース） 
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（評価） 

・平成 26 年度は資格取得支援センターＣＯＳをスタートさせ、年間の学生利用者数は 1500 名を

超え、盛況であった。資格以外の授業、学生生活に関する相談も多かった。 

・資格取得状況を総数ベースでみると、上級情報資格は、受験総数は前年度水準だが、合格者数・

率ともにやや低下した。これに対し、上級専門資格は受験総数、合格者数・率ともに大幅に低下

した。 

・資格直前対策講座については、講座受講者数、検定受験割合が前年度より低下したが、検定合

格率はほぼ同水準を維持した。講座受講者の内訳をみると、総数ベースの合格率と比べ、上級情

報資格、上級専門資格の合格率はいずれも高い。 

 ・初級から上級資格全体の受験状況をみると、情報資格は、受験者 132名、合格者 65名、合格

率約 50％（49.2％）であった。専門資格は、受験者 108名、合格者 30名、合格率 30％弱（27.8％）

であった。 

 ・初級資格受験状況をみると、１年生の受験実績が圧倒的に大きい。初級情報資格では、１年

生受験者 45 名、合格率 66.7％（30 名）と高い。初級専門資格も、１年生受験者 31 名、合格率

31.3％（10名）である。１年生で、初級の資格取得が重要である。 

 ・以上から、次年度は、ゼミ－資格取得支援センターの連携を密にして、初級～上級の資格取

得へのチャレンジをさらに拡大すること、＜１年生＝初級資格、２～３年生＝上級資格取得＞の

推進、直前対策講座の充実（とくに専門資格）、学生の受講しやすい講座時間・講座の仕方などを

より具体化する必要がある。 

 ・平成 26年度の目標の達成度については、４年生はまあまあであったが、３年生以下は目標と

の乖離が大きい。４年生（卒業生）の目標は、「上級ＩＴ資格保有者 40％、同専門資格保有者 15％」

であったが、図表３－１－１に見るように、それぞれ、34.7％、15.2％であった。しかし、平成

29 年度の達成目標（上級ＩＴ資格保有者 60％、同専門資格保有者 40％）とはかなり差がある。

今後目標達成に向けた方策を十分検討する必要がある。 

     図表３－１－１ 平成 26 年度上級資格保有状況      
学年 上級ＩＴ資格保有割合 上級専門資格保有割合 

４年生 34.7％（32／92） 15.2％（14／92） 

３年生 31.7％（20／63） 6.3％（４／63） 

２年生 25.9％（15／58） 5.1％（３／58） 

１年生 ０％（０／85） 1.1％（１／85） 

（注）計算方法＝各年次の資格保有者数（実質人数）÷各年次の在籍者数 
 

（５） 平成 27年度方針・目標 

【方針】 

・諸専門能力の養成・・・上級の情報（Excel／Word１・２級、PowerPoint上級、ＩＴパスポ 

ートの６資格）および専門能力（日商簿記１・２級、販売士１・２級、経済学検定、経営学 

検定、福祉住環境コーディネーター２級、ＥＣＯ検定、医療事務、消費生活相談員等の 11資格）

の資格取得のための対策講座を受講生の拡大可能な時間帯を工夫して、開催する。各資格対策講

座１回（10時間）とするが、受講生のニーズに対応して柔軟に設定する。 
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【目標】 

・平成 29年度目標（卒業生上級情報資格取得６０％、同専門資格取得４０％）を視野に入れ、平

成 26年度実績を踏まえて、平成 27年度目標を下記のとおり設定する。 

・４年生（卒業生） 上級情報資格保有者４０％、同専門資格保有者対２０％ 

３年生      上級情報資格保有者３５％、同専門資格保有者２０％ 

２年生      上級情報資格保有者３５％、同専門資格保有者２０％ 

１年生      上級情報資格保有者１０％、同専門資格保有者１０％ 

 ＊対前年度比で、期待をこめて、４年生・専門５％アップ、３年生・情報・専門とも５％アッ

プ、２年生・情報 15％・専門 10％アップ、１年生・情報５％ダウン・専門５％アップ、とした。 

 

（６） 平成 27年度計画 

ａ 資格ハンドブックの発行 

「資格取得の手引き」を年度初めに刊行し、配布する。当冊子においては、本学カリキュラムに

おいて推奨している資格および資格取得支援制度等を新入生にも分かりやすい内容で紹介する。 
 

b 直前対策講座実施 

授業進度および参加学生のニーズに基づいた実施計画のもと企画する。下記のとおり開講日程の

目安を設けるが、受講希望者との相談の上、講義内容および開講日程を適宜変更してもよいもの

とする。 
図表３－１－２ 平成 27 年度資格直前対策講座実施予定一覧 

講座名 担当講師 開講日程目安 

経済学検定Ｂ＋直前対策講座（マクロ経済学編） 牧野 智一 平成２７年１１月 

経済学検定Ｂ＋直前対策講座（ミクロ経済学編） 牧野 智一 平成２７年１１月 

経営学検定中級直前対策講座 松本 和明 平成２７年１１月 

販売士検定１級直前対策講座 小松 俊樹 平成２８年１月 

販売士検定２級直前対策講座 小松 俊樹 平成２７年９月 

日商簿記検定１級直前対策講座 中村 大輔 平成２７年１０月 

日商簿記検定２級直前対策講座 中村 大輔 平成２８年２月 

ＩＴパスポート直前対策講座 吉川 宏之 平成２７年１２月 

Ｗｏｒｄ文書処理技能認定試験１級直前対策講座 高梨 俊彦 平成２７年１２月 

Ｗｏｒｄ文書処理技能認定試験２級直前対策講座 村山 光博 平成２７年６月 

Ｅｘｃｅｌ表計算処理技能検定試験１級直前対策講座 村山 光博 平成２８年１月 
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【目標】 

・平成 29年度目標（卒業生上級情報資格取得６０％、同専門資格取得４０％）を視野に入れ、平
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１年生      上級情報資格保有者１０％、同専門資格保有者１０％ 

 ＊対前年度比で、期待をこめて、４年生・専門５％アップ、３年生・情報・専門とも５％アッ

プ、２年生・情報 15％・専門 10％アップ、１年生・情報５％ダウン・専門５％アップ、とした。 

 

（６） 平成 27年度計画 

ａ 資格ハンドブックの発行 

「資格取得の手引き」を年度初めに刊行し、配布する。当冊子においては、本学カリキュラムに

おいて推奨している資格および資格取得支援制度等を新入生にも分かりやすい内容で紹介する。 
 

b 直前対策講座実施 

授業進度および参加学生のニーズに基づいた実施計画のもと企画する。下記のとおり開講日程の

目安を設けるが、受講希望者との相談の上、講義内容および開講日程を適宜変更してもよいもの

とする。 
図表３－１－２ 平成 27 年度資格直前対策講座実施予定一覧 

講座名 担当講師 開講日程目安 

経済学検定Ｂ＋直前対策講座（マクロ経済学編） 牧野 智一 平成２７年１１月 

経済学検定Ｂ＋直前対策講座（ミクロ経済学編） 牧野 智一 平成２７年１１月 

経営学検定中級直前対策講座 松本 和明 平成２７年１１月 

販売士検定１級直前対策講座 小松 俊樹 平成２８年１月 

販売士検定２級直前対策講座 小松 俊樹 平成２７年９月 

日商簿記検定１級直前対策講座 中村 大輔 平成２７年１０月 

日商簿記検定２級直前対策講座 中村 大輔 平成２８年２月 

ＩＴパスポート直前対策講座 吉川 宏之 平成２７年１２月 

Ｗｏｒｄ文書処理技能認定試験１級直前対策講座 高梨 俊彦 平成２７年１２月 

Ｗｏｒｄ文書処理技能認定試験２級直前対策講座 村山 光博 平成２７年６月 

Ｅｘｃｅｌ表計算処理技能検定試験１級直前対策講座 村山 光博 平成２８年１月 
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Ｅｘｃｅｌ表計算処理技能検定試験２級直前対策講座 村山 光博 平成２７年１１月 

ＰｏｗｅｒＰｏｉｎｔプレゼン技能認定試験上級直前対策講座 高梨 俊彦 平成２７年７月 

福祉住環境コーディネーター２級直前対策講座 米山 宗久 平成２７年１０月 

医療事務管理士（医科）直前対策講座 山川 智子 平成２７年１２月 

ｅｃｏ検定試験直前対策講座 西俣 先子 平成２７年１１月 

 

c 学生の資格目標管理 

本学学生ごとの相談・面談において、資格目標達成状況を見ながら具体的なアドバイスを行う。

目標達成状況については、年度当初に学生に資格取得目標を設定してもらい、共有システムに情

報をアップロードし、共有する。 

 

d 簿記・販売士等資格勉強会の実施 

資格取得支援センターで簿記の学習アドバイザーを採用し、学生主体の勉強会を開催する。特に

初学者を対象として“不明点を早期に解決するためのサポート”を徹底すると共に、上級資格に

挑戦する雰囲気をつくり上げる。販売士等資格取得の勉強会も開設する。 

 

e 学習ペースメーカーの構築 

今年度は、簿記、販売士をメインに、学習の習慣化を促す。具体的には、学生自身が学習スケジ

ュール管理を行うことや授業内容を補完するポイント解説講座等を適宜実施して、学生の学習ペ

ースメーカーとなる取り組みを構築して行く。実施は担当教員主導し、ＣＯＳがそのサポートを

行う。 

 

 f 総合的な学生相談の実施 

  資格取得を中心にしながら、授業や学生生活に関する相談等を広く受け入れ、学生個人の悩

み・課題解決を促進する（具体的対応は事務局長中心に対応する）。 

 

（７）平成 27年度展開 

上記の計画に基づく、事業展開は、次の通りであった。 

a 資格ハンドブックの発行 

平成 27年度はじめに資格ハンドブック『資格取得のすすめ』を刊行し、在学生全員に配布した（650

部発行）。また、オープンキャンパスおよび高校訪問等において、学内資格支援の取り組み紹介と

して、随時配付を行った。 

今回の発行にあたっては、携帯性や内容の読みやすさを大幅に見直し、初年時学生にも分かりや

すい内容になったと評価している。 

 

 

− 15 −



16 
 

b 直前対策講座の実施（実績） 

 上級資格検定等に向けた直前対策講座を次の通り、実施した。 

図表３－１－３ 平成 27 年度資格直前対策講座実施実績一覧 

講座名 担当講師 開講日程 
実績 

学年 受講 受験 合格※ 

経済学検定直前対策講座（マクロ） 

※目標試験日：H27.12.6 

注 1）Ｂランク以上を合格と見なす。 

牧野 智一 H27.11.25、11.28、

12.1、12.5 

1 年 0 名 0 名 0 名 

2 年 1 名 1 名 1 名 

3 年 0 名 0 名 0 名 

4 年 0 名 0 名 0 名 

経済学検定直前対策講座（ミクロ） 

※目標試験日：H27.12.6 

注 1）Ｂランク以上を合格と見なす。 

牧野 智一 H27.11.10、11.24 1 年 0 名 0 名 0 名 

2 年 1 名 1 名 1 名 

3 年 0 名 0 名 0 名 

4 年 0 名 0 名 0 名 

経営学検定直前対策講座 

※目標試験日：H27.11.22 

注 1）初級志望者の受講も可とした。 

注 2）初級受験者は 1名であった。 

松本 和明 H27.11.6、11.20、

11.27、12.4 

1 年 0 名 0 名 0 名 

2 年 1 名 1 名 0 名 

3 年 1 名 0 名 0 名 

4 年 0 名 0 名 0 名 

販売士検定 1級直前対策講座 小松 俊樹 H28.2.17試験日の受験者（2名）に対し、個別対応とした。 

販売士検定 2級直前対策講座 

※目標試験日：H28.2.17 

注 1）3級志望者の受講も可とした。 

小松 俊樹 H28.2.6、2.13 1 年    

2 年    

3 年    

4 年    

日商簿記検定 1級直前対策講座 中村 大輔 受験者なしのため、不開講。 

日商簿記 2級直前対策講座 

※目標試験日：H27.11.15 

注 1）3級志望者の受講も可とした。 

注 2）3級合格者は 4 名であった。 

中村 大輔 H27.11.14 1 年 11 名 11 名 0 名 

2 年 3 名 3 名 0 名 

3 年 1 名 1 名 0 名 

4 年 0 名 0 名 0 名 

日商簿記検定 2級直前対策講座 

※目標試験日：H28.2.28 

注 1）3級志望者の受講も可とした。 

中村 大輔 H28.2.15、2.16、2.27 1 年    

2 年    

3 年    

4 年    

ＩＴパスポート直前対策講座 

※目標受験月：H28.2 

吉川 宏之 H27.12.14、12.21、 

H28.1.11、1.18 

1 年 0 名 0 名  

2 年 0 名 0 名  

3 年 3 名 3 名  

4 年 0 名 0 名  

Word文書処理技能認定試験 1級直前対

策講座 

注 1）目標試験日：H28.1.9 

注 2）1級合格者は 2 名であった。 

高梨 俊彦 H27.12.17、12.25、

H28.1.4、1.7 

1 年 0 名 0 名 0 名 

2 年 0 名 0 名 0 名 

3 年 1 名 1 名 1 名 

4 年 2 名 2 名 1 名 

Word文書処理技能認定試験 2級直前対

策講座 

※目標試験日：H27.6.27 

注 1）1級志望者の受講も可とした。 

注 2）2級合格者は 5 名であった。 

村山 光博 

 

H27.6.8、6.9、6.15、

6.16、6.22 

1 年 0 名 0 名 0 名 

2 年 8 名 8 名 7 名 

3 年 2 名 2 名 2 名 

4 年 1 名 1 名 1 名 
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b 直前対策講座の実施（実績） 

 上級資格検定等に向けた直前対策講座を次の通り、実施した。 
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2 年 1 名 1 名 1 名 

3 年 0 名 0 名 0 名 

4 年 0 名 0 名 0 名 

経営学検定直前対策講座 

※目標試験日：H27.11.22 

注 1）初級志望者の受講も可とした。 

注 2）初級受験者は 1名であった。 

松本 和明 H27.11.6、11.20、

11.27、12.4 

1 年 0 名 0 名 0 名 

2 年 1 名 1 名 0 名 

3 年 1 名 0 名 0 名 

4 年 0 名 0 名 0 名 

販売士検定 1級直前対策講座 小松 俊樹 H28.2.17試験日の受験者（2名）に対し、個別対応とした。 

販売士検定 2級直前対策講座 

※目標試験日：H28.2.17 

注 1）3級志望者の受講も可とした。 

小松 俊樹 H28.2.6、2.13 1 年    

2 年    

3 年    

4 年    

日商簿記検定 1級直前対策講座 中村 大輔 受験者なしのため、不開講。 

日商簿記 2級直前対策講座 

※目標試験日：H27.11.15 

注 1）3級志望者の受講も可とした。 

注 2）3級合格者は 4 名であった。 

中村 大輔 H27.11.14 1 年 11 名 11 名 0 名 

2 年 3 名 3 名 0 名 

3 年 1 名 1 名 0 名 
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日商簿記検定 2級直前対策講座 

※目標試験日：H28.2.28 

注 1）3級志望者の受講も可とした。 

中村 大輔 H28.2.15、2.16、2.27 1 年    

2 年    

3 年    

4 年    

ＩＴパスポート直前対策講座 

※目標受験月：H28.2 

吉川 宏之 H27.12.14、12.21、 

H28.1.11、1.18 

1 年 0 名 0 名  

2 年 0 名 0 名  

3 年 3 名 3 名  

4 年 0 名 0 名  

Word文書処理技能認定試験 1級直前対

策講座 

注 1）目標試験日：H28.1.9 

注 2）1級合格者は 2 名であった。 

高梨 俊彦 H27.12.17、12.25、

H28.1.4、1.7 

1 年 0 名 0 名 0 名 

2 年 0 名 0 名 0 名 

3 年 1 名 1 名 1 名 

4 年 2 名 2 名 1 名 

Word文書処理技能認定試験 2級直前対

策講座 

※目標試験日：H27.6.27 

注 1）1級志望者の受講も可とした。 

注 2）2級合格者は 5 名であった。 

村山 光博 

 

H27.6.8、6.9、6.15、

6.16、6.22 

1 年 0 名 0 名 0 名 

2 年 8 名 8 名 7 名 

3 年 2 名 2 名 2 名 

4 年 1 名 1 名 1 名 
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Excel表計算処理技能認定試験 1 級直

前対策講座 

※目標試験日：H28.1.9 

注 1）2級志望者の受講も可とした。 

注 2）1級合格者は 1 名であった。 

吉川 宏之 H27.12.22、H28.1.5 1 年 0 名 0 名 0 名 

2 年 2 名 2 名 1 名 

3 年 2 名 2 名 1 名 

4 年 2 名 2 名 0 名 

Excel表計算処理技能認定試験 2 級直

前対策講座 

村山 光博 
教務スケジュールの都合上、不開講とした。 

PowerPoint プレゼン技能認定試験上級

直前対策講座 

※目標試験日：H27.7.31 

高梨 俊彦 H27.7.13、7.16、

7.20、7.22、7.30 

1 年 0 名 0 名 0 名 

2 年 0 名 0 名 0 名 

3 年 4 名 4 名 4 名 

4 年 0 名 0 名 0 名 

福祉住環境コーディネーター2級直前

対策講座 

※目標試験日：H27.11.22 

注 1）3級志望者の受講も可とした。 

注 2）3級合格者は 2 名であった。 

米山 宗久 

 

H27.11.11、11.12、

11.17、11.18、11.19 

1 年 0 名 0 名 0 名 

2 年 3 名 3 名 0 名 

3 年 1 名 1 名 0 名 

4 年 0 名 0 名 0 名 

医療事務管理士（医科）直前対策講座 

※目標試験日：H27.9.26 

山川 智子 H27.9.10、9.11、

9.17、9.18、9.24 

1 年 0 名 0 名 0 名 

2 年 0 名 0 名 0 名 

3 年 0 名 0 名 0 名 

4 年 1 名 1 名 0 名 

eco 検定直前対策講座 

※目標試験日：H27.12.13 

西俣 先子 
受講者 0 名のため、不開講とした。 

消費生活アドバイザー直前対策講座 

※目標試験日：H27.10.4 

橋長 真紀子 H27.9.4、9.16、9.17 1 年 0 名 0 名 0 名 

2 年 0 名 0 名 0 名 

3 年 1 名 1 名 0 名 

4 年 1 名 1 名 0 名 

※合格欄は当該検定試験の“上級ランク（主に２級以上）” 合格者数を集計したもの 

 

c 学生の資格目標管理 

今年度はじめに学生が設定した資格取得目標について、各学生の目標達成状況を集計し、８月末

に関係教職員に情報展開した。 

同 11月に予定していた情報展開については、アカデミックアドバイザー制度のカルテ整備等を背

景に、業務重複を避ける為に実施を保留した。 

 

d 簿記・販売士等資格勉強会の実施 

今年度前期から、資格取得支援センターで簿記の学習アドバイザー（ＳＡ）１名を採用し、学生

主体の勉強会を開催。特に簿記入門履修生からの質問に対応した。簿記３級スタンプラリーとの

相乗効果もあり、１年生を中心とし簿記学習が例年に比べて盛んであった。 

販売士勉強会については、担当教員主催で定期的に有志勉強会を開催した。平常授業に加えて、

より理解を深めてほしいテーマの講義、計算問題等を中心に解説した。毎週１回（前期月曜１限、

後期火曜１限）を目安に展開し、参加登録者は前期４名、後期２名が定例的に参加した。１年生

１名が販売士２級に合格する実績を残したが、現状それ以外の合格実績には繋がっていない。し

かしながら、緩やかながら当資格志望者の意欲の活性化に繋がった。 
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e 学習ペースメーカーの構築 

今年度前期は、簿記 3 級の基本仕訳をスタンプラリー形式にし、主に１年生簿記入門履修者を主

たる対象として実施した。参加登録者 58 名、実参加者 39 名、達成者６名であったが、未達成者

であっても、簿記学習初期の躓きを解消する一定の効果は確認された。 

また、販売士 3 級においても、頻出論点をスタンプラリー形式にし、販売士対応科目履修者を主

たる対象として実施した。参加登録者 10名、実参加者６名、達成者０名という結果で活性化に繋

がったとは言えないが、参加者に対して個別アドバイス（学習方法等）の機会を設けられたこと

に意義があったと振り返る。 

 

f 総合的な学生相談の実施 

今年度前期は、目立った相談については相談記録を残し（約 70 件）、関係教職員との共有を図っ

た。年度はじめの相談が 90％以上を占め、７月以降の相談が少なくなる傾向にあった。 

その他の簡単な質問については、適宜スタッフが対応し、アドバイス等を行った。 

今年度後期は、ボランティアコーディネーターが主となり、トライアルで個別ヒアリング（対象

を２年生とした）を企画した。結果として 17名、各１時間ほど個別ヒアリングを行い、担当ゼミ

教員に情報を提供することで、アカデミックアドバイザー制度のサポートを試みた。 

 

ｇ 平成 27年度資格取得支援センター利用者数 

図表３－１－４ 平成 27 年度資格取得支援センター利用者月別利用者集計 
単位：人 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

1年生 34 59 159 119 2 4 62 82 61 24 4 3 613 

2年生 59 67 52 73 15 15 93 48 23 22 0 3 470 

3年生 92 75 98 69 13 10 57 50 57 36 10 0 567 

4年生 14 14 22 28 4 3 10 18 12 4 0 0 129 

月合計 199 215 331 289 34 32 222 198 153 86 14 6 1779 

今年度前期末の振り返りにおいて、学生の学習に対するモチベーション課題を指摘したが、後

期においては、その解決に向けて各種試験的な取り組みを重ねてきた。 

例えば、上記、e 学習ペースメーカーの構築、f 総合的な学生相談の実施のとおり、まずは対象

を絞った形で学生の意欲向上のために工夫を凝らしてきたが、当センターの現状規模では提供で

きるサービスに限界があると見ている。 

ついては、次年度から教務学生課と一体となり、当センター機能の企画・運営に当たれるよう体

制改編を推進する予定である。 

 

（８）まとめ－成果と課題－ 

 ａ 資格取得支援について 

まず第 1に、本年度の資格直前対策は、図表３－１－３から、専門資格対策 10講座、ＩＴ系資

格対策５講座を開講したが、図表３－１－６のとおり、上級ＩＴ系資格対応の直前対策講座を受

講し、試験に合格した者は 15名（Word１～２級９名、Excel１～２級２名、PowerPoint上級４名）

にとどまった。また、上級専門資格においては、講座受講者の合格者が１名であった（経済学検
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定）ことは大きな課題である。このことから、直前対策という位置付けでの講座開講では十分な

効果が得られない可能性があると言える。次年度においては、日々の授業の復習を目的とした講

座を展開するなど、講座の位置付けを根本的に見直していく必要がある。 

第２に、図表３－１－７において、初級資格受験状況を見ると、昨年度と同様に１年生の受験

実績が圧倒的に大きいことから、入学初年度の学習意欲は例年高いことが言える。一方で、２年

生（昨年度１年生）の受験者数が伸びていないことから、学生の学習意欲の維持に課題があると

言える。 

第３に、上記のとおり上級資格直前対策講座の受講者（合格者）が伸びていないこと、初級資

格における学習意欲の維持に課題があることを踏まえ、これまでとは異なるアプローチで学生支

援を展開していく必要があると言える。つまり、従来どおりの資格学習の斡旋では、学生の学習

意欲の喚起を行うには十分な効果が期待できないと見られ、根本的な原因はより深いところに存

在していることが明らかとなった。ついては、今後の具体的な学生支援（学生相談）として、ア

ルバイト等の学外での生活状況や日々のメンタルサポートなど、学習意欲に影響を及ぼしうる要

因まで視野に入れた、複合的支援が必要であると言える。次年度から教務学生課が資格取得支援

センター機能を統合して、同一施設で学生支援を展開していく予定であるが、運用企画において

は上記のとおり複合的な支援が可能になるよう、具体的な制度設計を行っていく必要がある。ま

た、今年度の簿記入門授業と簿記スタンプラリー企画の連携のように、各資格関連科目と事務企

画が連携を強化することで、組織的な学習奨励を展開していく必要がある。 

 

ｂ 上級資格取得状況について 

まず第１に、平成 27 年度の資格試験受験結果を総数ベースでみると（図表３－１－５）、ＩＴ

全体では受験者 135名、合格者 75名、合格率 55.6%％であった。専門資格は受験者 108名、合格

者 29 名、合格率 26.9％で、昨年と同様にＩＴ資格より低レベルとなっている。引き続き、専門

資格受験者の拡大が大きな課題として残る。 

第２に、平成 27 年度の上級資格試験受験結果を総数ベースでみると（図表３－１－６）、ＩＴ

全体では受験者 82名、合格者 46名、合格率 56.1％であった。専門資格は受験者 24名、合格者 7

名、合格率 29.2％であり、学年別の合格者数を年度目標に照らすと、大きな「未達」の結果とな

った(具体的には、上級ＩＴ資格保有割合で、4年生 5.2％未達、3年生 4,3％未達、２年生 15.3％

未達、１年生 9.2％未達、また、上級専門資格保有割合で、4 年生 12.5％未達、3 年生 13.9％未

達、２年生 14.2％未達、１年生 8.3％未達であった)。なお、平成 27年度の上級資格保有状況は、

図表３－１－８のとおりである。 

第３に、上級資格試験の受験者が、学年が繰り上がるごとに鈍化している（２年生、３年生の

上級資格者が順当に増えていない）ことは見過ごせない課題である。その背景には、各資格試験

が難化傾向にあることも可能性としてありえるが、本学の各資格対応授業を終えた後、学習を継

続する機会が大きく減少してしまうことが言える。つまり、資格対応科目を履修し終えた後でも、

直前対策講座の開講まで学習を継続できるよう、更にフォロー体制を充実させる必要があるとい

える。現在は資格取得支援センターにおいて、受験ニーズが比較的多い日商簿記・販売士検定を

中心に、担当教員およびＳＡが日々の学習フォローを行っているが、基本的に学習者の自習を前

提として運営している。しかし、今後の上級資格合格者増のためには、上記でも述べたとおり、
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独学の労力を可能な限り軽減できるよう、授業の復習を目的としたインプット講義も取り入れる

形で学習フォローを展開していく必要があると考えている。 

 

図表３－１－５ 平成 27年度資格受験結果（総数） 

 ＩＴ資格全体 専門資格全体 

受験者数（総数） 合格者数（総数） 合格率 受験者数（総数） 合格者数（総数） 合格率 

４年生 15 5 33.3% 6 0 0.0% 

３年生 33 19 57.6% 12 5 41.7% 

２年生 41 26 63.4% 37 15 40.5% 

１年生 46 25 54.3% 53 10 18.9% 

合計 135 75 55.6% 108 30 27.8% 

（注）受験者数及び合格者数＝初級資格＋上級資格である 

 

図表３－１－６ 平成 27年度上級資格受験結果 

 上級ＩＴ資格 上級専門資格 

受験者数 合格者数 合格率 受験者数 合格者数 合格率 

総数 講座 総数 講座 総数 講座 総数 講座 総数 講座 総数 講座 

４年生 14 3 5 1 35.7% 33.3% 1 1 0 0 0.0% 0.0% 

３年生 31 9 17 8 54.8% 88.9% 6 1 2 0 33.3% 0.0% 

２年生 36 9 23 6 63.9% 66.7% 13 4 4 1 30.8% 25.0% 

１年生 1 0 1 0 100.0% 0.0% 5 0 2 0 40.0% 0.0% 

合計 82 21 46 15 56.1% 71.4% 25 6 8 1 32.0% 16.7% 

（注１）上級ＩＴ＝Ｗｏｒｄ・Ｅｘｃｅｌ１～２級、PowerPoint上級、ＩＴパスポート 
（注２）上級専門＝日商簿記１～２級、販売士１～２級、福祉住環境１～２級、eco検定、消費生活アドバイザー、
経済学検定（ミクロマクロ）S～B、経営学検定中級、医療事務 
（注３）総数＝直前講座を受講しない者も含む、講座＝直前講座を受講し、上級資格を受験した者を示す 
 
 

図表３－１－７ 平成 27年度初級資格受験結果 

 初級ＩＴ資格 初級専門資格 

受験者数（総数） 合格者数（総数） 合格率 受験者数（総数） 合格者数（総数） 合格率 

４年生 1 0 0.0% 5 0 0% 

３年生 2 2 100.0% 6 3 50.0% 

２年生 5 3 60.0% 25 11 44.0% 

１年生 44 23 52.3% 48 8 16.7% 

合計 52 28 53.8% 84 22 26.2% 

（注１）初級ＩＴ＝Ｗｏｒｄ・Ｅｘｃｅｌ３級、PowerPoint初級、ドットコムマスターベーシック、EC実践能力
検定３級 
（注２）初級専門＝日商簿記３級、販売士３級、福祉住環境３級、FP技能検定３級、経済学検定（ミクロマクロ）
C～D、経営学検定初級 
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独学の労力を可能な限り軽減できるよう、授業の復習を目的としたインプット講義も取り入れる

形で学習フォローを展開していく必要があると考えている。 

 

図表３－１－５ 平成 27年度資格受験結果（総数） 

 ＩＴ資格全体 専門資格全体 

受験者数（総数） 合格者数（総数） 合格率 受験者数（総数） 合格者数（総数） 合格率 

４年生 15 5 33.3% 6 0 0.0% 

３年生 33 19 57.6% 12 5 41.7% 

２年生 41 26 63.4% 37 15 40.5% 

１年生 46 25 54.3% 53 10 18.9% 

合計 135 75 55.6% 108 30 27.8% 

（注）受験者数及び合格者数＝初級資格＋上級資格である 

 

図表３－１－６ 平成 27年度上級資格受験結果 

 上級ＩＴ資格 上級専門資格 

受験者数 合格者数 合格率 受験者数 合格者数 合格率 

総数 講座 総数 講座 総数 講座 総数 講座 総数 講座 総数 講座 

４年生 14 3 5 1 35.7% 33.3% 1 1 0 0 0.0% 0.0% 

３年生 31 9 17 8 54.8% 88.9% 6 1 2 0 33.3% 0.0% 

２年生 36 9 23 6 63.9% 66.7% 13 4 4 1 30.8% 25.0% 

１年生 1 0 1 0 100.0% 0.0% 5 0 2 0 40.0% 0.0% 

合計 82 21 46 15 56.1% 71.4% 25 6 8 1 32.0% 16.7% 

（注１）上級ＩＴ＝Ｗｏｒｄ・Ｅｘｃｅｌ１～２級、PowerPoint上級、ＩＴパスポート 
（注２）上級専門＝日商簿記１～２級、販売士１～２級、福祉住環境１～２級、eco検定、消費生活アドバイザー、
経済学検定（ミクロマクロ）S～B、経営学検定中級、医療事務 
（注３）総数＝直前講座を受講しない者も含む、講座＝直前講座を受講し、上級資格を受験した者を示す 
 
 

図表３－１－７ 平成 27年度初級資格受験結果 

 初級ＩＴ資格 初級専門資格 

受験者数（総数） 合格者数（総数） 合格率 受験者数（総数） 合格者数（総数） 合格率 

４年生 1 0 0.0% 5 0 0% 

３年生 2 2 100.0% 6 3 50.0% 

２年生 5 3 60.0% 25 11 44.0% 

１年生 44 23 52.3% 48 8 16.7% 

合計 52 28 53.8% 84 22 26.2% 

（注１）初級ＩＴ＝Ｗｏｒｄ・Ｅｘｃｅｌ３級、PowerPoint初級、ドットコムマスターベーシック、EC実践能力
検定３級 
（注２）初級専門＝日商簿記３級、販売士３級、福祉住環境３級、FP技能検定３級、経済学検定（ミクロマクロ）
C～D、経営学検定初級 
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図表３－１－８ 平成 27 年度上級資格保有状況 
学年 上級ＩＴ資格保有割合 上級専門資格保有割合 

４年生 34.8％（23／66） 7.5％（5／66） 

３年生 30.7％（20／65） 6.1％（4／65） 

２年生 19.7％（17／86） 5.8％（5／86） 

１年生 0.8％（1／112） 1.7％（2／112） 

（注）計算方法＝各年次の資格保有者数（実質人数）÷各年次の在籍者数 
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２ 地域志向・学修科目－教育②－ 

（１）方針（申請時） 

 ・新たな地域学修科目を大幅に拡大して、学生の現場感覚・知識の養成、社会人基礎力の充実

をめざす。 

・各コースの代表科目に地域学修を加え、地域学修科目を拡大する。 

 

（２）目標（申請時） 

・平成 25年度→19科目、履修学生 680人（延べ） 

・平成 29年度→33科目、履修学生 1,000人（延べ） 

 

（３）平成 25年度実績と評価 

・平成 25 年度に開講した科目は８科目、履修学生 1068 人（延べ）であった。 
・後期から当事業が開始されたため、申請時の目標科目数（19 科目）を下回ったが、履修学生

数は目標（680 人）を大きく上回った。 
 

（４）平成 26年度実績と評価 

・平成 26 年度は、地域志向科目を再検討し、次の 35 科目を地域志向・学修科目として設定し、

各科目平均３限分を企業講師・現場体験等授業にあてることとした。 
＊１年次＝キャンパスライフ入門、キャリア開発Ⅰ、経済・経営の現場、ボランティア論、ボ

ランティア体験、環境と社会２、マーケティング入門、流通論入門、インターネット概論 
＊２年次＝キャリア開発Ⅱ－１、Ⅱ－２、起業家塾、地域活性化プログラム、地域経営、地域

活性化論、社会福祉概論、環境社会演習２、生活経済論１、２、会計学１、プレゼン利用技

術、 
＊３年次＝キャリア開発Ⅲ－１、Ⅲ－２、ゼミナールⅢ、インターンシップ、地方行政、地域

経済論、地域産業政策、企業経営史、産業史、医学概論、地域福祉論、管理会計、経営分析 
＊４年次＝ゼミナールⅣ 

 ・実積を見ると、企業講師等実施科目は 22 科目、総時限数は 71 時限で、目標（35 科目、105

時限）をかなり下回った。但し、履修学生数は 1959人と前年からほぼ倍増した。学年共通の

企業見学バスツアーを２回実施し、計 32人が参加した。 

 ・参加学生の評価としては、企業講師授業は理解度、役立ち度ともに 90％超が「わかった」、「役

に立った」と答えており、非常に高い評価であった。企業見学ツアーも同様の評価であった。 

 

（５）平成 27年度方針・目標 

・【３ 現場感覚・知識の養成－教育③－】と同じ 

 

（６）平成 27年度計画 

・【３ 現場感覚・知識の養成－教育③－】と同じ 
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２ 地域志向・学修科目－教育②－ 

（１）方針（申請時） 
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（３）平成 25年度実績と評価 
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活性化論、社会福祉概論、環境社会演習２、生活経済論１、２、会計学１、プレゼン利用技

術、 
＊３年次＝キャリア開発Ⅲ－１、Ⅲ－２、ゼミナールⅢ、インターンシップ、地方行政、地域

経済論、地域産業政策、企業経営史、産業史、医学概論、地域福祉論、管理会計、経営分析 
＊４年次＝ゼミナールⅣ 

 ・実積を見ると、企業講師等実施科目は 22 科目、総時限数は 71 時限で、目標（35 科目、105

時限）をかなり下回った。但し、履修学生数は 1959人と前年からほぼ倍増した。学年共通の

企業見学バスツアーを２回実施し、計 32人が参加した。 

 ・参加学生の評価としては、企業講師授業は理解度、役立ち度ともに 90％超が「わかった」、「役

に立った」と答えており、非常に高い評価であった。企業見学ツアーも同様の評価であった。 

 

（５）平成 27年度方針・目標 

・【３ 現場感覚・知識の養成－教育③－】と同じ 

 

（６）平成 27年度計画 

・【３ 現場感覚・知識の養成－教育③－】と同じ 
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（７）平成 27年度展開 

・【３ 現場感覚・知識の養成－教育③－】と同じ 

（８）まとめ－成果と課題－ 

・【３ 現場感覚・知識の養成－教育③－】と同じ 
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３ 現場感覚・知識の養成－教育③－ 

（１）方針（申請時） 

 ・地域学修科目において、３課題（産業活性化、社会課題解決、地域活性化）に対応した、企

業講師授業や現場体験学修等の体験型授業を行い、学生の現場感覚・知識の養成を促進する。 
 

（２）目標（申請時） 

・平成 25年度→14科目（後期）で、３限分の体験型授業（２限分企業講師、１限現場体験学修）

実施－体験型授業数 42回、履修学生 680 人（延べ） 
・平成 29年度→33科目で、３限分の体験型授業 99 回実施、履修学生 1,000 人（延べ） 
 

（３）平成 25年度実績と評価 

・地域学修 14 科目、42 限（回）分授業での企業講師等授業を目指したが、8 科目、33 限（回）

授業に留まった。但し、履修学生は 1,068 人。目標実現に至らなかった要因としては、年度開始

当初に具体的な招聘スケジュールの確定ができなかったことが挙げられる。 
・学生の授業評価としては、理解できた 94％、ためになった 90％と非常に高い評価であった。 
 

（４）平成 26年度実績と評価 

・地域志向・学修 35 科目、105 限（回）分授業での企業講師等授業を目指したが、22 科目、71
限（回）授業に留まった。実施科目数、回数ともに、目標達成割合は 60％台にとどまった。但し、

履修学生数は、1,959 人（延べ）に達した。 
・学生の企業講師授業の評価としては、理解できた 94％、ためになった 92％と非常に高い評価

であった。 
 ・科目横断で実施した企業現場見学バスツアーは好評であった。 

・活動評価（まとめ・課題）・・・企業講師授業は学生の評価が非常に高く、今後も、継続して

実施していく必要がある。しかし、地域志向科目 35 科目のうち 22 科目しか実施できなかったこ

とは、同科目の内容も含めて、再検討が必要である。１年かけて検討し、平成 28年度には、地域

志向科目の再編の姿を明確にしたい。第３に、企業見学バスツアーについては、学生が現場に出

かけていくことが重要であることを再認識する必要がある。平成 27年度は、特殊授業として、「現

場体験プログラム」（２年生科目）を新たに地域志向科目として開講し、他の科目とも連携して、

この現場体験を充実させる。 

 

（５）平成 27年度方針・目標 

【方針】  

・現場感覚・知識の養成・・・地域志向 36科目（１年次＝キャンパスライフ入門、キャリア開 

 発Ⅰ、経済・経営の現場、ボランティア論、ボランティア体験、環境と社会２、マーケティ 

 ング入門、流通論入門、インターネット概論、２年次＝キャリア開発Ⅱ－１、Ⅱ－２、現場 

体験プログラム、起業家塾、地域活性化プログラム、地域経営、地域活性化論、社会福祉概 

論、環境社会演習２、生活経済論１、２、会計学１、プレゼン利用技術、３年次＝キャリア 

開発Ⅲ－１、Ⅲ－２、ゼミナールⅢ、インターンシップ、地方行政、地域経済論、地域産業政策、
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企業経営史、産業史、医学概論、地域福祉論、管理会計、経営分析、４年次＝ゼミナールⅣ）で、

各科目平均２限分を企業講師等授業や現場学習にあて、現場感覚・知識の養成を図る。 

【目標】  

・36科目２限分（72時限）を確実に実施し、昨年度に引続いて学生の高満足（「理解できた」「役

に立った」共に 90%以上）を維持する。 

 ・現場体験プログラムをベースに企業現場見学を数回実施して、学生の現場理解を深める。 

 

（６）平成 27年度計画 

ａ 地域志向・学修 36科目において、各２限分を外部講師等授業にあてて、授業を実施する。外

部講師招聘予定を事前に計画して、招聘度を上げる。 

ｂ 現場体験プログラムをベースに企業現場の見学・学修を数回実施する。 

ｃ 教員へのアンケート（地域志向科目希望と授業ポイント）および本学の位置づけ（地方創生

を担う地（知）の拠点大学）の検討からする授業科目の新設など総合的に検討を行い、平成 28 年

度以降の地域志向科目の方向性を明確にする。 

 

（７）平成 27年度展開  

 平成 27年度の企業講師・現場体験等授業は、次の通り、実施した。 

ａ 企業講師等授業の概要 

地域志向・学修 36科目において、各２限分を企業講師等授業（各分野の専門家等による地域理解

等を深める授業）として実施した。その概要は、図表３－３－１に示すとおりである。 

図表３－３－１ 平成 27年度企業講師授業一覧 

№ 日時 科目名 外部講師 テーマ 

1 平成 27年 4月 21日（火) 山川ゼミⅢⅣ 有限会社 銀座堂 社会福祉士事務所  
宗村 憲 氏 

ふくしとわたし～これからを

生き抜くためのたった一つの

冴えたやりかた 
2 平成 27年 4月 28日（火) 山川ゼミⅢⅣ 燕市議会議員 山崎 みつお 氏 新潟県の魅力再発見！新潟ご

当地検定完全制覇者が語る地

元愛と地域の未来 
3 平成27年5月15日（金） 会計学１ 元中越高等学校 

教頭 坂野 正人 氏 
簿記の誕生と成長～資格取得

は自分作り、就職選考の経営

者の本音～ 
4 平成 27年 5月 27日(水) プレゼンテーション

ソフト利用技術Ａ 

エクセルホーム有限会社 建築設計事務所、 

土地家屋調査士 古寺久德事務所 

古寺久德氏 

顧客をつかむ営業プレゼンテーシ

ョンにするための考え方と進め方 

5 平成 27年 6月 1日（月） 小松ゼミⅢⅣ 見附商工会 経営指導員 滝澤 正徳 氏 特産品開発 

6 平成 27年 6月 4日(木) 地域福祉論 豊田・柿地区民生委員児童委員協議会 

山岸加代子 氏 

民生委員・児童委員の活動実態 

7 平成 27年 6月 9日(火) キャリア開発Ⅱ－１ AOKI 長岡川崎店長 坂田 淳 流通業界が必要とする人材と社会

人としての身だしなみについて 

8 平成 27年 6月 11日(木) 地域福祉論 フードバンクにいがた長岡センター 

山崎 一雄 氏 

ボランティア活動の貢献活動 

9 平成 27年 6月 17日（水） プレゼンテーション

ソフト利用技術Ａ 

株式会社 コンセント  

アートディレクター 高梨 裕子 氏 

良い企画をより魅力的に見せる編

集デザイン 

10 平成 27年 6月 23日（火） 社会福祉概論 社会福祉法人長岡福寿会居宅介護支援事業所

まちだ園 管理者 高橋直樹氏、副主任介護支

援専門員 佐藤 恵子 氏 

介護支援専門員（ケアマネージャ

ー）の活動について 
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11 平成 27年 6月 23日（火） キャリア開発Ⅱ－１ 新潟証券株式会社 

長谷川 博人 氏 

証券業界が必要とする人材と現代

経済における投資について 

12 平成 27年 6月 24日（水） 地域経営（川口） （株）ファーム越後川口（あぐりの里） 

特定非営利活動法人くらしサポート越後川口 

地域資源循環のための直販所経営 

13 平成 27年 6月 25日（木） 地域福祉論 長岡市社会福祉協議会 

地域福祉課長 本間和也 氏 

社会福祉協議会の活動や事業内容 

14 平成 27年 6月 30日(火) 社会福祉概論 地域包括支援センター なかじま 

業務推進員 丸山 千代子 氏 

地域包括支援センターの活動内容 

15 平成 27年 7月 1日(水) プレゼンテーション

ソフト利用技術Ａ 

ビジョン代表 桑原 州司 氏 デザイナーの視点から見たプレゼ

ン資料作成のヒント 

16 平成 27年 7月 1日(水) インターンシップ ウィンズビジネスアカデミー 

宮原 晋策 氏、大期 豊子 氏 

ビジネスマナー 

17 平成 27年 7月 1日(水) 地域経営（小国） ・特定非営利活動法人ＭＴＮサポート 

・コーディネーター 青柳 照夫 氏 

様々な事業所が連携する地域福祉 

18 平成 27年 7月 1日(水) 地域経営（山古志） 特定非営利活動法人中越防災フロンティア 住民が参画するコミュニティバス

の運営 

19 平成 27年 7月 7日(火) 社会福祉概論 社会福祉法人長岡福寿会特別養護老人ホーム

まちだ園 主任介護福祉員 野村 礼氏 

副主任介護福祉員 谷内 仁一氏 

介護福祉士の活動について 

20 平成 27年 7月 15日(水) インターンシップ ウィンズビジネスアカデミー 宮原 晋策 

氏、大期 豊子 氏 

ビジネスマナー 

21 平成 27年 7月 16日(木) キャリア開発Ⅲ ウィンズビジネスアカデミー 

宮原 晋策 氏 

企業・業界研究のポイント 

22 平成 27年 7月 21日(火) 山川ゼミⅢⅣ (株)SnowCast（スノーキャスト) 

主任技師／気象予報士 高野 哲夫 氏 

気象のイロハ～とてもわかりやす

い天気のお話 

23 平成 27年 10月 8日（木） キャリア開発Ⅲ ウィンズビジネスアカデミー 

宮原 晋策 氏 

就職市場と問われる若者の力 

24 平成 27年 10月 15日

（木） 

キャリア開発Ⅲ ㈱パートナーズプロジェクト 

社長 高野 洋子 氏 

賃金・労働諸制度のポイント 

25 平成 27年 10月 27日

（火） 

キャリア開発Ⅰ キャリアカウンセラー 

米田 睦美 氏 

社会人のキャリア形成 

26 平成 27年 10月 29日

（木） 

キャリア開発Ⅲ ウィンズビジネスアカデミー 

宮原 晋策 氏 

自己ＰＲ・１分間スピーチ 

 

27 平成 27年 11月 3日(火) キャリア開発Ⅰ キャリアカウンセラー 

米田 睦美 氏 

自己紹介 

28 平成 27年 11月 5日(木) キャリア開発Ⅱ-2 ウィンズビジネスアカデミー 

宮原 晋策 氏 

ビジネス文書の書き方 

29 平成 27年 11月 5日(木) キャリア開発Ⅲ ウィンズビジネスアカデミー 

宮原 晋策 氏 

ビジネスマナー① 

動作・話し方 

30 平成 27年 11月 10日

(火) 

キャリア開発Ⅰ 企業教育ファシリテーター 

朝日 由香 氏 

自己分析 

31 平成 27年 11月 12日

(木) 

キャリア開発Ⅱ-2 ウィンズビジネスアカデミー 

宮原 晋策 氏 

学生のキャリア形成（企業を知る） 

32 平成 27年 11月 12日

(木) 

キャリア開発Ⅲ ウィンズビジネスアカデミー 

宮原 晋策 氏 

ビジネスマナー② 
文書・メール／自己紹介書提出 

33 平成 27年 11月 17日

(火) 

キャリア開発Ⅰ 企業教育ファシリテーター 

朝日 由香 氏 

性格を知る 

34 平成 27年 11月 19日

(木) 

キャリア開発Ⅱ-2 企業教育ファシリテーター 

朝日 由香 氏 

マナー実習② 

あいさつ 

35 平成 27年 11月 19日

(木) 

キャリア開発Ⅲ ウィンズビジネスアカデミー  

宮原 晋策 氏、大期 豊子 氏 他 

個人面接① 

自己紹介書ベース 

36 平成 27年 11月 24日

(火) 

消費者行動論 エチゴビール株式会社 

井塚 励 氏 

商品開発と製造の現場 

（ビール工場見学） 

37 平成 27年 11月 24日

(火) 

キャリア開発Ⅰ キャリアカウンセラー 

米田 睦美 氏 

対人関係のあり方 

38 平成 27年 11月 26日

(木) 

キャリア開発Ⅱ-2 企業教育ファシリテーター 

朝日 由香 氏 

マナー実習② 

電話 
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11 平成 27年 6月 23日（火） キャリア開発Ⅱ－１ 新潟証券株式会社 

長谷川 博人 氏 

証券業界が必要とする人材と現代

経済における投資について 

12 平成 27年 6月 24日（水） 地域経営（川口） （株）ファーム越後川口（あぐりの里） 

特定非営利活動法人くらしサポート越後川口 

地域資源循環のための直販所経営 

13 平成 27年 6月 25日（木） 地域福祉論 長岡市社会福祉協議会 

地域福祉課長 本間和也 氏 

社会福祉協議会の活動や事業内容 

14 平成 27年 6月 30日(火) 社会福祉概論 地域包括支援センター なかじま 

業務推進員 丸山 千代子 氏 

地域包括支援センターの活動内容 

15 平成 27年 7月 1日(水) プレゼンテーション

ソフト利用技術Ａ 

ビジョン代表 桑原 州司 氏 デザイナーの視点から見たプレゼ

ン資料作成のヒント 

16 平成 27年 7月 1日(水) インターンシップ ウィンズビジネスアカデミー 

宮原 晋策 氏、大期 豊子 氏 

ビジネスマナー 

17 平成 27年 7月 1日(水) 地域経営（小国） ・特定非営利活動法人ＭＴＮサポート 

・コーディネーター 青柳 照夫 氏 

様々な事業所が連携する地域福祉 

18 平成 27年 7月 1日(水) 地域経営（山古志） 特定非営利活動法人中越防災フロンティア 住民が参画するコミュニティバス

の運営 

19 平成 27年 7月 7日(火) 社会福祉概論 社会福祉法人長岡福寿会特別養護老人ホーム

まちだ園 主任介護福祉員 野村 礼氏 

副主任介護福祉員 谷内 仁一氏 

介護福祉士の活動について 

20 平成 27年 7月 15日(水) インターンシップ ウィンズビジネスアカデミー 宮原 晋策 

氏、大期 豊子 氏 

ビジネスマナー 

21 平成 27年 7月 16日(木) キャリア開発Ⅲ ウィンズビジネスアカデミー 

宮原 晋策 氏 

企業・業界研究のポイント 

22 平成 27年 7月 21日(火) 山川ゼミⅢⅣ (株)SnowCast（スノーキャスト) 

主任技師／気象予報士 高野 哲夫 氏 

気象のイロハ～とてもわかりやす

い天気のお話 

23 平成 27年 10月 8日（木） キャリア開発Ⅲ ウィンズビジネスアカデミー 

宮原 晋策 氏 

就職市場と問われる若者の力 

24 平成 27年 10月 15日

（木） 

キャリア開発Ⅲ ㈱パートナーズプロジェクト 

社長 高野 洋子 氏 

賃金・労働諸制度のポイント 

25 平成 27年 10月 27日

（火） 

キャリア開発Ⅰ キャリアカウンセラー 

米田 睦美 氏 

社会人のキャリア形成 

26 平成 27年 10月 29日

（木） 

キャリア開発Ⅲ ウィンズビジネスアカデミー 

宮原 晋策 氏 

自己ＰＲ・１分間スピーチ 

 

27 平成 27年 11月 3日(火) キャリア開発Ⅰ キャリアカウンセラー 

米田 睦美 氏 

自己紹介 

28 平成 27年 11月 5日(木) キャリア開発Ⅱ-2 ウィンズビジネスアカデミー 

宮原 晋策 氏 

ビジネス文書の書き方 

29 平成 27年 11月 5日(木) キャリア開発Ⅲ ウィンズビジネスアカデミー 

宮原 晋策 氏 

ビジネスマナー① 

動作・話し方 

30 平成 27年 11月 10日

(火) 

キャリア開発Ⅰ 企業教育ファシリテーター 

朝日 由香 氏 

自己分析 

31 平成 27年 11月 12日

(木) 

キャリア開発Ⅱ-2 ウィンズビジネスアカデミー 

宮原 晋策 氏 

学生のキャリア形成（企業を知る） 

32 平成 27年 11月 12日

(木) 

キャリア開発Ⅲ ウィンズビジネスアカデミー 

宮原 晋策 氏 

ビジネスマナー② 
文書・メール／自己紹介書提出 

33 平成 27年 11月 17日

(火) 

キャリア開発Ⅰ 企業教育ファシリテーター 

朝日 由香 氏 

性格を知る 

34 平成 27年 11月 19日

(木) 

キャリア開発Ⅱ-2 企業教育ファシリテーター 

朝日 由香 氏 

マナー実習② 

あいさつ 

35 平成 27年 11月 19日

(木) 

キャリア開発Ⅲ ウィンズビジネスアカデミー  

宮原 晋策 氏、大期 豊子 氏 他 

個人面接① 

自己紹介書ベース 

36 平成 27年 11月 24日

(火) 

消費者行動論 エチゴビール株式会社 

井塚 励 氏 

商品開発と製造の現場 

（ビール工場見学） 

37 平成 27年 11月 24日

(火) 

キャリア開発Ⅰ キャリアカウンセラー 

米田 睦美 氏 

対人関係のあり方 

38 平成 27年 11月 26日

(木) 

キャリア開発Ⅱ-2 企業教育ファシリテーター 

朝日 由香 氏 

マナー実習② 

電話 
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39 平成 27年 11月 26日

(木) 

キャリア開発Ⅲ ウィンズビジネスアカデミー 

宮原 晋策 氏、大期 豊子 氏 他 

個人面接② 

自己紹介書ベース 

40 平成 27年 11月 30日

(月) 

地方行政 長岡市政策企画課 中村 英樹 氏 

長岡市議会事務局 松永 薫 氏 

長岡市行政について 

41 平成 27年 12月 1日(火) キャリア開発Ⅰ 企業教育ファシリテーター 

朝日 由香 氏 

自他評価と課題認識 

42 平成 27年 12月 2日(水) プレゼンテーション

ソフト利用技術Ｂ 

ビジョン代表 桑原 州司 氏 デザイナーの視点から見たプレゼ

ン資料作成のヒント 

43 平成 27年 12月 3日(木) キャリア開発Ⅱ-2 新潟大学農学部 キャリアジム運営センター 

古俣 清勝 氏 

学生のキャリア形成（営業を知る） 

44 平成 27年 12月 3日(木) キャリア開発Ⅲ ウィンズビジネスアカデミー 

宮原 晋策 氏、大期 豊子 氏 

グループディスカッション① 

45 平成 27年 12月 4日(金) 公務員試験対策３ 加茂市役所 

恩田 貴之 氏 

公務員の仕事障がい者雇用につい

て 

46 平成 27年 12月 8日(火) キャリア開発Ⅰ キャリアカウンセラー 

米田 睦美 氏 

キャリア形成①（自己分析と強み） 

47 平成 27年 12月 10日

(木) 

キャリア開発Ⅱ-2 新潟大学農学部 キャリアジム運営センター 

古俣 清勝 氏 

学生のキャリア形成（現場を知る） 

48 平成 27年 12月 10日

(木) 

環境社会演習２ フードバンクにいがた 

高見 優 氏、山崎 一雄 氏 

食のセーフティーネット 

‐フードバンクにいがたの取り組

み‐ 

49 平成 27年 12月 10日

(木) 

キャリア開発Ⅲ ウィンズビジネスアカデミー 

宮原 晋策 氏、大期 豊子 氏 

グループディスカッション② 

50 平成 27年 12月 11日

(金) 

公務員試験対策３ 長岡市役所 

石井 恵夢 氏 

こんにちは、長岡市役所のニュー

フェイスです！ 

51 平成 27年 12月 14日

(月) 

小松ゼミⅢ まちの駅ネーブル見附 

中川 一男 氏 

特産品の理解 ※現地視察 

52 平成 27年 12月 15日

(火) 

キャリア開発Ⅰ 新潟大学農学部 キャリアジム運営センター 

古俣 清勝 氏 

キャリア形成②（現場を知る） 

53 平成 27年 12月 17日

(木) 

キャリア開発Ⅱ-2 ウィンズビジネスアカデミー 

宮原 晋策 氏 

履歴書の書き方 

54 平成 27年 12月 17日

(木) 

キャリア開発Ⅲ ウィンズビジネスアカデミー 

宮原 晋策 氏、大期 豊子 氏 他 

グループ面接① 

55 平成 27年 12月 22日

(火) 

キャリア開発Ⅰ ウィンズビジネスアカデミー 

宮原 晋策 氏、大期 豊子 氏 他 

グループディスカッション① 

56 平成 27年 12月 22日

(火) 

高齢者と社会政策 地域包括支援センター基幹型 

認知症地域支援推進員 河鰭 和美 氏 他 

認知症サポーター 

57 平成 27年 12月 24日

(木) 

キャリア開発Ⅱ-2 企業教育ファシリテーター 

朝日 由香 氏 

面接実習 

58 平成 27年 12月 24日

(木) 

キャリア開発Ⅲ ウィンズビジネスアカデミー 

宮原 晋策 氏、大期 豊子 氏 他 

グループ面接② 

59 平成 28年 1月 5日(火) キャリア開発Ⅰ ウィンズビジネスアカデミー 

宮原 晋策 氏、大期 豊子 氏 他 

グループディスカッション② 

60 平成 28年 1月 9日（土） 企業見学 2015 株式会社諸長、第一合繊株式会社、日産プリン

ス新潟販売株式会社（長岡店）、株式会社スポ

ット 

近隣４社の企業見学と会社理解 

61 平成 28年 1月 13日（水） 経済・経営の現場を

知る２ 

株式会社新潟日報社 

報道部記者 横山 志保 氏 

新聞記者からみた新潟県の現状と

今後 

62 平成 28年 1月 18日（月） 環境と社会２ 長岡市環境部環境政策課 

鈴木 留美 氏  小林 朋夫 氏 

長岡市の環境政策 

63 平成 28年 1月 19日（火） 消費者行動論 サッポロビール株式会社 北海道本部 

北海道振興専任部長 菅埜 誠 氏 

サッポロビールの商品開発に関す

る審査および講評 

64 平成 28年 1月 22日（金） 現代経営（経営管理） 株式会社新潟日報社 

報道部記者 黒島 亮 氏 

新潟県のエネルギー事情 

 

図表３－３－１を総括すると、図表３－３－２が得られる。これによれば、実施科目数 21、総時
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限数 62 時限で、目標（36 科目２限分＝72 時限）に至らなかった。また、1 科目あたり平均２時

限の企業講師授業計画であったが、キャリア科目に実施時限数が偏ったことが言える。 

図表３－３－２ 平成 27年度企業講師実施授業の総括表 

招聘時限数 外部講師実施授業科目 科目数 時限数 

１時限招聘 

会計学１、小松ゼミⅢⅣ、地方行政、

ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝｿﾌﾄ利用技術Ｂ、環境社

会演習２、小松ゼミⅢ、高齢者と社

会政策、経済・経営の現場を知る２、

環境と社会２、現代経営（経営管理） 

９ ９ 

２時限招聘 

キャリア開発Ⅱ-1、インターンシッ

プ、消費者行動論、公務員試験対策

３ 

４ ８ 

３時限招聘 

山川ゼミⅢⅣ、ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝｿﾌﾄ利用

技術Ａ、地域福祉論、社会福祉概論、

地域経営 

５ １５ 

８時限招聘 キャリア開発Ⅱ-2 １ ８ 

10時限招聘 キャリア開発Ⅰ １ １０ 

12時限招聘 キャリア開発Ⅲ １ １２ 

合計 ２１ ６２ 

備考  企業見学 2015は含めない。

小松ゼミⅢⅣと小松ゼミ

Ⅲを同じと見なす。 

64-2=62時限 

 

ｂ 企業見学バスツアーの実施 

学生の要望に応じて、企業見学バスツアーを、図表３－３－３の通り、実施した。 

図表３－３－３ 企業見学バスツアー２０１５の概要 

訪問日 平成 28年１月９日（土） 

訪問先 ① 株式会社諸長 （新潟県見附市新幸町４－１） 

② 第一合繊株式会社 （新潟県見附市柳橋町３３６－１） 

③ 日産プリンス新潟販売株式会社長岡店 （新潟県長岡市要町１－４－５１） 

④ 株式会社スポット （新潟県長岡市新産３－６－１２） 

形態 希望者 17名で各社を訪問し、企業紹介の聴講および施設の見学を行う。 

対象者 主に３年生、その他学年の参加も可。 

 

ｃ 評価 

★企業講師等授業 

企業講師等授業についての学生アンケートの回答結果は次の通りである。各回のアンケート結果

をまとめると、図表３－３－４の通りである。 

「わかった」（「よくわかった」+「まあまあわかった」）が 94.4%と、例年に続いて非常に高い評

価であった。役立ち度においても、「ためになった」（「ためになった」+「まあまあためになった」）

が 90.7％と、同様に高評価となっている。 
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限数 62 時限で、目標（36 科目２限分＝72 時限）に至らなかった。また、1 科目あたり平均２時
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ｂ 企業見学バスツアーの実施 

学生の要望に応じて、企業見学バスツアーを、図表３－３－３の通り、実施した。 

図表３－３－３ 企業見学バスツアー２０１５の概要 
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③ 日産プリンス新潟販売株式会社長岡店 （新潟県長岡市要町１－４－５１） 

④ 株式会社スポット （新潟県長岡市新産３－６－１２） 

形態 希望者 17名で各社を訪問し、企業紹介の聴講および施設の見学を行う。 

対象者 主に３年生、その他学年の参加も可。 

 

ｃ 評価 

★企業講師等授業 

企業講師等授業についての学生アンケートの回答結果は次の通りである。各回のアンケート結果

をまとめると、図表３－３－４の通りである。 
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が 90.7％と、同様に高評価となっている。 
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図表３－３－４ 平成 27年度企業講師授業に対する受講学生の評価（回答総数ベース） 

（１）理解度 

よくわかった まあまあわかった あまりわからなかった わからなかった 回答なし 回答合計 

47.6% 46.8% 2.0% 0.6% 3.0% 100.0% 

1423 1397 60 18 90 2988 

（２）役立度 

ためになった まあまあためになった あまりためにならなかった ためにならなかった 回答なし 回答合計 

54.6% 36.1% 4.0% 1.1% 4.1% 100.0% 

1631 1078 121 34 124 2988 

（３）図示 

 

 

★企業見学バスツアー 

企業見学バスツアーの参加学生のアンケート結果は、図表３－３－５の通りである。 

 現場を直接訪れることでより深い理解につながったという感想が多く、昨年に引き続き好評で

あった。次年度以降も、企業の現場を体験できる機会を充実させる必要がある。 

図表３－３－５ 企業見学 2015参加学生アンケート結果 

（a）企業紹介等における理解度 

よくわかった まあまあわかった あまりわからなかった わからなかった 回答なし 回答合計 

15 ３ 0 0 0 18 

（b）今後の役立度 

ためになった まあまあためになった あまりためにならなかった ためにならなかった 回答なし 回答合計 

17 １ 0 0 0 18 

（c）図示 
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（８）まとめ―成果と課題― 

以上から、成果と課題をまとめると、次の通りである。 

第１に、これまでの事業展開から、企業講師授業は学生の評価・支持が大きく、目標を達成で

きた。目標とした学生の高満足（「理解できた」「役に立った」がともに 90%以上）は、維持、達

成できた。今後とも引き続き改善を図りながら展開していく。 

第２に、企業見学バスツアーへの参加学生の評価も非常に高く、今後もさらに工夫して、実施

する必要がある。 

第３に、地域志向科目の再検討が出来なかったこと。上記のように、企業講師授業はキャリア

科目に偏っている傾向が強く、再検討が必要であることを示す。企業見学ツアーが高評価なのも

含めて、地域志向科目の再編を検討する。この３年間の実績を踏まえつつ、教養科目、履修モデ

ルと専門科目、求められる能力・資質の３点を再検討し、地域志向科目の体系を構築することを

目指す必要がある。 
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４ ボランティア・スキルの養成－教育④－ 

（１）方針（申請時） 

 ・３課題に対応したボランティア関係の授業科目等の充実・仕組み構築を図り、卒業後もボラ

ンティア活動を推進できる人材を養成する。 
 ・＜ボランティア大学＞のイメージを定着させる。 
 

（２）目標（申請時） 

・平成 25 年度→ボランティア体験Ⅰ授業等で、ボランティア・スキルや学生リーダーを養成

する。ボランティア・アドバイザーを配置する。単位取得学生数 20 名。 
・平成 29 年度→ボランティア体験Ⅰ、Ⅱどちらか履修学生割合目標－卒業生の 80％ 

 

（３）平成 25年度実績と評価 

・実績－ボランティア体験・ボランティア論単位取得者割合は 33％で、目標の 30％（20 名）

を上回った（ただし、前期科目）。1泊 2日のリーダー研修をサークル等責任者に対して２回

（９月・３月、各回約２０名参加）実施した。また、コーディネーターによる地域活性化等

のボランティア・活動の指導、支援を毎週（２～３回）行った。平成２６年度のボランティ

ア体験科目を具体的に実施するための地域ボランティア情報、ネットワークを形成できた。 

・評価－学生へのリーダー研修やボランティア・活動の指導・支援により、学生の部活や地域

活動の活性化を促進するとともに、担い手の拡大を図ることができた。また、次年度のボラ

ンティア科目等の円滑な推進を図る条件を整えられた。 

 

（４）平成 26年度実績と評価 

・１年生のボランティア科目（１年配当のボランティア論とボランティア体験のどちらか）の

単位取得者割合は 50.6％（１年生単位取得者数 43名／１年次学生数 85名）で、目標の 40％

を上回った。 

・ボランティアデスクの開設によりボランティア情報の周知が行われた。 

・地域へのボランティア活動への参加学生はイベント参加が約 70 名、継続参加が約 20 名であ

り、地域の催しを支えると共に学生のボランティア力が向上した。 

・活動の評価（まとめ・課題）・・・ボランティアデスクが稼動し、実際に活動に参加する学生

の裾野が広がった。展示、メール配信、口コミを活用した結果、「ボランティアに参加しよう」

という雰囲気がすこしずつ浸透し始めている。また、実際にボランティア活動に参加した学

生が「ボランティア＝楽しい」という切り口で語ることによって、新規参加者につながって

いる。しかし、ボランティア体験履修者を増やす工夫が必要であり、また、ボランティアリ

ーダーの養成をめざした学生のボランティア団体の形成に注力する必要がある。授業だけで

なく、恒常的なボランティア活動を展開・拡大するためには、学生のボランティア団体の形

成が不可欠である。 
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（５）平成 27年度方針・目標 

【方針】 

・ボランティア・スキルの養成・・・ボランティア・デスクを中心に、最新のボランティア情 

報の提供や学生のボランティア活動への参加を促進する。また、ボランティア・リーダーの 

合宿研修を行い、リーダー養成を行う。 

【目標】 

 ・ボランティア活動への参加促進・・・学生のボランティアサークルの設立を支援し、自主的

に参加する土壌を作る。 

 ・ボランティアリーダーの合宿研修・・・ボランティアコーディネーションの基礎講座を開講

し、ボランティアリーダーの養成を行う。 

 ・ボランティア情報の提供・・・県外・県内他大学との情報共有の場づくり（ネットワークの

形成）を進めるとともに、長岡・県内地域のボランティア情報を集め、発信する。 

 

（６）平成 27年度計画 

ａ 学生ボランティアサークルの設立 

・平成 26 年度にボランティア活動へ参加した学生を中心に呼びかけ、ボランティアサーク

ルを設立し（～５月頃）、活動を開始する（通年）。 

・活動の意義や理念を確認しつつ、課題を解決していく力を身に付ける（ＰＤＣＡ、通年）。 

ｂ ボランティアリーダー養成合宿 

・ボランティアリーダー合宿等への参加を促し、ボランティア活動やボランティア先との調

整などについて必要な知識を習得する（２月頃）。 

ｃ 県内外大学のボランティアサークル等とのネットワークの形成 

・県内外大学のボランティアサークル等と交流を開始し、着実に情報交換をすることでコミ

ュニケーション能力、ボランティアコーディネーション能力を身に付ける（４月から数回

打ち合わせ、秋以降、本格稼動）。 

 ｄ 長岡地域の様々なボランティア活動への参加 

  ・長岡地域における様々なボランティア活動への参加を呼びかけ、本学学生のボランティア

活動の拡大を図る。 

 

（７）平成 27年度展開 

 ａ 学生ボランティアサークル＜ぽぷら＞設立 

  ・学生ボランティアサークル＜ぽぷら＞を、平成 27年 4月末に設立した。部員 7名（3年生、

うち留学生 2名） 

  ・運営方法、個人活動とサークル活動の両立などの運営方針を話し合いながら活動をすすめ

ている。 

  ・学内助成金「ヒューマンパワーアッププロジェクト」に応募、活動資金を得るなど、計画

的に進めている。 

・広報活動にも力を注ぎ、「学生とのもーれ」（長岡市民協働センター主催）や「新潟県災害

学生ボランティアフォーラム」（新潟県長岡地域振興局主催）などにも積極的に参加して
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打ち合わせ、秋以降、本格稼動）。 

 ｄ 長岡地域の様々なボランティア活動への参加 

  ・長岡地域における様々なボランティア活動への参加を呼びかけ、本学学生のボランティア

活動の拡大を図る。 
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いる。 

・学内でも実施したが、大学間で協働しながらネパール地震被害者のための募金活動を展開

し、総額 11,559 円（4 回の募金活動と常設 3 箇所の合計）をチーム中越経由で寄付をし

た。 

ｂ ボランティアリーダー養成合宿・講座 

  ・1月 30～31日にボランティアリーダー合宿を行った。（長岡市川口木沢：4名参加） 
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５ 社会人基礎力の養成（地域活性化プログラム）－教育⑤－ 

（１）方針（申請時） 

 ・３・４年ゼミ等の地域活性化プログラムの充実・拡大を図り、卒業後も通用する社会人基礎

力の養成を推進する。 

・＜社会人基礎力養成大学＞のイメージを定着させる。 

 

（２）目標（申請時） 

・平成 25 年度→３・４年ゼミナール（２年生希望者含む）の地域活性化プログラムで、地域

課題の調査・分析・提言等実施－８ゼミ８課題、参加学生割合 40％（81名） 

・平成 29年度→ゼミ数・参加卒業生数割合目標－３・４年ゼミ 14、参加学生割合 80％。「社会

人基礎力育成グランプリ」決勝大会入賞をめざす。 

 

（３）平成 25年度実績と評価 

 ・平成 25年度は、７ゼミと１チームの計８取組を実施した。従来の中間発表会に代わるものと

して、ゼミ単位で中間レビューを実施し、アドバイザーからの評価、指摘事項、意見を参考

にして、成果発表会に臨んだ。 

 ・本プログラムの目的でもある社会人基礎力の上昇については、学生の評価はアクション力、

シンキング力の上昇度は共に 60％、チームワーク力は 70％となっている。教員の評価は、そ

れぞれ約 50％で、全体的に学生の評価が教員のそれを上回っている。１つの講義で学生の社

会人基礎力がこれだけ伸びるということはあまり考えられず、プログラムとしては一応の成

功がみられるのではなかろうか。 

 

（４）平成 26年度実績と評価 

・平成 26 年度は、９ゼミ１チームの計 10 取り組みが地域活性化プログラムの活動に参加し

た。取り組みごとに中間レビューを実施し、アドバイザーからの評価、指摘事項、意見を参

考にして成果発表会で成果を発表した（参加者は約 190名で盛況であった）。 

・本プログラムの目的でもある社会人基礎力の上昇度については、学生の自己評価ではアクシ

ョン力が 65％、シンキング力が 55％、チームワーク力は 58％となっている。教員の評価は

アクション力が 59％、シンキング力が 52％、チームワーク力が 68％となっている。アクシ

ョン力とシンキング力では学生の自己評価が、チームワーク力では教員の評価が高くなって

いる。教員の評価の方がおそらく客観的評価と思われるが、学生の自己評価が高いのはプロ

グラム評価としては、大変望ましいと言うべきであろう。 

・活動の評価（まとめ・課題）・・・当プログラムは今年度も好結果を得て終了したが、今後は、

参加ゼミ数（学生数）の拡大、プログラムの質的評価を検討する必要がある。後者について

は、アドバイザー、担当教員、発表会参加者の投票等により優秀賞の表彰等を行なうことも

検討すべきであろう。 
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（５）平成 27年度方針・目標 

【方針】 

・社会人基礎力の養成（地域活性化プログラム）・・・地域活性化プログラムの取組みゼミ（３・

４年の８ゼミ）活動について、中間レビュー（9～11月）と最終報告会（12月）を開催する。

このレビュー・報告会でのアドバイザーの評価を受け、評価指標の検討も行う。また、社会

人基礎力のコンテスト等があれば、応募する。 

【目標】 

・平成 27年度の地域活性化プログラム参加ゼミは８ゼミ、８取組みである。取組みゼミの拡大

が望まれる。 

・各ゼミ学生の社会人基礎力を向上させ、また、各取組の質的評価を行う（評価方法の検討）。 

 

（６）平成 27年度計画 

ａ 取組ゼミ・・・平成 27年度は９ゼミ、９取組みが地域活性化プログラムに参加する計画で

ある。取組みテーマは、検討中である。 

ｂ 年間スケジュール・・・年間スケジュール計画は、次の通りである。 

４月 参加ゼミを募集し、第 1回部会を開催する。以後毎月 1回開催し、問題点・進捗を確

認する。 

  ５月 ゼミテーマ、概要、アドバイザーを選出する。 

  ６月 第 1回推進協議会開催を開催する。 

  ７～10月 活動の進捗をみながら中間レビューを実施する。 

  10月 悠久祭でゼミ活動を紹介する。 

  12月 成果発表会を開催する。 

     第２回推進協議会を開催し、アドバイザーから発表会の評価をいただき、活動報告書

作成時の注意事項・必要事項、次年度へ向けてなどの意見をいただく。 

  １月 活動報告書提出（学生） 

  ２月 活動報告書提出（教員） 

  ３月 活動報告書の刊行 
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（７）平成 27年度展開 

ａ 平成 27年度地域活性化プログラム参加ゼミ 

平成 27 年度地域活性化プログラム参加ゼミは、以下の 9 ゼミである。 
図表３－５－１ 学生による地域活性化プログラムの取組ゼミとテーマ 

ゼミ 活動テーマ 

鯉江 康正ゼミ まちの駅の情報発信とおもてなし事例調査 

＊参加学生６人（４年３、３年３） 

權  五景ゼミ 十分杯で長岡を盛り上げよう！ 

         ＊参加学生５人（３年１、２年４） 

高橋 治道ゼミ 地域の魅力発信による絆結び－高橋九郎の活躍を後世につなげる－ 

＊参加学生７人（４年３、３年４） 

中村 大輔ゼミ 地域イベントにおける広報活動の重要性－ながおかバル街を例として－ 

＊参加学生４人（４年２、３年１、２年１） 

橋長真紀子ゼミ 未来の農業革新Ⅱ－長岡の食の魅力を伝える観光業への貢献－ 

＊参加学生７人（３年７） 

広田 秀樹ゼミ グラスルーツグローバリゼーション－草の根・地域からの地球一体化推進－     

＊参加学生８人（４年５、３年３） 

村山 光博ゼミ 企業の情報発信とホームページの役割 

         ＊参加学生 13人（４年６、３年７） 

山川 智子ゼミ 長岡周辺地域の温泉資源の現状分析と情報発信 

         ＊参加学生４人（４年２、３年２） 

米山 宗久ゼミ 「空き家を使った移動販売型買い物支援」の実現に向けて 

         ＊参加学生 15人（４年４、３年８、２年３） 

 
  

平成 27 年度の地域活性化プログラム

は、次の日程で、実施した。 
図表３－５－２ 平成 27 年度地域活性化プログラムの実施経過 

4 月 16 日 平成 27 年度第 1 回地域活性化プログラム運営部会（以後毎月 1 回開催） 

5 月 14 日 平成 27 年度第 2 回地域活性化プログラム運営部会 

6 月 18 日 平成 27 年度第 3 回地域活性化プログラム運営部会 

6 月 24 日 平成 27 年度第 1 回地域活性化プログラム推進協議会 
於：長岡大学 

7 月 16 日 平成 27 年度第 4 回地域活性化プログラム運営部会 

9 月 17 日 平成 27 年度第 5 回地域活性化プログラム運営部会 

ｂ 平成 27年度地域活性化プログラムの実施経過 
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10 月 15 日 平成 27 年度第 6 回地域活性化プログラム運営部会 

10 月 21 日 村山ゼミナール中間レビュー 

10 月 24・25 日 悠久祭（大学祭）において、地域活性化プログラムの活動を紹介 
權ゼミナール中間レビュー（24 日） 

10 月 27 日 広田・橋長ゼミナール中間レビュー 

11 月 10 日 高橋・米山・權ゼミナール中間レビュー 

11 月 18 日 山川ゼミナール中間レビュー 

11 月 19 日 平成 27 年度第 7 回地域活性化プログラム運営部会 

11 月 24 日 中村ゼミナール中間レビュー 

11 月 26 日 鯉江ゼミナール中間レビュー 

12 月 2 日 山川ゼミナール中間レビュー 

12 月 5 日 平成 27 年度地域活性化プログラム成果発表会 
於：ホテルニューオータニ長岡 NC ホール 

12 月 16 日 平成 27 年度第 2 回地域活性化プログラム推進協議会・懇親会 
於：長岡大学 

1 月 28 日 平成 27 年度第 8 回地域活性化プログラム運営部会 

2 月 18 日 平成 27 年度第 9 回地域活性化プログラム運営部会 

3 月末 平成 27 年度地域活性化プログラム活動報告書発行 
（合冊並びに各ゼミごと 9 分冊） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

髙橋ゼミ：神谷地区田植え 村山ゼミ：インターンシッ

プフォーラムで発表 
鯉江ゼミ：まちの駅全国大会 
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 ｃ 推進体制 

平成 27 年度地域活性化プログラムの推進体制は、次の通りである。 
図表３－５－３ 平成 27 年度地域活性化プログラムの推進体制 

＜総合アドバイザー＞                            （敬称略） 
所属 職名 氏名 

長岡市市長政策室政策企画課 課長 中村 英樹 
株式会社パルメソ 代表取締役 松原 亨 
 
＜地域連携アドバイザー＞ 

所属 職名 氏名 
まちの駅ネーブルみつけ 主任駅長 中川 一男 

長岡市市民協働推進室市民協働班 主査 安達 一啓 

 郷土史家 太刀川 喜三 

長岡歯車資料館 館長 内山 弘 

長岡市神谷 神谷区長 白井 湛 

NPO法人ながおか生活情報交流ねっと 理事長 桑原 眞二 

株式会社パートナーズプロジェクト 代表取締役 高野 裕 

特定非営利活動法人まちなか考房 事務局長 大沼 広美 

長岡市農林部農政課 課長 小林 平仁 

長岡市商工部観光企画課 課長 五十嵐 正人 
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 ｃ 推進体制 

平成 27 年度地域活性化プログラムの推進体制は、次の通りである。 
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 ｄ 各ゼミの取組み概要 

９ゼミの取組概要は、次の通りである。 
図表３－５－４ まちの駅の情報発信とおもてなし事例調査（鯉江ゼミ） 
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図表３－５－５ 十分杯で長岡を盛り上げよう!（権ゼミ） 
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図表３－５－５ 十分杯で長岡を盛り上げよう!（権ゼミ） 

 
 

41 
 

図表３－５－６ 地域による魅力発信による絆結び（高橋ゼミ） 
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図表３－５－７ 地域イベントにおける広報活動の重要性（中村ゼミ） 
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図表３－５－７ 地域イベントにおける広報活動の重要性（中村ゼミ） 
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図表３－５－８ 未来の農業革新Ⅱ（橋長ゼミ） 
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図表３－５－９ グラスルーツグローバリゼーション（広田ミ） 
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図表３－５－９ グラスルーツグローバリゼーション（広田ミ） 
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図表３－５－１０ 企業の情報発信とホームページの役割（村山ゼミ） 
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図表３－５－１１ 長岡周辺地域の温泉資源の現状分析と情報発信（山川ゼミ） 
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図表３－５－１１ 長岡周辺地域の温泉資源の現状分析と情報発信（山川ゼミ） 
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図表３－５－１２ 「空き家を使った移動販売型買い物支援」の実現に向けて（米山ゼミ） 
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（８）まとめ―成果と課題― 

・参加ゼミ・・・参加ゼミは９ゼミ、９取組みで、前年とほぼ同じ規模であった。３・４年の

参加学生数は 61人で、参加率 46.6％であった。前年に比べ、2.7ポイント上昇した。 

・成果発表会・・・平成 27 年度地域活性化プログラム成果発表会は、195 名（一般参加者 56

名、アドバイザー19 名、本学学生 79 名、本学教職員 41 名）と盛大であった。前年に比べ、 

・成果発表会参加者のアンケート評価・・・成果発表会参加者のアンケートを実施した。回収

率 81.7％（186 名中、152 名が回答）。アンケート結果は、「テーマとの整合性」89.7%、「地

域活性化の役立ち度」77.0%、「取組の評価」82.5%、「発表の仕方」82.0%とともに高い評価を

えた。 

・社会人基礎力の上昇度（取組前と取組後の比較）・・・学生の自己評価と教員評価は図表３－

５－13～16に示す通りである。図表13によれば、アクション力、シンキング力、チームワー

ク力すべてで学生評価の方が高く、教員の評価は低くなっている。また、３つの力のなかで

は、チームワーク力→アクション力→シンキング力の順に上昇度が低くなっている。この傾

向は学生、教員双方同様のトレンドを示す。とくに教員はシンキング力とアクション力の評

価が低くなっている。シンキングとアクションの向上方策が共通の課題であると言えよう。 
・昨年度の評価結果と比べると、社会人基礎力の上昇度は、学生の自己評価ではアクション力

が 65％→67％、シンキング力が 55％→57％、チームワーク力は 58％→81％と上昇傾向を示

す。なかでもチームワークの上昇度は高い。教員の評価はアクション力が 59％→56％、シン

キング力が 52％→49％、チームワーク力が 68％→72％と変化し、チームワーク力の上昇度割

合は上昇しているが、アクション力とシンキング力は逆に低下している。＜同じ活動、同じ

学生＞での評価ではないので、優劣比較は適当ではないが、上記と同様、シンキングとアク

ションの向上方策が共通の課題であると言えよう。 
  
・なお、成果発表会は、図表３－５－１７のとおり開催され、３月に「平成 27年度学生による 

  地域活性化プログラム活動報告書」（全ゼミの活動をまとめた合冊と各ゼミの活動をまとめた

ゼミごとの分冊）を発行した。 
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図表３－５－１３ 社会人基礎力の上昇度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３－５－１４ アクション力の評価 
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図表３－５－１５ シンキング力の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３－５－１６ チームワーク力の評価 
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図表３－５－１５ シンキング力の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３－５－１６ チームワーク力の評価 
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図表３－５－１７ 学生による地域活性化プログラム成果発表会 
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図表３－５－１７ 学生による地域活性化プログラム成果発表会 
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６ 社会人基礎力の養成（インターンシップ）－教育⑥－ 

（１）方針（申請時） 

 ・従来の就業体験型インターンシップに加えて、課題解決型インターンシップを新設し、社会

人基礎力の一層の充実養成を図る。 
 

（２）目標（申請時） 

 ・平成 25 年度→平成 26 年度に、課題解決型インターンシップ＝インターンシップⅡ（従来は

Ⅰ）科目を新設（２単位）。商店街等で職場体験しながら、活性化提案等を行う。 
・平成 29 年度→インターンシップⅡ（課題解決型）学生参加率 20％、インターンシップⅠ（就

業体験型）参加率 60％をめざす。 
 

（３）平成 25年度実績と評価 

・平成 25 年度の就業体験型インターンシップは８～９月の集中（10 日間、２単位）で行われ

た（23人履修、参加率 26.7％、在籍３年生 86人）。これに加えて、課題解決型インターンシ

ップの平成 26年度実施に向けた計画づくりを計画したが、成案を得るに至らなかった。 

・課題解決型インターンシップの仕組みを検討したが、成案を得られず、次年度の課題となっ

た。 

 

（４）平成 26年度実績と評価 

 ・平成 26年度の就業体験型インターンシップ（８～９月の 10 日間、２単位）参加者は、16 人

（３年生）、研修実施事業所は 17 事業所であった。 
・しかし、インターンシップ参加率（在籍３年生 63 人）は 25.4％で、かつて（平成 21～23

年度）の 30％後半のレベルと比べ５ポイント以上低下した。これは、今年度から実施したほ

ぼ毎週のインターンシップ準備授業（研修課題の検討、企業研究シート作成等）に適応でき

ずに履修登録したが、インターンシップに不参加の学生が７名にのぼったことが影響してい

ると思われる。今後、準備授業を実施して参加率をあげる必要がある。 
・また、学生の応募がなくやむなく辞退した受入承諾事業所は 22 にのぼった。 

 ・今年度は、初のインターンシップ成果発表会を開催し、最優秀賞１名、優秀賞３名を表彰し

た。好評であった。 
・課題解決型インターンシップについては、次年度に新科目「特殊講義・現場体験プログラム」

（２年生配当）を設置して、実施することとした。 
・活動評価（まとめ・課題）・・・まず、就業体験型インターンシップについては、事前・事後

のフォローと成果発表会の実施により、就業体験と社会人基礎力の向上の点で、好評であっ

た。次年度以降も、この方式を継続することが望ましい。 
第２に、その反面、履修・受講学生の規模・率はともに低下したが、これを大幅にアップ

する対策を検討する必要がある。次年度の大きな課題である。 
第３に、次年度には、新しい現場・就業体験の仕組みを幅広く（新潟大学の広域・連携型

インターンシップ・マッチング等）構築する方策を検討する必要がある。１年次（キャリア

開発Ⅰ）からの現場・就業体験参加の認知度の向上、２年次の新設・現場体験プログラムに
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よる、１日企業見学、短期集中型就業体験、課題解決型インターンシップ（数名グループ）

を多様に展開し、実践的な就業意識の形成を図る。３年生はこの上に立って、10 日間のイン

ターンシップに参加し、主体的な職業選択意識と就職活動への意欲向上を目指す。 
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 ・２年次の現場体験プログラムでは、短期（５日間）の就業体験だけでなく、課題解決型イン

ターンシップを具体化する。 

 ・成果発表会はより充実させて、開催し、多くの教職員・学生に成果を広める。 

 ・広域的インターンシップの取組（新潟大学等）にも参加・連携し、学生の実践的能力向上を

図る。 

 

（６）平成 27年度計画 

 平成 27 年度のインターンシップの充実・拡大を次のように進める。 
ａ ３年生の集中型インターンシップについては、毎週の授業の充実－就業体験（10 日間）－

終了レポート－成果発表の流れで進め、学生参加数・率の向上と社会人基礎力の向上を図

る。ＰＲＯＧテスト（事前・事後）も検討する。 
ｂ ２年生については、課題解決型インターンシップ（３名グループ）を実施し、その教訓を

まとめ、次年度につなぐ。 
ｃ １年次（キャリア開発Ⅰ）、２年次（キャリア開発Ⅱ、現場体験プログラム）などを活用し

て、早い時期での現場見学・体験・就業体験を経験し（数回の企業現場見学会実施）、実践

的な就業意識の形成と主体的な職業選択のあり方を学び、就職活動への意欲向上を目指す。 
 ｄ 広域的インターンシップの取組（新潟大学中心の関越大学）にも参加・連携して、学生の

社会人基礎力の向上につなげる。 

  

（７）平成 27年度展開 
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誓約書、研修日誌等)の整備および研修先事前訪問(日程等の打合せ) 

・８月～９月：研修実施・・・研修先企業等は図表３－６－１を参照されたい。 

  集中型インタ－ンシップの履修登録学生は 25人(男 21、女４)で、うち研修参加者は 20人(男

16、女４)、参加率は 30.8％にとどまった。かつての 30％代後半には届いていない。 

 

ｂ 課題解決型インタ－ンシップ(２年対象、５日間、１単位) 

  課題解決型インタ－ンシップは、次の通り実施した。 

・４月～７月の経過は上記の就業体験型インターンシップと同様に準備を行った。 

  ・研修は８月８日～11月３日実施・・・研修先企業等は図表３－６－１を参照されたい 

  課題解決型インターンシップは今年度から「現場体験プログラム」として開始したが、履修

登録学生は４名(男子のみ)で、研修参加者は２名にとどまった。 

図表３－６－１ 平成 27 年度ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ・現場体験ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ研修先企業等 

＊１週間＝５日間、２週間＝10日間

研修先 参加学生数 研修期日

特養ホームまちだ園(2週間) ３人 8/3(月)～14(金)

NPO地域循環ネットワーク(１週間) ２人 ９／１（火）～７（月）、9/8（火）～14（月）

NPO学びのｽﾍﾟｰｽあうるの森(1週間) ２人 ８／５（水）～12（水）、８/31（月）～９/４（金）

エヌ・シイ・ティイ(1週間) １人 7/31(金)～8/4(火)

第四電設(2週間) ２人 8/24（月）～９／６（日）

日産サティオ新潟西(1週間) ２人 8/29(土)、30(日)、9/5(土)、6(日)、12(土)

新潟マツダ自動車(2週間) １人 8/7（金）～16（日）

小千谷市役所(1週間) １人 8/19(水)～23(日)

エフエムラジオ新潟(2週間) １人 9/7（月）～18（金）

JA越後ながおか(1週間) ２人 8/8(土)～12(水)

JA新津さつき(2週間) １人 8/17(月)～28(金)

長岡商工会議所(1週間) １人 8/20(木)～26(水)

越後製菓(1週間) １人 8/31(月)～9/4(金)

魚沼市役所(1週間) １人 8/3(月)～7(金)

三条市役所(2週間) １人 7/31(金)～8/11(火)

阿賀野市役所(1週間) １人 8/10（月）、8/22（土）～26（水）

津南町役場(2週間) １人 8/1(土)～12(水)

北越銀行(1週間) １人 8/24(月)～28(金)

アクシアル(２週間) ３人 8/17（月）～21（金）、8/24（月）～9/3（木）

レオパレス21(1週間) ４人 8/17(月)～21(金)

長岡市役所(1週間)　商工部 １人 8/4(火)～7(金)、10(月)

美松／ガトウ専科 ２人 8/8、22、29、９／５、10／25、１１／１～３

＊お菓子の商品開発から販売まで、他大学学生含め10程度で、実施。

ｂ　平成27年度 長岡大学｢現場体験プログラム」研修実績－課題解決型－（２年生）

ａ　平成27年度 長岡大学「インターンシップ」研修実績一覧－就業体験型－（３年生）

 

− 54 −



54 
 

誓約書、研修日誌等)の整備および研修先事前訪問(日程等の打合せ) 
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ｃ 成果発表会 

・就業体験型、課題解決型インターンシップともに、後期（10～11月）に研修レポートをま

とめ、11月 18日（水）に次の通り、成果発表会を行ない、今年度を締めくくった。 

   名称：平成 27年度 長岡大学インターンシップ成果発表会 

日時・会場：平成 27年 11月 18 日(水)14:40～16:10、於 226教室 

      進行：担当教員 原田誠司 

次第：開会あいさつ、発表要領、審査員紹介、表彰について 

成果発表(22名) 14：45～15：55   ❊発表 3分、質問 1分                

審査       14：55～16：05 

         審査委員長  村山 光博  長岡大学学部長 

         審査委員   小松 俊樹  長岡大学教授 

           同     松本 和明     同 

           同     品川 十英  長岡大学事務局長 

           同     原田 誠司  担当教員 

表彰 16：05～16：10 ❊最優秀賞 1件、優秀賞 2件に表彰状が授与された 

総評 16：10 審査委員長 

閉会 16:15 

  ・最優秀賞、優秀賞は、次の３名の学生が受賞した。おめでとう。 

   ★最優秀賞 研修先：JA越後ながおか(1週間)、魚沼市役所(1週間)  中澤 司 

★優秀賞  研修先：NPOあうるの森(1週間)、レオパレス 21(1週間) 山田里律子 

★優秀賞  研修先：特養まちだ園(2週間)              ボロルデネ 
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（８）まとめ－成果と課題－ 

 ・就業体験型インターンシップ（３年生対象、10 日間、２単位）の参加率は 30.8％（20 人参

加）で、前年度をやや上回った程度で、さらなる拡大が必要である（平成 29年度目標 60％）。 

 ・課題解決型インターンシップ（現場体験プログラム、１単位）の参加学生は、２名にとどま

った。科目開設初年度のため、認知度が低かったためで、今後は十分周知する必要がある。 

・インターンシップ等授業の進め方は、＜研修先候補選定→企業研究（シート作成）→研修先・

研修課題決定→ビジネスマナー→書類作成・研修先事前訪問→研修実施→研修レポート作成

→成果発表＞という流れで実施する方式がほぼ確認できた。 

 ・企業側の人材確保と地方創生事業などが重なり、広域的なインターンシップの取組（新潟大

学中心の関越大学から地方創生事業ＣＯＣ＋の一環としての取組みへ）が拡大しつつあり、

平成 28 年度以降は、この流れが確実に拡大するものと思われる。長岡大学もＣＯＣ＋大学と

してこれに参加するので、対応する方策を確立する必要がある。 
・平成 27 年度のインタ－ンシップ受入れ承諾企業等は、本学の意向調査では、就業体験型が

42事業所、課題解決型が７事業所にのぼった。しかし、実際の研修実施先は 22事業所(就業

体験型 21、課題解決型１事業所)にとどまった。研修希望学生がいない事業所にはお断りの

書状をお送りさせていただいた。次年度からは、＜学生の希望研修先→研修依頼＞の形で逆

の方式で、研修先選定を検討する必要がある。また、ナビ登録による研修参加応募事業所が

増えており、次年度は参加申し込みの主流になるものとも予想され、研修先選定の方法の再

検討が必要となろう。 
・インターンシップの取組みは、学生の社会人基礎力の向上に直接つながる事業であり、他の

プログラム（地域志向科目や地域活性化プログラムなど）との関連を明確にして、能力・資

質向上の仕組み（能力評価方法も含めて）として構築する必要がある。 
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（８）まとめ－成果と課題－ 
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７ 学生起業人材の養成－教育⑦－ 

（１）方針（申請時） 

 ・従来の起業家塾（夏期集中、２単位）を基礎に、通年の長岡地域の学生起業家塾へと発展さ

せ、長岡地域の学生起業家輩出の拠点形成をめざす。 
 ・＜学生ベンチャーの長岡＞のイメージを定着させる。 
 

（２）目標（申請時） 

 ・平成 26 年度→通年の長岡地域の学生起業家塾を開講する。参加学生 30 名（従来 25 名）、「ビ

ジネスグランプリ in 新潟」(学生部門=キャンパスベンチャー、にいがた産業創造機構ほか主

催)優勝。 
・平成 29 年度→長岡地域の学生起業家輩出の拠点形成をめざす。年間参加学生数 100 名、全

国のビジネスプラン・コンテストに応募・入賞。 
 

（３）平成 25年度実績と評価 

 ・8 月 19 日～22 日の４日間、「起業家塾」を開講。本学より９名、長岡工業高等専門学校より 
  ３名の計 12 名の学生が参加、４チームに分かれてビジネスプランを作成し、最終日にオリエ

ンテーションおよび講評、審査・表彰を行った。そのうちの１チームが新潟県のキャンパス

ベンチャーに応募したが、受賞を逃した。また、別の１チームはトオコン(十日町ビジネスコ

ンテスト、十日町市主催)に応募、県予選３位にとどまった。 
 

（４）平成 26年度実績と評価 

・８月 18～21 日の４日間、「起業家塾」（夏季集中２単位科目）を開講。本学より 10 名の参加

（３年生７名、４年生３名）で、他大学・高専からの参加学生はゼロであった。４チームに

分かれてビジネスプランを作成し、最終日にプレゼンテーションおよび講評、審査・表彰を

行った。４社のうち、２社がビジネスプランのブラッシュアップ作業を行い（小松教授指導）、
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拡大する必要がある。 
 

（５）平成 27年度方針・目標 

【方針】  

・学生起業人材の養成・・・長岡地域の３大学１高専学生の参加拡大をめざし、夏季起業家塾 

（８月）の充実を図る。事前・事後セミナー開催、起業家塾でのビジネスプランのブラッシ 

ュ・アップによる多様なビジネスプラン・コンテストへの応募（10月）、地域連携による若 

者起業セミナー等を多様に展開し、学生起業人材の養成を図る。 

【目標】 

 ・起業家塾等講座（ブラッシュアップ含む）参加学生数 30 名、起業家塾として 6 チーム（25
人）程度の参加を目指す。ビジネスプランのブラッシュアップにより、長岡市主催の若者創

業コンテスト（長岡地域アイ・コン＜ビジネスアイディア部門＞）や全国的学生ベンチャー・

コンテストに応募し、優秀賞等獲得をめざす。また、事前事後セミナー等を活用し、個人ま

たはグループによる学生起業人材の創出を実現する。 
 

（６）平成 27年度計画 

 ・長岡市の地方創生事業＝若者創業・起業推進事業（オリーブ構想）と連携して、次のように、

３大学１高専の学生の起業家塾への参加拡大、コンテスト応募拡大を図る。 

ａ ６月に夏季起業家塾ポスターを作成し、３大学１高専での広報を開始する。 

ｂ ７月に参加学生を中心にした、事前セミナーを開催する（長岡大学）。 

ｃ ８月 17日～20日（４日間）に、集中型の学生起業家塾を開講する。最終日にビジネスプ

ランのプレゼンテーションを行い、外部有識者の審査員による審査・評価・表彰を行う。 

ｄ ビジネスプランのブラッシュアップを経て、長岡市「ながおか仕事創造アイデア・コン

テスト＜ながおかアイ・コン＞」や十日町市「トオコン 2015」、さらに全国的なコンテス

トへ応募し、入賞をめざす。 

ｅ 次年度以降に向けて、３大学１高専でベンチャービジネスの学生グループ(部活またはサ

ークル)結成を図り、創業・起業への日常的な活動拠点の創出を図る（事後セミナー開

催）。 

 

（７）平成 27年度展開 

 ａ 起業家塾参加学生の追加公募・・・平成 27年６月に３大学１高専（長岡大学、長岡技術科

学大学、長岡造形大学、長岡工業高等専門学校）にポスターを掲示し、４月時点の履修登録

に追加登録する形で起業家塾への参加学生の募集を実施した（図表３－７－１）。 

 ｂ 起業家塾事前セミナー・説明会・・・次の通り実施した（図表３－７－２）。 

   日時：平成 27年７月 15日（水）14:40～16:10 ＊232教室 

   講師：長岡パワーエレクトロニクス㈱代表取締役 大沼 喜也 氏 

   講演：「起業って…－若者の夢の実現だ！－」 

   説明：起業家塾担当教員 小松 俊樹 

 ｃ 起業家塾プログラム（８月 17日～20日）・・・次の通り実施した。 

− 58 −



58 
 

拡大する必要がある。 
 

（５）平成 27年度方針・目標 

【方針】  

・学生起業人材の養成・・・長岡地域の３大学１高専学生の参加拡大をめざし、夏季起業家塾 

（８月）の充実を図る。事前・事後セミナー開催、起業家塾でのビジネスプランのブラッシ 

ュ・アップによる多様なビジネスプラン・コンテストへの応募（10月）、地域連携による若 

者起業セミナー等を多様に展開し、学生起業人材の養成を図る。 

【目標】 

 ・起業家塾等講座（ブラッシュアップ含む）参加学生数 30 名、起業家塾として 6 チーム（25
人）程度の参加を目指す。ビジネスプランのブラッシュアップにより、長岡市主催の若者創

業コンテスト（長岡地域アイ・コン＜ビジネスアイディア部門＞）や全国的学生ベンチャー・

コンテストに応募し、優秀賞等獲得をめざす。また、事前事後セミナー等を活用し、個人ま

たはグループによる学生起業人材の創出を実現する。 
 

（６）平成 27年度計画 

 ・長岡市の地方創生事業＝若者創業・起業推進事業（オリーブ構想）と連携して、次のように、

３大学１高専の学生の起業家塾への参加拡大、コンテスト応募拡大を図る。 

ａ ６月に夏季起業家塾ポスターを作成し、３大学１高専での広報を開始する。 

ｂ ７月に参加学生を中心にした、事前セミナーを開催する（長岡大学）。 

ｃ ８月 17日～20日（４日間）に、集中型の学生起業家塾を開講する。最終日にビジネスプ

ランのプレゼンテーションを行い、外部有識者の審査員による審査・評価・表彰を行う。 

ｄ ビジネスプランのブラッシュアップを経て、長岡市「ながおか仕事創造アイデア・コン

テスト＜ながおかアイ・コン＞」や十日町市「トオコン 2015」、さらに全国的なコンテス

トへ応募し、入賞をめざす。 

ｅ 次年度以降に向けて、３大学１高専でベンチャービジネスの学生グループ(部活またはサ

ークル)結成を図り、創業・起業への日常的な活動拠点の創出を図る（事後セミナー開

催）。 

 

（７）平成 27年度展開 

 ａ 起業家塾参加学生の追加公募・・・平成 27年６月に３大学１高専（長岡大学、長岡技術科

学大学、長岡造形大学、長岡工業高等専門学校）にポスターを掲示し、４月時点の履修登録

に追加登録する形で起業家塾への参加学生の募集を実施した（図表３－７－１）。 

 ｂ 起業家塾事前セミナー・説明会・・・次の通り実施した（図表３－７－２）。 

   日時：平成 27年７月 15日（水）14:40～16:10 ＊232教室 

   講師：長岡パワーエレクトロニクス㈱代表取締役 大沼 喜也 氏 

   講演：「起業って…－若者の夢の実現だ！－」 

   説明：起業家塾担当教員 小松 俊樹 

 ｃ 起業家塾プログラム（８月 17日～20日）・・・次の通り実施した。 

59 
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

平成 27年度長岡大学「起業家塾」プログラム 

＜第１日＞８月 17日（月）＊225教室 

Ⅰ 開講にあたって                           

  起業家塾開講にあたって   担当教員：小松俊樹           9:30～ 9:45 

  社会人基礎力事前評価                        9:45～10:00 

  プログラムの進め方について 担当教員：小松俊樹      10:00～10:30 

Ⅱ プログラム展開 

１．チーム編成と役割検討                      10:40～12:00 

２．ビジネスプランとその作成方法                  13:00～16:10 

＊特別講演・夢の実現をめざして－創業とは－            15:00～16:10 

 マコー創業者／株式会社パルメソ社長 松原 亨 氏 

＜第２日＞８月 18日（火）＊225教室 

３．アイディア出し                         9:00～12:00 

４．アイディア２案の中間発表と１案への絞り込み           13:00～16:10 

＊誰に（顧客）、何を（商品・サービス）、どのようにして提供するか 

（提供方法）の３つ（ビジネスモデル）を明確に 

＜第３日＞８月 19日（水）＊225教室 

５．絞り込み案のニーズ等調査                     9:00～12:00 

６．ビジネスプランのとりまとめ                   13:00～16:10 

＜第４日＞８月 20日（木）＊225教室、226教室 

７．発表用ビジネスプランの作成（図解）                9:00～12:00 

８．ビジネスプランの発表、講評、表彰、社会人基礎力事後評価     13:00～16:30 

＊審査委員・・最後のビジネスプランは次の審査委員が審査し、表彰した。 

株式会社パルメソ社長 松原 亨 氏 

長岡技術科学大学教授／テクノインキュベーションセンター長 田辺 郁男 氏 

長岡造形大学准教授 澤田 雅浩 氏 

長岡工業高等専門学校教授 菅原 正義 氏 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

− 59 −



60 
 

ｄ チーム編成・・・参加学生 20 名が次の５チームの編成で、ビジネスプランを作成した。 

会社名 事業名 役割 氏名 大学名 学年
社長 須田　一聖 長岡大学 4年
総務部長 小黒　修平 長岡大学 3年
営業部長 笠巻　昇太 長岡技術科学大学 3年
財務部長 茂岱　亜矢子 長岡造形大学 3年
製造部長 熊　浩 長岡大学 4年
社長 古市　小絵 長岡大学 2年
総務部長 柄沢　梨紗 長岡大学 2年
営業部長 陈　鑫 長岡大学 4年
社長 五十嵐　健太 長岡大学 3年
総務部長 福崎　秀一郎 長岡大学 3年
秘書 中原　紗貴美 長岡大学 3年
平社員 小川　雄気 長岡大学 3年
平社員 羅　燦 長岡大学 3年
社長 宮﨑　翔 長岡大学 4年
総務部長 高橋　諒成 長岡大学 4年
営業部長 藤田　春樹 長岡大学 2年
社長 山﨑　隼斗 長岡大学 2年
総務部長 小林　昂介 長岡大学 2年
経理部長 内藤　淳志 長岡大学 2年
営業部長 薤澤　雄樹 長岡大学 2年

NYGｓ 一人カラオケ＆ダンスゲーム

株式会社合コン 男女共同作業型合コンの企画

ながおか、なう！

株式会社保食神
（うけもちのかみ）

日本古来の文化を体験できる
神社ホテル

十日町カンパニー
魔除けしたっけ？幸せを持ち歩
コーレ

Start　up

 
 

ｅ プレゼンテーション・表彰・・・各チームは図表３－７－３のようなビジネスプランを作

成、最終日にプレゼンテーションを行った。厳正な審査の結果、次のような表彰を行った。 
  ＊最優秀賞      株式会社保食神 

   クールジャパン賞  十日町カンパニー 

   ネットワーク賞   Start up 

   お一人で樂で賞   NYGs 

   社会貢献賞     株式会社合コン 

＜株式会社保食神＞が、急増する外国人観光客を対象としたビジネスの新規性が高く評価さ

れ、最優秀賞を獲得した。どのプランも甲乙付け難く、地域活性化に資するものだった。 

  

ｆ 社会人基礎力の向上・・・４日間のビジネスプラン作成と発表を終えて、社会人基礎力の

自己評価は３つの全てで、向上した。図表３－７－４をご覧いただきたい。 
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図表３－７－４ 社会人基礎力自己診断結果（開始前と開始後の比較） 

   

  
ｇ 各種ビジネスコンテスト応募・・・これらビジネスプランのブラッシュアップ作業（担当

教員：小松俊樹指導）を行い、Start up（長岡 D＆T として）の笠巻昇太さんと㈱保食神

が「ながおか仕事創造アイデア・コンテスト〈ながおかアイ・コン〉【起業アイデア部門】」

に応募し、両チームとも優秀賞を獲得した。別件で笠巻昇太さんは【いいね！アイデア部

門】にも個人で応募し、優秀賞を獲得した。また、十日町カンパニー（松本ゼミナールと

して）が「トオコン 2015」に応募し、本選に進んだが惜しくも受賞を逃した。 

   
特別講演：松原 亨氏  担当教員：小松 俊樹       表彰後全体撮影 
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（８）まとめ－成果と課題－ 

 ・第１に、夏期集中講義である起業家塾は長岡地域の学生（大学・高専・高校）を対象にした

地域に開かれたビジネスプラン講座（３大学の単位互換科目）として毎年開講しているが、

今年は長岡大学以外の２大学（長岡技術科学大学、長岡造形大学）の学生も含めて 20名での

開講となり参加学生数が前年を大きく上回った（前年は 10名）。高専も含めた他の長岡地域

の学生の参加者がいなかったことは大いに反省すべきで今後の課題である。ポスターの掲示

時期前倒しと貼付場所を拡大すること、起業家精神や社会人基礎力の養成に役立ち就職力向

上になること、夏期休暇の有効利用に繋がる等を広く長期的に広報していく必要がある。 

 ・第２に、終了後の受講生アンケート調査の結果、自己診断による自己評価ではあるが社会人

基礎力３項目（アクション・シンキング・チームワーク）全てにおいて高く向上している。

参加をした学生にはこれからの大学生活は勿論として就職活動等にもこの経験を活かし、活

躍していくことを期待する。 

 ・第３に、今年から開催された長岡市「ながおか仕事創造アイデア・コンテスト〈ながおかア

イ・コン〉における【起業アイデア部門】」で２チームが優秀賞を、【いいね！アイデア部門】

で起業家塾参加学生が優秀賞を獲得した。また、十日町市「トオコン 2015」においては昨年

同様に本選に進んだが惜しくも受賞を逃す結果となった。今後もこの２つのコンテストへの

応募を継続し最優秀賞の獲得を目指していくとともにさらに全国的なコンテストである「キ

ャンパスベンチャーグランプリ」、「学生ビジネスプラン・コンテスト」にも挑戦し、受賞を

目指していく。そのためには画期的なビジネスアイディアを創出する工夫を考え、プレゼン

テーション能力を高める必要がある。 

 ・第４に、起業意識・風土を盛り上げながら起業への日常的な活動拠点の創出を図ることであ
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社会人の創業セミナー等と融合していくこと、長岡地域学生ベンチャーサークル立ち上げを

していくこと等が必要である。 
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図表３－７－１ 起業家塾受講者追加募集 

申込：　6/23（火）～7/29（水）まで、 で受付中

主催：長岡大学　　共催：長岡市

大 沼  喜 也  氏　
長岡パワーエレクトロニクス㈱代表取締役
博士（工学）

起 業 家 塾 事 前 セ ミ ナ ー

起  業  っ  て  …  若  者  の  夢  の  実  現  だ  ！

ビジネスプラン
審 査 員

松原　　 亨　氏　株式会社パルメソ社長
田辺　郁男　氏　長岡技術科学大学教授
澤田　雅浩　氏　長岡造形大学准教授
菅原　正義　氏　長岡工業高等専門学校教授
内藤　敏樹　　　 長岡大学長

長 岡 地 域 の 学 生 （ 大 学 ・ 高 専 ・ 高 校 ） は ふ る っ て ご 参 加 く だ さ い 。

7 月 1 5 日 （水）
14:40 - 16:10　長岡大学232教室

特 別 講 演
夢の実現をめざして－創業とは－
　　　　　　　　　　　　松原　亨　氏　マコー創業者/株式会社パルメソ社長

科 目 起業家塾 （ ２単位、　３大学単位互換科目 )　　長岡大学225教室、226教室

講 師 陣 長岡大学教授/経営コンサルタント 小松俊樹 、　長岡大学教授 原田誠司

8月17日（月）　～　8月20日（木）
各日とも9時 ～ 17時

対象
長岡技術科学大学、長岡造形大学、長岡大学、

長岡工業高等専門学校の学生＋高校生

3つの力が就職活動の強い味方になる

プ ロ グ ラ ム

日程

　ビジネスプランコンテストに応募し最優秀賞等獲得を目指します。

数名で会社を立上げ（チーム編成）、ビジネスアイディア出しを行い、調査を踏まえて

アイディアを絞り込み、ビジネスプランを作成し、発表します。

※長岡市「ながおか仕事創造アイデア・コンテスト【起業アイデア】部門」等の

起業家塾に興味がある方は、ぜひ参加してください
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図表３－７－２ 起業家塾事前セミナー案内 

 

起 業 家 塾 事 前 セ ミ ナ ー と 説 明 会

☆ 起 業 家 塾 事 前 セ ミ ナ ー

 「起業って…若者の夢の実現だ！」

【 日  時 】 　7月15日（水）   14:40 ～ 16:10
【 会  場 】　 長岡大学   232教室

起業家塾に興味がある方にオススメ！

起業家塾の事前セミナーと説明会を行います。履修者は必ず集まってください。
また、起業家塾の履修に興味がある学生も是非参加してください。

(8/17～8/20)

参加申込 ： 長岡大学　教務学生課　　　TEL ： 0258-39-1600

  長岡技大発ベンチャーの講師が起業の楽しさを語ります

☆ 起 業 家 塾 説 明 会

「 起業家塾の進め方について 」

　 　小松俊樹　起業家塾担当教員

大沼　喜也氏
長岡パワーエレクトロニクス㈱代表取締役
博士（工学）

講
師

講
演

起業の苦労や充実感、同世代だからこそ聞ける

色々な迷い事・・・この際だから何でも聞いてみよう！
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図表３－７－３ 各チームのビジネスプラン概要 

会社名：Start up 事業名：ながおか、なう！ 

社  長 須田 一聖(長岡大学４年) 

 

総務部長 小黒 修平(長岡大学３年) 

営業部長 笠巻 昇太(長岡技術科学大学３年) 

財務部長 茂岱 亜矢子（長岡造形大学３年） 

製造部長 熊 浩（長岡大学４年） 

コンセプト：ながおかの＜今＞＜魅力＞＜暮らし＞→ながおか、なう！ 

対象顧客：アプリユーザー(利用者)、スポンサー(顧客) 

提供価値：現在の長岡情報が一つのアプリで手に入る。アプリに広告掲載。 

会社名：株式会社保食神（ウケモチノカミ） 事業名：日本古来の文化体験ができる神社ホテル 

社  長 古市 小絵(長岡大学２年) 

 

総務部長 柄沢 梨紗(長岡大学２年) 

営業部長 陈 鑫  (長岡大学４年) 

 

 

コンセプト：日本の文化を味わえる時間と空間 

対象顧客：訪日外国人、ファミリー 

提供価値：地元野菜を使った料理、日本の神の世界を経験 

会社名：十日町カンパニー 事業名：魔除けしたっけ？幸せを持ち歩コーレ 

社  長 五十嵐 健太(長岡大学３年) 

 

総務部長 福崎 秀一郎(長岡大学３年) 

秘  書 中原 紗貴美(長岡大学３年) 

平 社 員 小川 雄気 (長岡大学３年) 

平 社 員 羅 燦   (長岡大学３年） 

コンセプト：魔除けしたっけ？幸せを持ち歩コーレ 

対象顧客：子供や 10～20代女性の地元住民・観光客、通販利用者 

提供価値：魔除け・縁起物、コレクション性、十日町市伝統の周知 

会社名：株式会社合コン 事業名：男女共同作業型合コンの企画 

社  長 宮崎 翔 (長岡大学４年) 

 

総務部長 高橋 諒成(長岡大学４年) 

営業部長 藤田 春樹(長岡大学２年） 

 

 

コンセプト：男女共同作業型合コン 

対象顧客：自治体等(スポンサー)、20～30 代の男女(参加者) 

提供価値：共同作業でお互いの距離が縮まる合コン 

会社名：NYGs 事業名：一人カラオケ＆ダンスゲーム 

社  長 山﨑 隼斗(長岡大学２年) 

 

総務部長 小林 昂介(長岡大学２年) 

経理部長 内藤 淳志(長岡大学２年) 

営業部長 薤澤 雄樹(長岡大学２年) 

 

コンセプト：お 1 人様解放区～only my stage～ 

対象顧客：10～20 代のお 1 人様やダンスの練習をしたい人 

提供価値：ストレス解消、非日常提供、高性能機器 

 

− 65 −



66 
 

８ 学生満足度調査等の実施－教育⑧－ 

（１）方針（申請時） 

・学生満足度調査を全学生対象に毎年１月に、実施する。報告は３月。 
・但し、実施の前に、満足度調査に意義・位置づけ、調査項目の見直し・検討を行う。ＦＤ／

ＳＤ会議等で検討する。 

 

（２）目標（申請時） 

・学生の大学生活に関する満足度等の調査を、毎年１月に実施し、次年度の教育改善等に役立

てる。 

 

（３）平成 25年度実績と評価 

 ・平成 26 年１月に、ゼミを通じて、満足度調査（「第９回長岡大生の生活と大学についてのア

ンケート」）を実施した。回収率は 85.8％（283人／330人）であった。 

 ・アンケート集計結果は、平成 26 年３月に取りまとめ、公表した。 

・この満足度調査については、当初、文部科学省のＣＯＣアンケート項目を加える形で、実施

する予定であったが、文部科学省からの調査項目が間に合わなかったので、平成 25 年度は、

本学の調査項目のみで実施した。平成 26年度は、両調査項目を統合して、実施することが望

ましい。 

 

（４）平成 26年度実績と評価 

 ・８～10 月 FD 研究会で調査項目を見直し、10 月 FD 委員会で改定案を作成し、10 月教授会に

て調査票が決定した。 

 ・平成 27年１月に、ゼミを通じて、満足度調査（「第 10回長岡大生の生活と大学に関する調査」） 

  を実施した。回収率は 85.9％（250人/291人）であった。 

 ・アンケート集計結果は、平成 27 年３月に取りまとめ、公表した。 

・平成 27年度は、満足度調査に具体的な改善施策につながる詳細な設問項目を設け、実施する

ことが望ましい。 

 

（５）平成 27年度方針・目標 

【方針】   

・学生満足度調査・ＰＲＯＧテストの実施・・・学生満足度調査・ＰＲＯＧテスト（社会人基

礎力等コンピーテンシー向上測定テスト）を１～３年の全学生対象に行い（起業家塾等でも

実施）、次年度への改善点を把握する。 
【目標】 

・学生の大学生活に関する満足度等の調査・ＰＲＯＧテストを実施し、調査結果をふまえた授

業、施設、ＣＯＣ事業の改善を行う。 

・各学生の情報を適切に把握し、改善に結びつけるため、満足度調査（「長岡大生の生活と大学

についてのアンケート」）の回収率を平成 26年度の 85.9％から 90.0％以上にアップさせるこ

とを目指す。 
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・平成 26 年度の満足度調査の集計結果をもとに、大学施設から授業等全般に渡る改善を行う。

特に平成 27年度は、学修支援の強化を目的として、図書室・多目的室・資格取得センター（Ｃ

ＯＳ）の施設利用を高める（各施設の利用に関する設問項目の回答（よく利用する＋時々利

用する）の割合が平成 26年度のから 5％高まるようにする）。 

・各学生の情報を適切に把握し、ＰＲＯＧテストの回収率を平成 26 年度の 84.9％から 90.0％

以上にアップさせることを目指す。 

・ＰＲＯＧテストの結果を学生個人に返却し、社会人基礎力向上のための改善点を学生・大学

側で共有し、アカデミックアドバイザー制度を通じて改善を進める。 

 

（６）平成 27年度計画 

・平成 27 年度は、次のようなスケジュールでアンケート調査（学生満足度調査）、ＰＲＯＧテ

ストを実施する。 

★学生満足度調査 

８月～10月 ＦＤ研究会等で学生満足度調査の見直しを行い、新アンケート調査票を作成

する。 

   12月    調査票印刷 

   １月    調査票配布、回収 

   ２月～３月 集計・分析・調査報告書作成 

   ４月以降  諸改善点の集約と改善 

★ＰＲＯＧテスト 

   １～２月  テスト実施 

３月    集計結果出来 

３月    集計結果をもとにマンツーマン面談で学生と教員が伸ばす能力の目標を設定 

ＦＤ／ＳＤ研究会で結果共有 

   ４月    結果の分析と結果活用施策の検討 

 

（７）平成 27年度展開 

 ａ 学生満足度調査 

・５～７月・・・ＦＤ部会で調査項目の見直しを行った（学修支援を目的とした施設の改善

を実施するために、施設の改善点や施設に対する学生のニーズの把握を目的として、設問
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  ・７月 21日  第 4回ＦＤ部会で改定案作成・承認 

・９月～10月 大学運営会議に学生満足度調査票提出・検討 
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・１月    調査票配布、回収（各ゼミで実施） 

・２月～３月 集計・分析・調査報告書作成 

・４月以降  諸改善点の集約と改善 

 

ｂ ＰＲＯＧテスト＝学生の能力測定テスト 

  ・1 年生にＰＲＯＧテスト実施・・・新１年生（107人）に、平成 27 年４月 30日２限「キャ

ンパスライフ入門」で実施。 

・集計・・・５月 22日集計結果出来 

・結果説明会・・・７月 29 日（水）16:30～17:45、第２回全体 FD/SD 会議でＰＲＯＧ運用

方法の学生に対する説明報告と改善点等についての意見交換を行った（教員・職員向け）。 

・１～２月・・・テスト実施（キャリア開発Ⅰ･Ⅱ･Ⅲの最終２回で実施）。集計結果をもと

にマンツーマン面談で学生と教員が伸ばす能力の目標を設定 

・２月・・・・・ＦＤ／ＳＤ研究会で結果共有 

・４月・・・・・結果の分析と結果のいかす施策の検討 
 

（８）まとめ－成果と課題－ 

・６～７月 FD部会で満足度調査の調査項目を見直し、改定案を作成し、９月大学運営会議と教

授会に調査票を報告した結果、若干の修正があり内容が決定した。見直した調査項目は学修

支援を目的とした施設の改善を実施するために施設の改善点や施設に対する学生のニーズの

把握のための項目である。 

・各学生の情報を適切に把握し、改善に結びつけるため、平成 27年 1月に、ゼミを通じて満足

度調査（「第 11 回長岡大生の生活と大学に関する調査」）を実施した。回収率は 89.2％（1

年～4 年：290 人/325 人）で、前年度を４ポイント上回った。但し、目標の「90％以上」に

わずかに届かなかった。 

・アンケート集計結果は、平成 28 年３月に取りまとめ、まとめを発表する予定である。 

・平成 27 年度のＰＲＯＧテストは１月に行った。回収率は 92.7％（1 年～3 年：241 人／260

人）で、前年度８ポイント上回り、目標の「90％以上」を達成できた。これは、インフルエ

ンザ等での欠席者への受験機会を別途設けたことが功を奏したと言える。 

・ＰＲＯＧテストの結果を学生個人に返却し、アカデミックアドバイザー制度を通じて社会人

基礎力向上のため目標設定を行う等、能力向上のための改善点を学生・大学側で共有した。 

・平成 28 年度は、ＰＲＯＧテストや授業アンケート（28 年度改定予定）と満足度調査の調査

内容の重複部分を検討し、満足度調査の内容を見直す必要がある。また、具体的な改善策に

繋がる必要な設問項目を新たに設け、改善策を検討し、展開することが望ましい。 

・ＰＲＯＧテスト結果については、アカデミックアドバイザー制度（平成 27年度導入）を通じ

た社会人基礎力向上のための目標設定（ＰＲＯＧテストの結果を学生個人に返却し、社会人

基礎力向上のための改善点を学生・大学側で共有し目標を設定）を継続させる。学生・大学

側で目標の達成状況の確認等も行うことが望ましい。 

・満足度調査・ＰＲＯＧテストの回収率向上の工夫を検討する。 
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図表３－８－１ 学生満足度調査結果（調査票と単純集計結果） 
    ＊以下は、「第 11 回学生長岡大生の生活と大学に関する調査」の単純集計結果 
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Ⅳ ＜研究＞における事業展開 

９ 人口減少問題に関する調査研究（研究成果の地域還元）－研究①－ 

（１）方針（申請時） 

 ・３課題に対応した調査研究を行い、その成果を提言、報告書、シンポジウム等の形で、地域

に還元する。 
・地域課題に対応した調査研究として、「長岡地域産業競争力に関する調査研究（平成 25年度）、

「長岡地域＜創造人材＞の調査研究」（平成 26 年度）、「少子高齢化・人口減少の影響に関す

る調査研究」（平成 27 年度）、「ボランティア活動に関する調査研究」（平成 28 年度）を実施

し、その成果を公開シンポジウムで公表して社会に還元するとともに、提言を行う。 

・また、地域課題研究会を開催し、その成果を講演会・公開シンポジウム等の形で、社会還元

を行う。 

 

（２）目標（申請時） 

・上記４研究を着実に実施し、シンポジウム等で社会還元を行う。 
 

（３）平成 25年度実績と評価 

・平成 25 年度は、「新潟・長岡地域産業（製造業等）競争力に関する調査研究」を実施した。 
県内製造業企業 820 社にアンケート調査を実施し（平成 25 年９月）、平成 25 年 11 月 22 日

に公開シンポジウムを開催し（約 100 名参加）、地域産業の競争力向上の提案を行った。 
 ・調査結果は一定に、参考になるものであった。 
 
（４）平成 26年度実績と評価 

 ・３つの地域課題の１つの「産業活性化」課題に応える調査研究として、「新潟・長岡地域にお

ける＜創造人材＞に関する研究」を行った。 

・主として、＜創造人材＞に関するアンケート調査を行った。新潟県内企業約 2000社と長岡大

学卒業生約 790名を対象に、平成 26年８月に行った。企業の回収率 7.7％、個人回収率 13.8％。 

 ・創造人材＝「成果をあげるのに必要だと思う能力・資質」をとりまとめ、11 月 21 日にシン

ポジウム（２０１４長岡大学地域連携研究センターシンポジウム）「企業競争力を支える＜創

造人材＞の育成へ！－創造人材調査を中心にして－」を開催し、報告した。約 100 名の参加

であった。 

 ・活動の評価（まとめ・課題）・・・＜創造人材＞は十分ではない、とくに、新事業開発を推進

する人材とは非常に不十分という状況であると思われる。企業競争力を高めるためには、＜

創造人材＞をどう確保するかがポイントであり、今後、この点への問題提起を強める必要が

ある。 

   第２に、本学の社会人向け講座（イノベーション人材養成講座等）の組立てと講師陣の充

実をこの調査結果を踏まえて、具体化する必要があること。 

   第３に、創造人材の養成という点では、さらに具体化して、とくに後継経営者、起業家の

養成へと進む必要がある。 
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（５）平成 27年度方針・目標 

【方針】 

・新潟・長岡地域＜少子高齢化・人口減少＞調査研究の実施・・・全国の市町村へのアンケー

ト調査（約 1750）をベースにして、新潟県内市町村及び長岡 11 地域（合併前旧市町村エリ

ア）の将来人口推計を行う。同時に、学生・生徒の就業意識調査や市内地域の活動状況調査

（約 100）等を踏まえ、さらに、人口減対策が進んでいる地域へのヒアリングを行い、人口

減少社会・地域活性化方策をとりまとめ、その成果をシンポジウムで公表する（11 月）。そ

の議論も踏まえて、最終報告書を作成する。 
【目標】 

 平成 27 年度は以下の調査・研究活動を実施する。 
ａ 全国の市町村の人口動向及び人口減少対策をアンケートにより調査し、有効な方策の検討

を行う。 
ｂ 都道府県別および市町村別将来人口推計については、国立社会保障・人口問題研究所の将

来推計があるが、長岡市の旧市町村別にはそれがないため、当該地域の将来人口推計を別途

行う。 
ｃ 県内市町村の人口減少による社会経済への影響を把握できるモデルを構築し、各市町村の

将来像を描く。 
ｄ 学生・生徒の就業意識調査や市内地域の活動状況調査を実施する。 
ｅ 以上の調査研究を踏まえシンポジウムを実施し、報告書を作成する。  

 

（６）平成 27年度計画 

次のスケジュールで、＜少子高齢化・人口減少＞調査研究を行う。 

 ａ 人口動向・人口減少対策に関するアンケート調査の実施（６月～７月）、集計（８月～９

月）、取りまとめ（１０月）。 

 ｂ 長岡市内地域別将来人口推計（８月） 

 ｃ 人口減少による社会経済影響把握モデルの構築（７月～８月）、将来予測（９月）、影響

分析（１０月） 

 ｄ 就業意識調査（若者・学校向けのアンケート調査も含む）の実施（7月～９月）、とりま

とめる（１０月）。 

 ｅ シンポジウムにて成果を公表する（11月 20日（金））。 

ｆ 最終報告書を作成する（２月～３月）。 

 

（７）平成 27年度展開 

 a ７～８月・・・全国の 1，741市区町村に対し、人口減少対策アンケート調査を実施した。

８月末現在で 543件の回答があり、回収率は 31.2％であった。 

   ＊アンケート調査票は、図表４－９－１を参照されたい 

 ｂ 調査結果・集積を 10月中に行った。 
ｃ ２０１５長岡大学地域連携研究センターシンポジウム・・・11 月 20 日（金）に長岡グ

ランドホテルで、シンポジウム「人口減少時代と長岡地域活性化の方向－長岡地方創生
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への視点－」を開催した。本調査精勤者による結果報告（基調報告：長岡大学鯉江康正

教授）をうけて、人口減少時代における長岡地域の創生・活性化をテーマに、活発なパ

ネルディスカッションが行われた。約 100名の市民、企業人等の参加をえて、盛況であ

った。     ＊同シンポ案内は図表４－９－２を参照されたい。 

     ＊また、シンポジウムの討論内容は、平成 28 年 11 月発行予定の『地域連携研究』

第３号（長岡大学地域連携研究センター年報）に掲載する予定である。 

ｄ シンポジウムの基調報告をベースに全体的な調査研究報告書『人口減少に関する全国市
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（８）まとめ－成果と課題－ 

 まず、全国の市区町村の人口減少の実態と対策をまとめることができた。おそらく、全国初の
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うにする予定である。 

 第２に、長岡地域においても地方創生の総合戦略が策定され地方創生・地域活性化が進みつつ

現状において、人口問題の議論の参考資料として、活用いただいた。 

 第３に、さらに、次年度は引き続き、新潟県内・長岡地域の人口問題に取組み、地方創生に貢

献する計画である。 
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図表４－９－１ 人口減少問題等に関する全国市区町村アンケート調査票 

 

平成 27年度長岡大学ＣＯＣ事業 

人口減少問題等に関する全国市区町村アンケート調査 

 

長岡大学地域連携研究センター 
本調査における市区町村とは、全国市町村と東京都特別区を単位とします。 

 

問１．貴市区町村およびご回答いただいた方についてお答えください。 

貴市区町村名 都道府県：       市区町村名： 

貴部署名  

ご担当者名  

ご連絡先 

電話 

FAX 

E-mail 

 

問２．貴市区町村における人口増減についてお伺いします。 

問 2-1 昭和 50 年（1975 年）から平成 26 年（2014 年）までの貴市区町村の総人口（国勢調査ベ

ース、10月１日時点）をお伺いします（市町村合併があった場合には、合併以前の市町村

の人口の合計をご記入ください）。 

国勢調査人口 

昭和５０年（1975 年） 人  

昭和５５年（1980 年） 人  

昭和６０年（1985 年） 人  

平成 ２年（1990 年） 人  

平成 ７年（1995 年） 人  

平成１２年（2000 年） 人  

平成１７年（2005 年） 人  

平成２２年（2010 年） 人  

推計人口（＊１） 平成２６年（2014 年） 人  

  （＊１）推計人口は、国勢調査ベースのものをお願いします。たとえば、国勢調査人口を基

礎に、毎月の住民基本台帳による増減数を加減した人口をさします。 
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問 2-2 平成 22年（2011年）以降の貴自治体の人口動態状況（住民基本台帳ベース）についてお

伺いします。 

人口動態（下表の出生者数等）は、各年 10月１日時点の数値（前年の 10月１日以降の

１年間の数値）を記入してください。10月１日時点の数値でない場合は年間の計算期間を

余白にご記入ください。また、対象は日本人に限定してください。 

    さらに、移動の理由が分かればその数もご記入ください。 

 平成 22年 平成 23年 平成 24年 平成 25 年 平成 26年 

出生者数（人）      

死亡者数（人）      

転入者数（人）      

 

職業      

住宅      

学業      

家族・戸籍      

その他      

不明・無回答      

転出者数（人）      

 

職業      

住宅      

学業      

家族・戸籍      

その他      

不明・無回答      

 

（移動の理由例） 

１.「職 業」……就業、転勤、求職、転職、開業など職業関係及び出稼ぎ、出稼ぎ先からの帰郷

による移動。 

２.「住 宅」……家屋の新築、公営住宅･借家への移転など住宅の都合による移動｡ 

３.「学 業」……就学、退学、転校など学業関係による移動（単身移動に限定）。 

４.「家族・戸籍」……移動の直接の原因となった者に伴って移動する家族の移動。 

５.「その他」……上記以外による移動及び不詳。 
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問３．問 2-2の質問で、人口が増えている市区町村の方に、伺います。人口が増えている要因・

理由について、下欄にご記入ください。 

 

 

 

 

 

 

問４．問 2-2 の質問で、人口が減少している市区町村の方に、伺います。貴市区町村への影響に

ついて、下記の質問にお答えください。 

問 4-1 人口減少は貴市区町村にとって、プラスの影響とマイナスの影響のどちらが大きいとお考

えですか。該当する番号に１つだけ○を付けてください。 

１．プラスの影響が大きい。        ２．プラスの影響がやや大きい。 

３．どちらとも言えない。         ４．マイナスの影響がやや大きい。 

５．マイナスの影響が大きい。 

問 4-2 人口減少によるマイナスの影響について、現在顕在化しているものと、今後重大な問題に

なると予想されるものを、それぞれ５つまで選択し○をつけてください。 

 人口減少によるマイナスの影響 現在の 
影響 

今後の 
影響 

１ 集落の管理ができなくなり、自然環境が悪化する。   
２ 世帯減少をまねき、空き家問題が顕在化する。   
３ 学校等の統廃合が進み、遠距離通学者が増加する。   
４ 人間関係が希薄化し、日常的な見守りや支え合い等の共助が困難になる。   
５ 労働力の減少が起こり地域の経済・産業が維持できなくなる。   
６ 企業が求める高度な専門的人材、技術的人材が不足する。   
７ 税収が減少し、財政破綻の危険性が増す。   
８ 企業や事業所が減少し、投資も行われなくなり、地域の活力が失われる。   
９ 高齢化に伴い、農林水産業就業者は増えるが、競争力は弱くなる。   
10 建築物着工数や公共投資の減少により、地域経済は疲弊していく。   
11 新たな観光サービスを提供できず、交流人口が減少する。   
12 小売店や医療機関などが減少し、交通弱者の生活ができにくくなる。   
13 雇用の場が減少し、転入が減少し、転出が増加する。   

14 
高齢化に伴い、社会保障費（医療・介護）が増加する一方で、若者が減

り住民負担が増加する。 
  

15 高齢者をターゲットにした犯罪が増加する。   

16 
その他（具体的にご記入ください）   
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問５．貴市区町村の人口減少対策についてお伺いします。 

問 5-1 貴市区町村が現在実施している施策及び今後予定している施策をお聞かせください。 

現在実施している施策（現在）については、実施しているものすべてに○をつけてください。 

今後実施予定の施策（予定）については、現在実施している施策の継続および検討中、新

たに実施予定の施策すべてに○をつけてください。 

 

分 野 
現在 

今  後 

 施   策 継続 
検討

中 

新たに 

実施予定 

行財政改革     

 １．公共施設の立地最適化     

２．人口減少問題庁内検討部署の設置     

３．その他（具体的に）     

防災・危機管理     

 ４．災害に強いまちづくり事業     

５．地域を支える防災リーダーの育成     

６．木造住宅耐震支援事業     

７．ファミリー世帯向け住宅建替促進事業     

８．住宅除雪支援事業、克雪住宅支援     

９．その他（具体的に）     

環境     

 10．自然と調和した住環境づくり ＜新築・購入への支援金＞     

11．快適な生活環境づくり＜ごみ処理器機等への購入費補助＞     

12．その他（具体的に）     
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分 野 
現在 

今  後 

 施   策 継続 
検討

中 
新たに 

実施予定 

保健福祉・少子高齢化     

 13．一般不妊治療費助成     

14．子どもの医療費助成     

15．複数の子供がいる世帯への日常生活用品や支援金の支給     

16．婚活イベントの開催     

17．待機児童解消に向けた取り組み     

18．その他（具体的に）     

農林水産     

 19．農業経営担い手育成事業     

20．６次産業化に取組む事業者等への商品開発及び販路開拓支援     

21．その他（具体的に）     

商工・労働     

 22．雇用の拡大＜企業立地促進雇用拡大助成金等＞     

23．企業誘致＜固定資産税、都市計画税、事業所税の減税等＞     

24．産業振興による人口流出対策＜企業への相談業務及び支援＞     

25．空き店舗を活用し店舗・オフィスを立地する方への補助制度     

26．その他（具体的に）     

教育・文化     

 27．小中一貫教育、学力向上推進事業等     

28．いじめ解決推進事業     

29．少人数学級編制の実施     

30．子供のいる世帯への育英資金の支給     

31．学校教育施策の充実＜エアコンの設置、特色ある教育＞     

32．その他（具体的に）     
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分 野 

現在 

今 後 

 施   策 継続 
検討

中 

新たに 

実施予定 

地域振興・まちづくり     

 33．移住に興味がある方や希望される方への、住まいや雇用の情

報等の発信 
    

34．中山間地域での起業を支援する制度等     

35．地域資源を活かした交流人口拡大施策     

36．空き家バンク調査事業     

37．その他（具体的に）     

その他     

 38．本市の良さを「住む」という視点からわかりやすく紹介する

ＰＲツールの作成 
    

39．首都圏等での移住促進イベント・セミナーの開催     

40．新婚世帯家賃補助制度     

41．子育て世帯家賃補助制度     

42．その他（具体的に）     

 
問 5-2 貴市町村が現在実施している施策のうち効果が上がっている施策をお聞かせください。（３

つまで） 

問 5-1の

施策番号 
施策の目的・概要 効果 
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問 5-1の

施策番号 
施策の目的・概要 効果 

   

 

問 5-1の

施策番号 
施策の目的・概要 効果 

   

 

問６．人口問題に関するご意見をご自由にお書きください。 

 

 人口問題に関するご意見をご自由にお書きください。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

ご協力ありがとうございました。 
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図表４－９－２ 長岡大学シンポジウム案内 
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図表４－９－２ 長岡大学シンポジウム案内 
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図表４－９－２ 長岡大学シンポジウム案内 
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１０ 地域志向教育研究（地域との共同研究）－研究②－ 
（１）方針（申請時） 

・上記の４地域課題研究以外に、地域志向教育研究（毎年５～６名教員参加）を推進する。 
 

（２）目標（目標） 

・平成 25 年度の教員の地域志向教育研究は５件、参加教員５名程度とする。テーマは、自治

体環境報告書分析、中小企業承継計画、公共施設の老朽対策等など。 
・平成 29 年度は、年間６件、参加教員 10 名程度の地域志向教育研究をめざす。 

 

（３）平成 25年度実績と評価 

・「地域志向教育研究の手引」を作成し、10月から、５名（件）の申請を公募した（対象教員

＝常勤教員、１件当たり 50万円、予算総額は 2,500千円）。 

・平成 25 年 10 月 30 日に、次の５名（件）を地域志向教育研究経費として選考した。経費総

額は、５件、1,760千円（予算は 2,500千円）。 
ａ 「長岡市区域公共施設ビンテージのＧＩＳを活用したデータ分析」内藤敏樹、104千円 

ｂ 「新潟県の中小・地域金融機関による持続可能な社会の形成に向けた金融行動の現状を

探るための予備調査」西俣先子、404千円 

ｃ 「地域企業の経営発展と成長および企業者活動についての研究－北越紀州製紙のケース

－」松本和明、300千円 

ｄ 「中越地域の企業系譜と産業系譜作り」權 五景、452千円 

ｅ 「『ながおかバル街』による中心市街地・店舗活性化の研究」中村大輔、500千円 

 ・３月に成果報告を受けたが、時間不足で、中間とりまとめのレベルにとどまった。次年度も

継続して、成果をとりまとめる必要がある。 
 
（４）平成 26年度実績と評価 

・平成 26 年度は、８件・人の地域志向調査研究を、申請経費を予算枠に収めることを条件に、

を採択した。 
・平成 25 年度の地域志向調査研究成果発表会を９月に開催した（平成 25 年度は研究期間が半

年であったため成果発表ができなかったため）。 
・平成 26年度の地域志向調査研究成果発表会は３月に開催した。 

・平成 26年度の地域志向教育研究報告書を『長岡大学 地域志向教育研究ブックレット』（ＩＳ

ＳＮ登録予定）シリーズとして、５件・人（各 200部印刷）刊行し、各界に配布した。 

・活動の評価（まとめ・課題）・・・平成 26 年度の取組件数が８件・人になり、前年度から増

加したことは、望ましい成果であった。また、成果発表会を開催し、平成 26年度の成果をブ

ックレットとして５件・人が原稿化し、刊行できたことは、成果を地域に提供・公開する上

で、大きな貢献となる。第３に、テーマについては、今後は、より地域で解決が望まれる課

題について、取り組む方法を検討する必要がある。それにより、地域の産官学連携をさらに

促進することに貢献できる。 
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図表４－９－２ 長岡大学シンポジウム案内 
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（５）平成 27年度方針・目標 
【方針】 

・地域志向教育研究の実施・・・実施要領にもとづき本学常勤教員への公募を早期に実施し（５

月）、５件程度を採択する。中間発表（10 月）を経て、２月に成果発表を行う。成果論文等

は、地域連携研究センター研究年報等に掲載する。 

【目標】 

 ・平成 26年度の調査研究を継続して、成果をとりまとめるとともに、平成 27年度新規教員の

申請を促進し、前年度と同規模の調査研究結果（件数、内容ともに）をめざす。 

 ・成果発表の方法（発表会、ブックレットの刊行）も前年度と同様に、行う。 

 

（６）平成 27年度計画 

 ・４～５月に、平成 26年度の地域志向教育研究経費の公募を行う。公募件数は、５月中旬時点

では目標数に達しないので、６月下旬（推進本部会議）まで、公募期間を延長する。申請

総額が予算総額を上回る場合は、抑制的支出に心がけ（前期）、後期に、調整を行う。 

 ・６月に、平成 27年度地域志向教育研究経費の最終選考を行う。 

 ・10月に、同上調査研究の中間報告会を開催し、中間点検を行う。 

 ・２月に、とりまとめ状況の検討会議を開催し、成果発表の仕方等につき、最終的結論をうる。 
 ・３月に、研究報告をとりまとめる。 
 

（７）平成 27年度展開 

 ・公募期間を延長し、平成 27年度地域志向教育研究課題は図表４－１０－１に示す７人・件に

決定した。なお、申請総額は予算総額を上回っているので、抑制的支出に心がけ、後期に、

最終調整を行うこととした。 

       図表４－１０－１ 平成 27年度地域志向教育研究費一覧 

     

教員名 予算額（円）

西俣　先子 500,000

松本　和明 350,000

中村　大輔 500,000

權　　五景 500,000

兒嶋　俊郎 331,400

原田　誠司 437,000

山川　智子 500,000

3,118,400

地域産業界が求める若者人材ニーズ等に関
する基礎調査

地域の『温泉』の特色と魅力、および地域
資源としての活用方向

合　計

研究課題

新潟県の中小・地域金融機関による持続可
能な社会の形成に向けた金融行動の現状と
問題点、県内企業の環境金融活用現状を探
るための調査（継続）

地域企業の経営発展と成長および企業者活
動についての研究-北越紀州製紙のケース-
（継続）

長岡市域の製造業における管理会計システ
ムの普及に関する研究

中越地域製造業の企業系譜と技術系譜作り
から見えてくるもの（継続）

新潟における戦争の記憶（継続）
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（５）平成 27年度方針・目標 
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 ・地域志向調査研究・中間報告会・・・12/9（水）14:40～、於・第５会議室で開催した。７名

の教員が順次、中間発表を行った。 

 ・平成 27年度＜地域志向教育研究＞成果発表会・・・日時：平成 28 年３月２日(水) 13：30～
17：00、会場：226 講義室。上記７名の教員が成果発表を行った。発表方法は、各人、発表

14 分＋質疑 10 分＋交代１分（計 25 分）の時間配分で行った。外部からの参加者は２名であ

った。 
 ・平成 27 年度成果・・・原田、松本は『地域志向教育研究ブックレット』Vol１、２として刊行

した。他の６名の教員からは、報告書が提出され、次年度さらに深めて成果物を作成するこ

ととした。 

 

（８）まとめ－成果と課題－ 

 ・前年度に引き続き、８人・件の地域をテーマにした調査研究を行うことができた。その意味

では、まあまあという状況であった。 

 ・しかし、成果という観点から見ると、『地域志向教育研究ブックレット』として公刊できたの

は、２人・件に留まる。報告者にはまとめたが、公刊は次年度というのが現状である。助成

の目的からして、各教員の意思を尊重する必要があるが、成果は確実に公刊することをめざ

したい。 

 ・平成 28年度から本学もＣＯＣ＋に参加するが、ＣＯＣ＋には地域志向教育研究経費は計上さ

れていない。本学は継続できるので、ＣＯＣ事業の残り２年に成果をあげることが大きな課

題である。 
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     図表４－１０－２ 平成 27 年度＜地域志向教育研究＞成果発表会 
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     図表４－１０－２ 平成 27 年度＜地域志向教育研究＞成果発表会 

 

 

93 
 

１１ 平成 28 年度ボランティア活動調査研究準備（研究成果の地域還元）     

－研究③－ 

（１）方針（申請時） 

・平成 28 年度実施予定の「ボランティア活動に関する調査研究」の準備作業を行う。 
 
（２）目標（申請時） 

 ・研究会等により、アンケート票作成等次年度に入り、調査が可能となるような事前準備を行

う。 
 
（３）平成 25年度実績と評価 

 ・講演「長岡市の地域課題について」（長岡市市長政策室政策企画課課長補佐 上村健史氏）に

より、地域課題の認識を深めた（平成 25 年 10 月 30 日実施）。 
 
（４）平成 26年度実績と評価 

・長岡地域人口問題研究会を設立し、調査研究の枠組みを検討した（メンバー：長岡市政策企

画課、長岡商工会議所、ホクギン経済研究所＋本学７名）。 

 ・研究会は、４回（11～３月まで）開催した。 

 ・活動の評価（まとめ・課題）・・・以下を平成 27 年度の取組方向として確認できた。人口推

計地区は県内市町村及び長岡市の 11地域（合併前の旧市町村）を対象にする。人口減少によ

る影響把握および地域活性化策の個別研究（地域経済への影響分析、大学・専門学校卒業後

の就職意識、子育て世代の地域居住に対する意識、食料品店の店舗数を用いた地域の利便性

等）を行う。 

 
（５）平成 27年度方針・目標 

【方針】 

・平成 28年度の「ボランティア活動に関する調査研究」の準備作業・・・９月から平成 28年 

度実施予定のボランティア活動に関する調査研究の準備を開始する（ボランティア問題研究 

会設立）。 

【目標】 

 ・平成 27年 10月には、ボランティア問題研究会を設立する。 

 ・同研究会で、平成 28年度の調査研究の枠組みを検討し、アンケート票作成などの準備を行う。 

 

（６）平成 27年度計画 

次のスケジュールで進める。 

 ・９月までに、ボランティア問題研究会のメンバーを決定する（自治体、ＮＰＯ団体等） 

 ・10 月から、月１回程度の研究会で、調査研究の枠組み（アンケート対象、アンケート項目、

ヒアリング対象等）を検討する。 

 ・３月には、調査研究の枠組みを決定する。その際、次年度の調査研究を円滑にスタートさせ

るために、アンケート票を完成させる必要がある。 
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（７）平成 27年度展開 

 ・ボランティア問題研究会の準備を進めるため、イベント企画とメンバー候補の選定を始めた。 

・ボランティア問題研究会設立に向けた意識啓発のために交流会を学園祭時に開催した。 

  １０月２４日（土）10：00～12：00 長岡大学 学生食堂 

  「来て！見て！聞いて！ボランティア」 

  アンケート調査のための事前ヒアリングなどを行った。 

    ９団体が参加して、意見交換するとともに、学生をボランティアの現場につなげることがで

きた。 

 ・ボランティア問題研究会の準備会に向けて、長岡市市民協働推進室やボランティアコーディ

ネーターを配置している長岡市社会福祉協議会と打ち合わせを行い、次年度調査の枠組み（と

くにボランティア活動に関するアンケート実施）を協議した。 

 

（８）平成 27年度まとめ－成果と課題－ 

・ボランティア交流により、ボランティア活動団体の課題は、「ボランティア団体間連携」「ボ

ランティア情報」「ボランティアの高齢化」などほぼ同じであり、具体的な対処法については

今後の研究会で話し合うことが望まれた。 

 ・ボランティア問題研究会準備会の設立について、長岡市社会福祉協議会の協力をいただいた。 

  とくに、長岡市内で活動しているボランティアのアンケート実施を共同で行うこととなった。 

  また、まちなかキャンパス長岡においてもボランティア講座を開催していたり、民間の福祉

施設でもボランティアコーディネートをしていたりと、さまざまな活動がされているので、

研究会設立に向けた委員の選考も考慮する必要がある。 

 ・次年度の「ボランティア活動に関する調査研究」に向けたアンケート調査票設計、ヒアリン

グ対象等の準備を急ぐ必要がある。 
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（７）平成 27年度展開 
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Ⅴ ＜社会貢献＞における事業展開 

１２ 高齢化・人口減社会における地域活性化の推進－社会貢献①－ 
（１）方針（申請時） 

・高齢化・人口減少社会における地域・コミュニティの衰退状況の防止、再生のため、①まず

本学所在の悠久山地区の活性化、②市内他地域（越路、山古志、栃尾等）の活性化にむけた

貢献活動に取り組む。 
・方法－上記研究成果の具体化の上に立ち、市活性化組織や他地域との連携・ネットワーク形

成を追求する。 
 

（２）目標（申請時） 

・平成 25 年度→地域活性化の取組を「地域活性化研究会」を立ち上げて検討し、取組方針（本

学の教育、大学の役割）を策定する。 
・平成 29 年度→悠久山地区、東山地区での活性化の取組成果を確認できるレベルまで進める。 

また、中山間地（山古志、栃尾地区等）も含めて市内地区の活性化ネットワークづくりのめ

どをつける。 
 

（３）平成 25年度実績と評価 

・実績－地域元気フォーラム（２月、１００名参加）、悠久山・東山フォーラム（３月、７０名

参加）を開催し、次年度以降の地域活性化に向けた重要な一歩となった。長岡地域の地域活

性化やボランティア活動の諸計画の取りまとめもできた。 
・評価－悠久山・東山フォーラムなどで地域住民（団体）との連携が可能になり、次年度の地

域活性化の方向が見えてきた。 
 

（４）平成 26年度実績と評価 

・平成 26 年度の地域活性化活動は「栖吉・東山地区の調査とそれに基づく地域マップづくり」

をめざして、多様な活動を展開した。まず、悠久山地域の暮くらし現状調査実施（栖吉コミ

ュニティセンター主催のお茶の間に参加して高齢者のくらしの実態把握、栖吉地区高齢者を
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が高まり、来場者が増加すればさらに喜ばしい。 
   第２に、地域住民と大学生とが協働して事業を行うことで、長岡大学を身近に感じてもら

うきっかけになった。また昨年度から２回にわたるフォーラムは、長岡大学に足を踏み入れ

る機会にもなり、実際にまちの駅として利用する住民も出てきた。地域に根差した大学のイ

メージを作り上げる一歩が踏み出された。 
第３に、こうした活動を通じて、活動を担う学生ボランティア組織づくりにつながってほ

しい。 
 
（５）平成 27年度方針・目標 

【方針】 

・地域活性化の推進・・・第２回悠久山・東山地区フォーラムの成果を踏まえて、悠久山・東

山地区マップを活用した地域交流・活性化事業の実施（文化・情報等交流、長岡大学女性教

員による地元市民講座、地域ツアー等）、第３回フォーラム開催、本学施設活用事業（体力づ

くり等）等を実施し、多様な地域交流・活性化をめざす。 
【目標】 

・悠久山・東山地区マップを活用した地域交流・活性化事業を住民と学生がともに作り上げる

ことで、隣接の山通地区にも地域活性化の活動を拡大する。 
・具体的には、栖吉地区の空き家調査（学生、住民共同）、栖吉子ども支援（栖吉児童館中心）、 

地域交流会（栖吉地区の住民と学生の交流会）、マップ活用イベントなどを地域住民、学生

の協働で行う。 

 ・第３回悠久山・東山地区フォーラムを開催する（３月、学生 20 名、子ども 20 名、一般参加

者 50 名程度目標）。 
 

（６）平成 27年度計画 

悠久山・東山地区を学生、住民共同で調べ、まとめることで、地域を深く知るとともに、広域

に情報発信することにより、域内外の交流の活発化を図る。 

ａ 栖吉地区の空き家調査（米山ゼミ） 
  交流会（お茶の間：コミュニティセンター主催）への参加などを通して信頼関係を築く。さ

らに空き家調査を行って地域交流拠点としての支援策の検討資料とする。 
   →実態把握・・・学生と地域住民による調査（７月～８月） 
 ｂ 栖吉地区子ども支援（米山ゼミ） 

栖吉児童館を中心とした栖吉小学校とコミュニティセンターや子ども会などと連携して子

育て支援に取り組む。（６月～３月） 
 ｃ 地域交流会 

栖吉地区の住民と学生の交流会や山通地区内の福祉施設利用者と学生の交流を開催する。 
＊七夕交流会（７月）、ボランティア交流会（１０月）、クリスマス交流会（１１月末）健康 

麻雀交流会（２回/年）、福祉施設利用者交流会（６回/年） 
ｄ マップ活用イベント 

平成 26 年度に作成したマップを活用した栖吉地区内の散策を開催する。栖吉地区内の町内
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会単位で開催する。（３回） 
 ｅ 東部地域活性化シンポジウム 
   東部地域の自然や施設・人材を活かした活性化のための資源開拓のシンポジウムを開催す

る。（１０月） 
ｆ 悠久山・東山地区フォーラム 

地域住民と学生の協働による地域連携の取り組み発表やマップ活用の効果、空き家調査の実

態報告を行い、地域住民を中心に広く市民に向けて発信するとともに隣接の地域の活性化を

促進する。 →フォーラム開催（３月） 
 

（７）平成 27年度展開 

  ａ 栖吉地区の空き家調査（米山ゼミ）・・・６月 30 日（火）13：00～15：00、中沢集落内

で実施。参加者数：４名。中沢１丁目～２丁目の空き家の現況調査を行った。 

ｂ 栖吉地区子ども支援（米山ゼミ）・・・６月 30日（火）14：30～16：00、栖吉児童館に 
おいて子ども達と交流を行った。 

  ｃ 地域交流会・・・ 

・＜七夕交流会＞・・・７月４日(土)13：30～15：30、長岡大学・地域交流ホールにて開

催。参加者数：約 60名。「和」をテーマに地域の伝統芸能や笹飾りを楽しむ「七夕まつ

り」として開催した。 

・＜健康麻雀交流会＞・・・７月４日（土）12：30～16：00、長岡大学・学生食堂で開催。 

参加者数：約 20名。10月 24日（土）・25日（日）10：00～16：00、長岡大学で開催。 

参加者数 約 30名。栖吉コミュニティセンターと連携し開催した。普段、集まる場の 

少ない男性を中心に多くの方が参加し、学生との交流を楽しんだ。 

・＜クリスマス会＞・・・11 月 27日（土）10：00～12：00、長岡大学２階学生ホールで

開催。参加者数 50 名。軽音部による音楽ライブや伝統工芸品の和紙を使ったワークシ

ョップなどを実施。学生の自主企画で綿菓子やクリスマスケーキの配布なども実施した。 

  ｄ マップ活用イベント 

   ・＜ぶらすよし＞・・・５月 26 日（火）10：00～12：00、栖吉集落内で開催。参加者数：

４名。栖吉集落を実際に歩いて調査し、散策地図にした。 

６月 30 日（火）13：00～15：00、中沢集落内で開催。参加者数：４名。中沢１丁目～

２丁目を調査した。空き家の現況調査と活用方法を検討しつつ、集落の魅力を再発見す

るためのヒアリングを行った。 

ｅ 東部地域活性化シンポジウム・・・平成 27 年 10 月 24 日の長岡大学・悠久祭のイベン 
トとして、「長岡市東部地域の活性化に向けて」をテーマにした東部地域活性化シンポ 
ジウムを開催した。同シンポジウムの案内である図表５－１－１を参照されたい。当日 
は、約 50 名の方の参加をえて、活発な討論がかわされた。 

ｆ 悠久山・東山地区フォーラム・・・第３回悠久山・東山地区フォーラムを前年度に引き 
続き、３月 5 日（土））13：00～15：00、長岡大学・地域交流ホールにて、開催した。 

当日は地域住民の方々を中心に、約 50 名の方の参加を得て、活性化の方向について、活

発な議論がたたかわされた。当日な次第については、シンポ案内の図表５－１－２を参照
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されたい。 

 
（８）平成 27年度まとめ－成果と課題－ 

・地域交流会などを通じて、長岡大学と地域（主に地元である栖吉地区）が協働してできるも

のを探った。大学側が提供できる「情報」を伝えるだけのものについては参加率も高い実績

が残ったが、自ら参加するものについては、参加数が限られている。 

・年間通して、地域－大学（教育）の交流・連携のあり方を探ってきた。個々の催物はそれな

りに成果をあげたといえる。その先の交流・連携のテーマ、方法をよく検討して、地域－大

学（教育）が Win－Winの関係になるように、方向性を具体化する必要がある。次年度のバラ

ンティア活動や地域志向教育研究などの中身を検討して、有効な方策を見つけ出す必要があ

る。 
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図表５－１２－１ 東部地域活性化シンポジウム 
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図表５－１２－２   第３回悠久山・東山地区フォーラム 
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図表５－１２－２   第３回悠久山・東山地区フォーラム 
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図表５－１２－２   第３回悠久山・東山地区フォーラム 
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１３ 市民向け公開講座・セミナーの開催－社会貢献②－ 
（１）方針（申請時） 

・従来の市民向け公開講座（情報、語学、文化等）を刷新して開講する。市民ニーズと本学教

員のマッチングをはかり、地域づくり、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ関係講座も含めて充実させる。 
 

（２）目標（申請時） 

・平成 25 年度→市民ニーズと本学教員のテーマのマッチングを図り、開講方針を策定し、開

講する（５テーマ、５教員程度）。 
・平成 29 年度→テーマは 20 テーマに倍増し、毎年の定番講座（５テーマ程度）と年度毎の特

別講座（５テーマ）を組み合わせて、開講する。 
・会場は、市民が集まる「まちなかキャンパス長岡」を主とし、担当教員数は 20 名程度。 

 

（３）平成 25年度実績と評価 

 ・本学独自の市民公開講座は、「初級簿記実践講座」（講師・中村大輔）の 1 講座開講にとどま

った。目標の 5 講座は時期的に後期のみであったこともあり開講できなかった。次年度は年

間を通して開講可能なので、5 講座をめざす。 
 ・まちなかキャンパス長岡の講座等は、計画通り開講することができた。次年度も継続する。 

 

（４）平成 26年度実績と評価 

・まちなかキャンパス長岡の講座等は、計画通りに 7 名の本学教員が講師として参加し、開講

することができた。 

・本学独自の市民公開講座は、「初級簿記実践講座」（日商簿記 3 級対応）・「No.1 の国、アメリ

カが教えてくれるもの」・「映画で見る中国現代史」・「地域交通と中越地方の 100 年のあゆみ

-越後交通を中心に-」・「メンタルへルスマネジメント」（メンタルヘルスマネジメント検定Ⅲ

種対応）の５講座を当初の計画通りに開講することができた。 
・活動の評価（まとめ・課題）・・・まず、まちなかキャンパスの市民講座はいずれも高い評価

を受けることができた。市民の学習ニーズに応えるとともに、長岡市中心市街地の活性化に

も寄与していると評価できる。 
第２に、本学独自の市民公開講座は、当初の目標通り５講座を開講することができ、総受

講者数も 87 名にのぼり、高く評価できる。 
第３に、受講者の講座に対する評価も非常に高く（大部分が＜満足＞）、募集定員（10 名）

を上回った講座も３講座にのぼり、市民ニーズに合った講座が重要であることを示した。 
第４に、講座の広報期間を長くとれた講座は相対的に応募者が多かったことから、広報の

充実が重要であることがわかった。次年度の教訓としたい。 
 

（５）平成 27年度方針・目標 

【方針】 

・市民公開講座の開講・・・平成 26 年度講座の拡大をめざして、計画的に年間講座を開講し（年 

間講座計画公表）、本学教員の地域への知的還元を行う。情報、会計、日本文化、企業史、生 
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図表５－１２－２   第３回悠久山・東山地区フォーラム 
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活、メンタルヘルス等の６講座開講した。次年度計画も作成する。 

【目標】 

 ・まちなかキャンパスの市民講座については、前年度と同様、協力して講座を開講する。 

・本学独自の市民公開講座は、情報、会計、日本文化、企業史、生活、メンタルヘルス等の講

座を中心に 7講座程度の開講を予定している。広報活動を充実し、受講者数の増加を目指す。

各講座 15名程度の受講者数を目標とする。 

 

（６）平成 27年度計画 

ａ まちなかキャンパスにおける市民講座は、松本和明教授の経営者対談「企業のトップがや

ってきた」（６回）の講座など、４名講師で参加する。 

ｂ 本学独自の長岡大学市民公開講座は、次のスケジュールで進める。 

＊４月～10月 平成 28年度市民公開講座の企画・決定 

６月～３月 平成 27年度市民公開講座の実施 

11月～３月 平成 28年度市民公開講座の案内等の準備・作成 

  ＊平成 27年度の長岡大学市民公開講座の計画は、下表の通りである。 

 

図表５－１３－１ 平成 27年度長岡大学市民公開講座一覧 

講師 タイトル 場所 日程（予定） 回数・曜日・受講料 

高橋治道 

/吉川宏之 

高齢者のためのスマ

ホ・タブレット入門 

まちなか 

キャンパス 

2015/6/1～6/29 【全 5回】月曜日 

5,000円 

小川幸代 記紀神話を読む 前編 長岡大学 2015/7/2～7/30 【全 4回】木曜日 

4,000円 

中村大輔 初級簿記講座 長岡大学 2015/9/17～11/12 【全 15回】火・木曜日 

15,000 円 

小川幸代 記紀神話を読む 後編 長岡大学 2015/10/1～11/12 【全 5回】木曜日 

5,000円 

松本和明 渋沢栄一と長岡地域 長岡大学 2015/11/10～12/1 【全 4回】火曜日 

 4,000円 

山川智子 メンタルヘルスマネジ

メント検定Ⅱ種ライン

ケアコース対策講座 

長岡大学 2016/1/29～3/11 【全 5回】金曜日 

 5,000円 

橋長真紀子 セカンドライフ 

プランニング講座 

まちなか 

キャンパス 

2016/2/4～2/25 【全 3回】木曜日 

 3,000円 

（注）テキスト代は受講料に含まれていない 

  

ｃ 講座の広報については、年間計画を紹介するリーフレットの発行（講座の愛称も）と講座

ごとの広報（市広報誌等）を行い充実させる。 

（７）平成 27年度展開 

ａ まちなかキャンパスにおける市民講座（前期） 
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活、メンタルヘルス等の６講座開講した。次年度計画も作成する。 

【目標】 

 ・まちなかキャンパスの市民講座については、前年度と同様、協力して講座を開講する。 

・本学独自の市民公開講座は、情報、会計、日本文化、企業史、生活、メンタルヘルス等の講

座を中心に 7講座程度の開講を予定している。広報活動を充実し、受講者数の増加を目指す。

各講座 15名程度の受講者数を目標とする。 

 

（６）平成 27年度計画 

ａ まちなかキャンパスにおける市民講座は、松本和明教授の経営者対談「企業のトップがや

ってきた」（６回）の講座など、４名講師で参加する。 

ｂ 本学独自の長岡大学市民公開講座は、次のスケジュールで進める。 

＊４月～10月 平成 28年度市民公開講座の企画・決定 

６月～３月 平成 27年度市民公開講座の実施 

11月～３月 平成 28年度市民公開講座の案内等の準備・作成 

  ＊平成 27年度の長岡大学市民公開講座の計画は、下表の通りである。 

 

図表５－１３－１ 平成 27年度長岡大学市民公開講座一覧 

講師 タイトル 場所 日程（予定） 回数・曜日・受講料 

高橋治道 

/吉川宏之 

高齢者のためのスマ

ホ・タブレット入門 

まちなか 

キャンパス 

2015/6/1～6/29 【全 5回】月曜日 

5,000円 

小川幸代 記紀神話を読む 前編 長岡大学 2015/7/2～7/30 【全 4回】木曜日 

4,000円 

中村大輔 初級簿記講座 長岡大学 2015/9/17～11/12 【全 15回】火・木曜日 

15,000 円 

小川幸代 記紀神話を読む 後編 長岡大学 2015/10/1～11/12 【全 5回】木曜日 

5,000円 

松本和明 渋沢栄一と長岡地域 長岡大学 2015/11/10～12/1 【全 4回】火曜日 

 4,000円 

山川智子 メンタルヘルスマネジ

メント検定Ⅱ種ライン

ケアコース対策講座 

長岡大学 2016/1/29～3/11 【全 5回】金曜日 

 5,000円 

橋長真紀子 セカンドライフ 

プランニング講座 

まちなか 

キャンパス 

2016/2/4～2/25 【全 3回】木曜日 

 3,000円 

（注）テキスト代は受講料に含まれていない 

  

ｃ 講座の広報については、年間計画を紹介するリーフレットの発行（講座の愛称も）と講座

ごとの広報（市広報誌等）を行い充実させる。 

（７）平成 27年度展開 

ａ まちなかキャンパスにおける市民講座（前期） 
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 ・【まちなかカフェ】・・・2015 年 5 月 24 日（日）、テーマ：「レコードで語り合おう、洋楽

80’s」、ゲスト：松本和明＋佐野 譲（FMながおかパーソナリティー） ＊受講者 12人 

 ・【まちなか大学】・・・2015 年 6 月 23 日（火）～7 月 28 日（火）、講座：「企業のトップが

やってきた！」＜全 6回＞、講師：松本和明（ファシリテーター）、長岡に関連した各企業

のトップとの座談会 

  ＊「企業のトップがやってきた！」は当初 30 名定員のところ希望者が殺到したため、60

名に拡大された。各回とも 80～90％の出席率で推移した。のべ受講人数 298名で大変な

盛況の講座となった。 

 ・【米百俵塾】・・・2015 年 8 月 8 日（土）、講座：「長岡の教育者をひもとく２」、講師：松

本和明  ＊受講者 23人 

・【まちづくり市民研究所】・・・2014年 9月～2015年 8月末。２期、講座：「米百俵の精神伝

承・実践プログラムづくり」、ディレクター：松本和明 ＊受講者９人 

ｂ まちなかキャンパスにおける市民講座（後期） 

・【特別講座／さいわいプラザフェスティバル】・・・2015年 9月 12日（土）、講座：「連続ドラ

マの楽しみ方」、講師：山川智子。  ＊受講者 20人 

  同日、講座：「気象と健康のかかわり－天気を知って元気になる－」、講師：山川智子 

＊受講者 18人 

・【分校事業／希望が丘分校】・・・2015年 9月 30日（水）、講座：「気象と健康のかかわり－

天気を知って元気になる－」、講師：山川智子、＊受講者 18人 

・【分校事業／栃尾分校】・・・2015年 11月 14日（土）、栃尾分校開校式・記念公園会：戸山

修造の活動とその周辺」、講師：松本和明  ＊受講者 250人 

・【まちなかカフェ】・・2016 年 2 月 10 日（水）、講座：「いい感じで知っておきたい漢字の

あれこれ」、講師：山川智子  ＊受講者 24人 

 ・【まちづくり市民研究所】第３期・・・2015年 9月 26日～2016 年 8月末、講座：「食の資源

循環で長岡を元気に！」、講師：西俣先子（ディレクター）  ＊14人 

ｃ 本学独自の市民公開講座（前期） 

・平成 27 年度長岡大学市民公開講座（前期）は図表５－１３－２に示すとおり、２講座を

開講できた。高橋・吉川両講師の「高齢者のためのスマホ・タブレット入門」は 23名（定

員 20 名）、小川講師の「記紀神話を読む・前編」は 22 名（定員 30 名）の受講者をえて、

好評のうちに終了できた。 

・講座の広報は、年間計画を紹介するリーフレットの作成中。講座ごとの広報（市広報誌） 

  を実施。 
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図表５－１３－２ 平成 27 年度長岡大学市民公開講座（前期開講）一覧 

講師 タイトル 場所 日程（実施） 回数・曜日・受講者 

高橋治道 

/吉川宏之 

高齢者のためのスマ

ホ・タブレット入門 

まちなか 

キャンパス 

2015/6/1～6/29 【全 5回】月曜日 

23名 

小川幸代 記紀神話を読む 前編 長岡大学 2015/7/2～7/30 【全 4回】木曜日 

22名 

 

ｄ 本学独自の市民公開講座（後期） 

 ・後期の本学独自の市民公開講座は、図表５－１３－３に示す通り、５講座を開講できた。 

   中村講師の「初級簿記講座」（３級程度）は 17 人、小川講師の「記紀神話を読む後編」は

24 人、松本講師の「渋沢栄一と長岡地域」は 22 人、山川講師の「メンタルヘルスマネジ

メント検定Ⅱ種ライケアコース対策講座」は 30人、橋長講師の「セカンドライフプランニ

ング講座」は６人の受講者が参加していただいた。いずれも好評であった。 

図表５－１３－３ 平成 27 年度長岡大学市民公開講座（後期開講）一覧 

講師 タイトル 場所 日程（予定） 回数・曜日・受講者 

中村大輔 初級簿記講座 長岡大学 2015/9/17～11/12 【全 15回】火・木 

曜日 17人 

小川幸代 記紀神話を読む 後編 長岡大学 2015/10/1～11/12 【全 5回】木曜日 

24人 

松本和明 渋沢栄一と長岡地域 長岡大学 2015/11/10～12/1 【全 4回】火曜日 

 22人 

山川智子 メンタルヘルスマネジ

メント検定Ⅱ種ライン

ケアコース対策講座 

長岡大学 2016/1/29～3/11 【全 5回】金曜日 

 30人 

橋長真紀子 セカンドライフ 

プランニング講座 

まちなか 

キャンパス 

2016/2/4～2/25 【全 3回】木曜日 

 ６人 

 

（８）まとめ－成果と課題－ 

 まず第１に、まちなかキャンパスの講師等として、本学の松本和明、山川智子、西俣先子の３

名を中心に活躍したこと。公募者数定員未満で休止になった講座も含くめれば、本学教員の講師

はもっと多いが。 

第２に、松本、山川の２人の集客力は非常に高いこと。松本は合計で 580人（うち講演会が 250

人）、山川は合計 90 人の受講者を集めた。いずれも、市民の関心の高い（ニーズがあると思われ

る）テーマが高く評価されたものと思われる。今後の大きな教訓である。 

 第３に、本学独自の市民公開講座は７講座開講し、各講座とも定員をほぼ上回る受講者を確保

することができたこと。これも高く評価できよう。上記まちキャン講座と同様、市民の関心の高

いテーマを設定できたためと思われる。この点は、次年度の大きな教訓である。 

 第４に、広報も積極的に行ったことも評価できる。今後は、市の広報誌、独自募集チラシに加

えて、年間講座計画リーフレットの発行が重要にある。 
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図表５－１３－２ 平成 27 年度長岡大学市民公開講座（前期開講）一覧 

講師 タイトル 場所 日程（実施） 回数・曜日・受講者 

高橋治道 

/吉川宏之 

高齢者のためのスマ

ホ・タブレット入門 

まちなか 

キャンパス 

2015/6/1～6/29 【全 5回】月曜日 

23名 

小川幸代 記紀神話を読む 前編 長岡大学 2015/7/2～7/30 【全 4回】木曜日 

22名 

 

ｄ 本学独自の市民公開講座（後期） 

 ・後期の本学独自の市民公開講座は、図表５－１３－３に示す通り、５講座を開講できた。 

   中村講師の「初級簿記講座」（３級程度）は 17 人、小川講師の「記紀神話を読む後編」は

24 人、松本講師の「渋沢栄一と長岡地域」は 22 人、山川講師の「メンタルヘルスマネジ

メント検定Ⅱ種ライケアコース対策講座」は 30人、橋長講師の「セカンドライフプランニ

ング講座」は６人の受講者が参加していただいた。いずれも好評であった。 

図表５－１３－３ 平成 27 年度長岡大学市民公開講座（後期開講）一覧 

講師 タイトル 場所 日程（予定） 回数・曜日・受講者 

中村大輔 初級簿記講座 長岡大学 2015/9/17～11/12 【全 15回】火・木 

曜日 17人 

小川幸代 記紀神話を読む 後編 長岡大学 2015/10/1～11/12 【全 5回】木曜日 

24人 

松本和明 渋沢栄一と長岡地域 長岡大学 2015/11/10～12/1 【全 4回】火曜日 

 22人 

山川智子 メンタルヘルスマネジ

メント検定Ⅱ種ライン

ケアコース対策講座 

長岡大学 2016/1/29～3/11 【全 5回】金曜日 

 30人 

橋長真紀子 セカンドライフ 

プランニング講座 

まちなか 

キャンパス 

2016/2/4～2/25 【全 3回】木曜日 

 ６人 

 

（８）まとめ－成果と課題－ 

 まず第１に、まちなかキャンパスの講師等として、本学の松本和明、山川智子、西俣先子の３

名を中心に活躍したこと。公募者数定員未満で休止になった講座も含くめれば、本学教員の講師

はもっと多いが。 

第２に、松本、山川の２人の集客力は非常に高いこと。松本は合計で 580人（うち講演会が 250

人）、山川は合計 90 人の受講者を集めた。いずれも、市民の関心の高い（ニーズがあると思われ

る）テーマが高く評価されたものと思われる。今後の大きな教訓である。 

 第３に、本学独自の市民公開講座は７講座開講し、各講座とも定員をほぼ上回る受講者を確保

することができたこと。これも高く評価できよう。上記まちキャン講座と同様、市民の関心の高

いテーマを設定できたためと思われる。この点は、次年度の大きな教訓である。 

 第４に、広報も積極的に行ったことも評価できる。今後は、市の広報誌、独自募集チラシに加

えて、年間講座計画リーフレットの発行が重要にある。 
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図表５－１３－４ 平成 27年度長岡大学市民公開講座案内 

高齢者のためのスマホ・タブレット入門 
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図表５－１３－５ 記紀神話を読む・前編 
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図表５－１３－５ 記紀神話を読む・前編 
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図表５－１３－６ 初級簿記講座 
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図表５－１３－７ 記紀神話を読む・後編 
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図表５－１３－７ 記紀神話を読む・後編 
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図表５－１３－８ 渋沢栄一と長岡地域 
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図表５－１３－９ メンタルヘルス・マネジメント検定Ⅱ種ラインコース対策講座 
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図表５－１３－９ メンタルヘルス・マネジメント検定Ⅱ種ラインコース対策講座 
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図表５－１３－１０ セカンドライフプランニング講座 
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１４ 企業人向けセミナーの開催－社会貢献③－ 
（１）方針（申請時） 

・従来の企業人向けイノベーション人材養成講座を刷新して、地域中小企業・行政等の専門・

基幹人材の育成を目的にした「新・イノベーション人材養成講座」として企業人講座を開講

する。 
 
（２）目標（申請時） 

・平成 25 年度→全体計画策定の上、４講座を開講する。本学教員２名、外部講師２名。 
・また、同講座の１つ「ものづくりマネジメント講座」を「長岡市ものづくりインストラクタ

ー養成スクール」の連携講座として開講する。 
・平成 29 年度→テーマは 12 テーマに３倍増し、毎年の定番講座（４テーマ程度）と年度毎の

特別講座（４テーマ程度）を組み合わせて、開講する。担当教員数は、本学教員６名程度、

外部講師６名程度。 
 
（３）平成 25 年度実績と評価 
 ・前期(９月～11 月)に「管理会計講座」、後期(12 月～２月)に「ものづくりマネジメント(生産

向上)講座」と「商品企画講座」の計３講座を開講。前期に予定していた「経営革新計画講座」

は応募者が３名に満たず、開講できなかった。また、受講者は管理会計が３名、ものづくり

が５名、商品企画が６名で、いずれも募集定員(20 名)を大きく下回った。 
 ・いずれの講座も採算がとれていないので（講師謝金カバーできず）、次年度は受講者拡大の工

夫を行う必要がある。 

 

（４）平成 26 年度実績と評価 
 ・前期(10 月～11 月)に「商品企画講座」、「人材活用講座」後期(12 月～２月)に「ものづくり 

  マネジメント(生産向上)講座」、「管理会計講座」の計４講座を開講。ものづくりマネジメン 

  ト講座では第１回に鈴木信貴氏(長岡技大准教授)を迎え、「ものづくりとイノベーションマネ 

  ジメント」と題する公開講座とした。 

 ・受講者は商品企画講座が４名、人材活用講座２名(事前申込み３名)、ものづくりマネジメン 

  ト(生産向上)講座４名、管理会計講座５名で、いずれも募集定員(20 名)を大きく下回り、 

  昨年度同様、受講者数確保が今後の大きな課題となった。 
 
（５）平成 27 年度方針・目標・予算 
【方針】 

・企業人セミナーの開講・・・社会人向けの履修証明制度としてイノベーション人材養成講座 

を制度化し、前半（９月～11月）に２講座（経営戦略、管理会計）、後半（12月～２月）に 

２講座（ものづくりマネジメント、上級商品企画）、開講する。次年度計画も作成する。 
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１４ 企業人向けセミナーの開催－社会貢献③－ 
（１）方針（申請時） 

・従来の企業人向けイノベーション人材養成講座を刷新して、地域中小企業・行政等の専門・

基幹人材の育成を目的にした「新・イノベーション人材養成講座」として企業人講座を開講

する。 
 
（２）目標（申請時） 

・平成 25 年度→全体計画策定の上、４講座を開講する。本学教員２名、外部講師２名。 
・また、同講座の１つ「ものづくりマネジメント講座」を「長岡市ものづくりインストラクタ

ー養成スクール」の連携講座として開講する。 
・平成 29 年度→テーマは 12 テーマに３倍増し、毎年の定番講座（４テーマ程度）と年度毎の

特別講座（４テーマ程度）を組み合わせて、開講する。担当教員数は、本学教員６名程度、

外部講師６名程度。 
 
（３）平成 25 年度実績と評価 
 ・前期(９月～11 月)に「管理会計講座」、後期(12 月～２月)に「ものづくりマネジメント(生産

向上)講座」と「商品企画講座」の計３講座を開講。前期に予定していた「経営革新計画講座」

は応募者が３名に満たず、開講できなかった。また、受講者は管理会計が３名、ものづくり

が５名、商品企画が６名で、いずれも募集定員(20 名)を大きく下回った。 
 ・いずれの講座も採算がとれていないので（講師謝金カバーできず）、次年度は受講者拡大の工

夫を行う必要がある。 

 

（４）平成 26 年度実績と評価 
 ・前期(10 月～11 月)に「商品企画講座」、「人材活用講座」後期(12 月～２月)に「ものづくり 

  マネジメント(生産向上)講座」、「管理会計講座」の計４講座を開講。ものづくりマネジメン 

  ト講座では第１回に鈴木信貴氏(長岡技大准教授)を迎え、「ものづくりとイノベーションマネ 

  ジメント」と題する公開講座とした。 

 ・受講者は商品企画講座が４名、人材活用講座２名(事前申込み３名)、ものづくりマネジメン 

  ト(生産向上)講座４名、管理会計講座５名で、いずれも募集定員(20 名)を大きく下回り、 

  昨年度同様、受講者数確保が今後の大きな課題となった。 
 
（５）平成 27 年度方針・目標・予算 
【方針】 

・企業人セミナーの開講・・・社会人向けの履修証明制度としてイノベーション人材養成講座 

を制度化し、前半（９月～11月）に２講座（経営戦略、管理会計）、後半（12月～２月）に 

２講座（ものづくりマネジメント、上級商品企画）、開講する。次年度計画も作成する。 
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【目標】 

  ・地域企業および行政等との連携を更に強化する中で、開講する４コースとも最低 10 名の受講

者を確保し、引き続き「地域に欠かせない基幹人材育成講座」としての位置づけに努める。 

 

（６）平成 27 年度計画 
 文部科学省の「職業実践力育成プログラム認定制度」（履修認定制度の発展系）を意識しつつ、

社会人の＜実践力アップ＞をめざして、次の講座を開講する。 

 ａ 「経営戦略（後継者講座）」、「ＩＴ活用」「管理会計」、「ものづくりマネジメント」、「商品

企画（上級）」の５講座を計画する。いずれも、夜間 2.5h/回。各講座全８回ずつ実施。担

当講師は前年度をベースに、最適講師を当てる。 

 ｂ 講座計画については、全体計画が記載されたリーフレットを作成するとともに、各講座ご

とに計画的な広報を行う（市広報誌、情報便等）。 

ｃ 平成 28年度から導入が予想される「職業実践力育成プログラム認定制度」に向けた本学の

制度設計を行う。 

 ｄ 後期度Ⅱ期としての「管理会計講座」(１２月１日～、全８回)と「ものづくりマネジメント 
   講座」(１２月７日～、全８回)、「経営継承(後継者)講座」(１２月８日～、全８回)について 
   もⅠ期同様に広報活動を展開し、多くの受講者確保に努める。 

 

（７）展開 

・広報・・・前年度まで、受講者数が少ない（数名程度）状況を克服すべく、今年度は体系的

な広報を行った。長岡市市政だより（月１回）、ながおか情報便(講座開始前月利用、長岡商

工会議所)、全５講座一括掲載リーフレット（図表５－１３－１参照）、過去の受講企業への

案内郵送の４つを実施した。リーフレットは、長岡市役所内・アオーレ１Ｆ総合案内等に配

置したほか、市内および周辺地域の企業約 130 社に送付した。リーフレットを見て、受講申

込みをしていただいた方もおり、一定の効果はあったと言える。 
・全５講座の概要は次の通りである。 
 ★インターネット活用講座・・・   ＊図表５－１３－２を参照 

期間：10 月１日～11月 19日（全８回) 
講師：今井信太郎（グローカルマーケティング株式会社代表取締役／中小企業診断士） 
受講者：３名 

★商品企画講座・・・        ＊図表５－１３－３を参照 
期間：10 月７日～11月 25日（全８回） 

   講師：小松俊樹（長岡大学教授／中小企業診断士） 

   受講者：３名 

  ★管理会計講座・・・        ＊図表５－１３－４を参照 
期間：12 月１日～２月９日（全８回) 
講師：中村大輔（全８回） 
受講者：６名 
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★経営承継(後継者)講座・・・     ＊図表５－１３－５を参照 
期間：12 月８日～２月９日（全８回） 

   講師：小松俊樹（長岡大学教授／中小企業診断士） 

   受講者：３名 

  ★ものづくりマネジメント講座・・・ ＊図表５－１３－６を参照 
   ・受講申込みが１名のため不開講としたが、第１回の公開講座＝東大の新宅教授の講演会

は開催した。約 70名が参加、盛況であった。 

   ＊ものづくりマネジメント公開講座「ものづくりとビジネスモデルの再構築」 

      日時：平成 27年 12月７日（月）15：00～17：00 

      講師：東京大学大学院経済学研究科教授 新宅純二郎 

      会場：ホテルニューオータニ長岡「桜の間」 

 

（８）まとめ－成果と課題－ 

・平成 27 年度のイノベーション人材養成講座は、上記の通り、５講座計画したが、「ものづく

りマネジメント講座」は受講申込者が少なく、不開講にせざるを得なかった。その他の講座

も数名の受講者にとどまり、せめて 10人程度の受講者を確保すべく、様々な工夫をこらす必

要がある。 

・受講者の講座の評価は高く、講義、演習とインプット、アウトプットを組み合わせた運営に

より、当該スキルの向上につながったものと思われる。 

・平成 28年度には、今年度申請を断念した文部科学省「職業実践力育成プログラム認定制度」

に、企業の人材ニーズの正確な把握と協力・連携の確保をベースに、本学の制度設計を行う

予定である。 

 ・以上から明らかなように、10名程度の受講生の確保が引き続く課題である。そのため、講座

テーマ、実施時期、実施回数、実施時間については、ヒアリング及びアンケート調査を行い、

その結果に基づき内容を見直す。また、広報計画についても、従来の送付先の拡大、媒体の

見直しを行う。さらに、長岡市、長岡商工会議所に加え、新潟県の産業支援機関である公益

財団法人にいがた産業創造機構との連携を深め、講座、セミナーの相互紹介を働きかける。 
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★経営承継(後継者)講座・・・     ＊図表５－１３－５を参照 
期間：12 月８日～２月９日（全８回） 

   講師：小松俊樹（長岡大学教授／中小企業診断士） 

   受講者：３名 

  ★ものづくりマネジメント講座・・・ ＊図表５－１３－６を参照 
   ・受講申込みが１名のため不開講としたが、第１回の公開講座＝東大の新宅教授の講演会

は開催した。約 70名が参加、盛況であった。 

   ＊ものづくりマネジメント公開講座「ものづくりとビジネスモデルの再構築」 

      日時：平成 27年 12月７日（月）15：00～17：00 

      講師：東京大学大学院経済学研究科教授 新宅純二郎 

      会場：ホテルニューオータニ長岡「桜の間」 

 

（８）まとめ－成果と課題－ 

・平成 27 年度のイノベーション人材養成講座は、上記の通り、５講座計画したが、「ものづく

りマネジメント講座」は受講申込者が少なく、不開講にせざるを得なかった。その他の講座

も数名の受講者にとどまり、せめて 10人程度の受講者を確保すべく、様々な工夫をこらす必

要がある。 

・受講者の講座の評価は高く、講義、演習とインプット、アウトプットを組み合わせた運営に

より、当該スキルの向上につながったものと思われる。 

・平成 28年度には、今年度申請を断念した文部科学省「職業実践力育成プログラム認定制度」

に、企業の人材ニーズの正確な把握と協力・連携の確保をベースに、本学の制度設計を行う

予定である。 

 ・以上から明らかなように、10名程度の受講生の確保が引き続く課題である。そのため、講座

テーマ、実施時期、実施回数、実施時間については、ヒアリング及びアンケート調査を行い、

その結果に基づき内容を見直す。また、広報計画についても、従来の送付先の拡大、媒体の

見直しを行う。さらに、長岡市、長岡商工会議所に加え、新潟県の産業支援機関である公益

財団法人にいがた産業創造機構との連携を深め、講座、セミナーの相互紹介を働きかける。 
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図表５－１４－１ 平成 27年度イノベーション人材養成全講座案内 
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図表５－１４－２ インターネット活用講座・募集要項 
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図表５－１４－２ インターネット活用講座・募集要項 
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図表５－１４－３ 商品企画講座・募集要項 
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図表５－１４－４ 管理会計講座・募集要項 
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図表５－１４－４ 管理会計講座・募集要項 
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図表５－１４－５ ものづくりマネジメント講座・募集要項 
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図表５－１４－６ ものづくりマネジメント公開講座・募集要項 
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図表５－１４－６ ものづくりマネジメント公開講座・募集要項 

 

 

 

121 
 

１５ 起業人材養成セミナーの開催－社会貢献④－ 
（１）方針（申請時） 

・従来間欠的に開講されたビジネスプラン講座をこえて、市・会議所と連携し、常設の「新・

起業家塾」（女性、シニア、ｿ-ｼｬﾙﾋﾞｼﾞﾈｽ含む）を開講する。 
 ・また、これを通して、起業家を輩出する＜長岡起業家塾＞制度を形成する。 
 

（２）目標（申請時） 

 ・常設のビジネスプラン講座、起業シンポ開催、起業メンターによる日常的起業支援も行い、

創業・起業家を輩出する。 
・平成 25 年度→全体計画策定の上、初級コース（８週間）を開講。次年度から、初級・上級

コース（各８週間）を開講する。本学担当教員は４名、外部講師４名。 
 ・平成 29 年度→毎年、５名程度の創業・起業（女性、シニア含む）をめざす。それを可能にす

る、長岡市、新潟県、長岡商工会議所、企業、大学・高専、ベンチャーキャピタル等が連携

した、起業家を輩出する＜長岡起業家塾＞制度を確立する。 
・また、小中学・高校生の起業家教育にも取組む。 

 

（３）平成 25年度実績と評価 

 ・１月～３月にかけて社会人対象の創業セミナー(全８回)を開講した。参加者は 22 名で、各回

の平均出席率も９割を下回らず好評を得た。また、セミナーと並行するかたちで創業相談(創
業支援メンター制度)を実施。３月末までに 18 件の利用があった。それらの結果、その後に

法人設立など、具体的な事業の立ち上げにつながる事例が２件あった。 
 ・＜長岡起業家塾＞については、２月に第 1 回運営委員会を開催。事業の趣旨および計画等に

ついて説明、次年度に向けて具体的な構想を協議することを申し合わせた。 
 

（４）平成 26年度実績と評価 

 ・７月に「女性のための起業セミナー」(全５回、受講者７名)、12月～２月にかけて「創業セ 

  ミナー(一般・シニア向け)」(全８回、受講者９名)を開講。併せて実施した創業支援(メンタ 

  ー制度)を５名が活用、のべ６回の相談を行った。 

 ・上記のセミナーおよび創業支援を経て、２名の女性が起業し(両者とも個人経営)、その他５ 

  名が具体的な事業をもって起業を目指している。 

 

（５）平成 27年度方針・目標 

【方針】 

・地域起業人材セミナーの開講・・・創業セミナー（女性、シニア・上級）（各５回講座）の開 

催、創業支援メンター制度の年間展開、地域連携による創業・起業講演会・シンポジウムの 

開催を行い、起業風土づくりと起業家の輩出（２件）をめざす。 
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【目標】 

 ・受講者数の増員もさりながら、創業支援メンター制度の活用を拡充し、人数ともに更に確実

な起業家輩出を目指す。 
 

（６）平成 27年度計画 

長岡市の創業・起業促進事業（オリーブ構想）の進展状況を踏まえ、連携を意識して、次のよ

うな展開をめざす。 

ａ 女性のための起業セミナー・・・昨年度を踏まえて、初級レベルのセミナー５回（７月 14

日～８月 11日）とビジネスプラン相談会３回（９月）を開講し、女性起業家の輩出をめざ

す。 

ｂ 若者ビジネスプラン・セミナー・・・一定の事業アイディアを持った学生・若者を対象に

したビジネスプランづくりセミナーを３回（８月 25、９月１日、９月８日）開催し、ビジ

ネスプランを仕上げ、長岡市（若者・しごと機構）のビジネスプラン・コンテストに応募

する。  

ｃ シニア・上級クラスの創業セミナー・・・昨年度を踏まえて、シニア・上級クラスの創業

セミナー５回（11～12月）とビジネスプラン相談会３回（１月）を開講し、起業家の輩出

をめざす。 

ｄ 以上のセミナーを開催するとともに、引き続き創業支援メンター制度を活用した、創業・

起業の促進を図る。 

ｅ また、地域における起業風土の醸成をめざした創業・起業講演会やシンポジウムなどの開

催も検討する。 

 

（７）展開 

 ・広報・・・広報については、企業人セミナーの項で述べたとおり、多様な広報の仕組みを活

用した。 
・創業・起業の２つのセミナーの概要は次の通りである。 

★女性のための起業セミナー・・・   ＊図表５－１５－１を参照 

期間：７月 14日～８月７日(全５回) 

講師：小松俊樹、山田康博、今井信太郎、高橋真由美、平田希望美 

受講者：８名（長岡市・見附市内から） 

  ★創業セミナー(一般・シニア向けコース)・・・ ＊図表５－１５－２を参照 

期間：12月９日～２月 17日（全８回) 

講師：小松俊樹、今井信太郎、日本政策金融公庫 

   受講者：３名 

 ・創業相談・・・平成 27年度の創業支援メンターを活用した創業相談は、前期が２名２回、後

期は１名２回の実施にとどまった。       ＊図表５－１５－３を参照 

 

（８）まとめ－成果と課題－ 

・夏季の「女性のための起業セミナー」は受講生も多く、出席率も高水準を維持した。今年か
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【目標】 

 ・受講者数の増員もさりながら、創業支援メンター制度の活用を拡充し、人数ともに更に確実

な起業家輩出を目指す。 
 

（６）平成 27年度計画 

長岡市の創業・起業促進事業（オリーブ構想）の進展状況を踏まえ、連携を意識して、次のよ

うな展開をめざす。 

ａ 女性のための起業セミナー・・・昨年度を踏まえて、初級レベルのセミナー５回（７月 14

日～８月 11日）とビジネスプラン相談会３回（９月）を開講し、女性起業家の輩出をめざ

す。 

ｂ 若者ビジネスプラン・セミナー・・・一定の事業アイディアを持った学生・若者を対象に

したビジネスプランづくりセミナーを３回（８月 25、９月１日、９月８日）開催し、ビジ
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する。  

ｃ シニア・上級クラスの創業セミナー・・・昨年度を踏まえて、シニア・上級クラスの創業
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ｄ 以上のセミナーを開催するとともに、引き続き創業支援メンター制度を活用した、創業・

起業の促進を図る。 

ｅ また、地域における起業風土の醸成をめざした創業・起業講演会やシンポジウムなどの開

催も検討する。 

 

（７）展開 

 ・広報・・・広報については、企業人セミナーの項で述べたとおり、多様な広報の仕組みを活

用した。 
・創業・起業の２つのセミナーの概要は次の通りである。 

★女性のための起業セミナー・・・   ＊図表５－１５－１を参照 
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講師：小松俊樹、山田康博、今井信太郎、高橋真由美、平田希望美 

受講者：８名（長岡市・見附市内から） 

  ★創業セミナー(一般・シニア向けコース)・・・ ＊図表５－１５－２を参照 

期間：12月９日～２月 17日（全８回) 

講師：小松俊樹、今井信太郎、日本政策金融公庫 

   受講者：３名 

 ・創業相談・・・平成 27年度の創業支援メンターを活用した創業相談は、前期が２名２回、後

期は１名２回の実施にとどまった。       ＊図表５－１５－３を参照 

 

（８）まとめ－成果と課題－ 

・夏季の「女性のための起業セミナー」は受講生も多く、出席率も高水準を維持した。今年か
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ら開催された長岡市「ながおか仕事創造アイデア・コンテスト〈ながおかアイ・コン〉へ 

受講者が応募するものも散見された。 

・２つのセミナーの平均出席率は 80％程度で、まずまずの好評を得た。 

・平成 25年度から今年 27年度まで、10名が創業(うち３名が共同経営)を果たし、その他４名

が具体的な事業計画のもと創業を目指して取り組んでいる。 

・後期の受講生確保が課題である。冬季にかかるためとも思われるが、講座内容、実施時期、 

実施回数、実施時間について、ヒアリング及びアンケート調査を行い、その結果に基づき内

容を見直す。また、広報計画についても、従来の送付先の拡大、媒体の見直しを行う。 
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図表５－１５－１ 女性のための起業セミナー・募集要項 
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図表５－１５－１ 女性のための起業セミナー・募集要項 
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図表５－１５－２ 創業セミナー（一般・シニア向け）・募集要項 
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図表５－１５－３ 創業支援メンター活用のご案内 
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図表５－１５－３ 創業支援メンター活用のご案内 
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Ⅵ ＜全体＞における事業展開 

１６ 推進体制の整備－全体①－ 
（１）平成 25年度実績と評価 

・設備等推進体制づくりは計画通り、薦めることができた。 

・ＦＤ活動・・・平成 25年度は以下の通り合計 5回の FD活動（うち、2回は集中 FD研究会）

を行った。 

 ＜平成25年＞ 

４月１日 教授会報告「長岡大学 FD基本ポリシー」 

８月21日 集中 FD・SD研究会 

       １．学生の就職力向上への日常的指導 

       ２．中途退学者を減らすための仕組みの点検と改善について 

９月18日 COC事業推進のための FD・SD会議 

10月30日 COC事業推進のための FD・SD会議 

       「長岡市の地域課題について」（講演および質疑応答） 

講師：長岡市市長政策室政策企画課課長補佐 上村建史 氏 

＜平成26年＞ 

３月12日 集中 FD・SD研究会 

       １．『効果的なホームページの作り方』（講演および質疑応答）  

講師：グローカルマーケティング代表取締役 今井進太郎 氏 

２．学生 FDサミット2014春 参加報告（報告および質疑応答） 

３．平成26年度 COC方針、予算、調書について 

ほか 

 

（２）平成 26年度実績と評価 

・設備等推進体制づくりは計画通り、進めることができた。 

・ＦＤ活動・・・平成 26年度は以下の通り、合計５回の FD研究会（うち、２回は集中 FD研究

会）を行った。 

＜平成 26年＞ 

６月 25日 FD研究会 

       「長岡大学経済経営学部経済経営学科設置届出書」（説明および質疑応答） 

        講師：鯉江康正教授 

８月 27日 集中 FD/SD研究会 

     「理想の大学教育をデザインするワークショップ」（講演および質疑応答） 

      講師：上智大学経済学部教授 川西諭 氏 

11月５日 FD/SD研究会 

     「産学連携によるインターンシップ等教育改善について 

      －新潟大学農学部の取組みを中心にして－」（講演および質疑応答） 

      講師：新潟大学農学部教授/キャリアジム運営副センター長 箕口秀夫 氏 

        ：新潟大学農学部キャリアジム運営センターｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 古俣清勝 氏 
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11月 26日 FD研究会 

      「公的研究費に関するコンプライアンスについて」（説明および質疑応答） 

      講師：三浦康弘総務課長 

＜平成 27年＞ 

３月 11日  集中 FD研究会 

      「PROG テストおよびテスト結果の解説について」（説明および質疑応答） 

        講師：株式会社リアセック 谷川雅之 氏 

 ・視察、研修（ＦＤ・ＳＤ）・・・大学視察とセミナー、フォーラム等へ参加することで当面す

る課題への対応と先進事例の学習に取り組んだ。 

 ＜平成 26年＞ 

  ５月 23日 第 10回大学トップセミナー（SD） 職員１名参加 

  ７月 31日 金沢工業大学視察（FD・SD） 教員１名、職員２名参加 

  ９月 13日 岡山大学学生 FDイベント「i*See2014」（FD） 教員１名、学生２名参加 

  10月 18日 京都産業大学視察（SD） 職員２名参加 

  10月 19日 京都 SDフォーラム（SD） 職員２名参加 

 ＜平成 27年＞ 

  ２月 28日 京都コンソーシアム主催 FDフォーラム（FD） 教員３名参加 

  ３月 17日 松本大学視察（FD・SD） 教員１名、職員４名参加 

 ・ＳＤ全体会・・・全職員対象に大学における諸問題について研修等を３回行った。 

 ＜平成 26年＞ 

  ７月 30日 「大学の方針・理念について」 

  11月 28日 「学生指導、大学運営について（グループワーク） 

 ＜平成 27年＞ 

  ２月 27日 「留学生の就職について」 

        講師：南行政書士事務所所長/行政書士 南直人 氏（講演および質疑応答） 

 ・スタッフ会議・・・若手職員を選出して事務局内および大学内全体を視野に入れて解決すべ

きと思われる問題を話し合った。 

・地（知）の拠点整備事業シンポジウム 

 ＜平成 27年＞ 

  ２月 27日 「地（知）の拠点整備事業シンポジウム～COC全国ネットワーク化事業～ 

        “地（知）の拠点整備から地域創生へ”」 教員３名参加 

 

（３）平成 27年度方針・目標 

【方針】 

・地（知）の拠点整備事業推進本部等推進体制の充実・・・ＣＯＣ運営事務局会議（週１回）、 

同会議通信の全教職員への配信（週１回）、ＣＯＣ推進本部会議（月１回）の開催による推進 

体制を継続し、事業の円滑な推進を行う。地域連携研究センターの３部会（市民講座、調査 

研究、地域連携。月１回開催）活動も充実させる。また、教職員のＦＤ／ＳＤ活動を通した 

事業推進能力の向上を図る。 
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（３）平成 27年度方針・目標 

【方針】 

・地（知）の拠点整備事業推進本部等推進体制の充実・・・ＣＯＣ運営事務局会議（週１回）、 

同会議通信の全教職員への配信（週１回）、ＣＯＣ推進本部会議（月１回）の開催による推進 

体制を継続し、事業の円滑な推進を行う。地域連携研究センターの３部会（市民講座、調査 
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事業推進能力の向上を図る。 

129 
 

【目標】 

方針に基づき、地（知）の拠点整備事業推進本部等推進体制の充実を図る。 

・ＦＤ／ＳＤ･･･教職員の事業推進能力を高めるために、教職員協働というコンセプトを掲げ、

教職員両者が参加する全体ＦＤを年 5回以上開催する。 

 

（４）平成 27年度計画 

ａ 全体ＦＤ／ＳＤの実施 
全体ＦＤ／ＳＤ会議では以下の内容を実施する。 
・PROG の運用方法の学生に対する説明報告と改善点等についての意見交換 

  ・PROG の分析結果報告とデータの検討（全体での意見交換） 
  ・平成 28 年度に向けての PROG の運用方法についての確認と検討 
  ・COC プラスの進捗状況報告と意見交換 
  ・「アカデミック・アドバイザー制度」の点検と改善について 
  ・中退者の原因分析と対策について 
  ・授業外学修時間を増やす対策について 

・ハラスメント防止対策について 
  ・公的研究費の適正な管理・運用及び研究活動における不正行為防止について 

ｂ 具体的計画（日程と詳細） 
全体ＦＤ／ＳＤ会議日程（全てＦＤ／ＳＤとの共同会議とする）は次の通り。 

  ・６月：PROG の運用方法の学生に対する説明報告と改善点等についての意見交換。 
      ハラスメント防止対策について。 
  ・７月：PROG の分析結果報告とデータの検討（全体での意見交換）。 
  ・８月：集中ＦＤ／ＳＤとし、「中退者の原因分析と対策について」とそれに伴う 
     「アカデミック・アドバイザー制度」の点検と改善について。 
  ・10 月：授業外学修時間を増やす対策について。 
      公的研究費の適正な管理・運用及び研究活動における不正行為防止について。 

・２月：COC の進捗状況報告と意見交換。 
・３月：集中ＦＤ／ＳＤとし、平成 28 年度に向けての PROG の運用方法についての確認と

検討とする。 
 ｃ この他に教職員の個人能力を高めるために、積極的に研修会、講習会、他大学の視察等を 

実施する。 
 
（５）平成 27年度展開 

ａ 全体ＦＤ／ＳＤ、ＳＤの開催 

  ・第 1 回全体ＦＤ／ＳＤ会議（６月 24 日（水）16:30～17:00） 
★テーマ：ハラスメント防止対策について・・・西俣ＦＤ部会長、内藤学長、品川事務

局長よりハラスメント規程の修正につき報告あり。 
・第２回全体ＦＤ／ＳＤ会議（７月 29 日（水）16:30～17:45） 

★テーマ１：研究倫理教育・・・村山学部長より、文科省の研究不正防止の考え方につ
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き説明がされた。 
    ★テーマ２：ＰＲＯＧ運用方法の学生に対する説明報告と改善点等について・・・原田

副学長より平成 26 年度ＰＲＯＧ実施のまとめが報告され、具体的活用方策を検討する

こととなった。 
・第３回集中ＦＤ／ＳＤ会議（８月 26 日（水）13:30～15:40） 

    ★テーマ：中退者の原因分析と対策について・・・講演（講師・NPO 法人 NEWVERY 代
表 山本 繁 氏）を受け、中退者防止の方策を検討した。 

  ・第１回ＳＤ会議（職員全体会）（9 月 11 日（金）15:00～15:40） 
   ★テーマ：大学運営について・・・品川事務局長から、中期計画、大学の目標等、ＰＤ

ＣＡ、５Ｓなどについて説明あり。全体で討論、認識を深めた。 
・第 4 回全体ＦＤ／ＳＤ会議（10 月 28 日（水）16:30～18:30） 

★テーマ１：授業外学修時間を増やす対策について・・・西俣ＦＤ部会長より報告。 
★テーマ２：アカデミック・アドバイザー制度について・・・牧野ＦＤ部会員より報告。  
★テーマ３：アクティブ・ラーニングＡＬについて・・・西俣ＦＤ部会長より報告。 
★テーマ４：ラーニング・コモンズについて・・・関ＦＤ部会員より報告 
★テーマ５：昨年度満足度調査報告書について・・・西俣ＦＤ部会長より報告 
★テーマ６：ＰＲＯＧの活用方法について・・・西俣ＦＤ部会長より報告 
 以上のテーマごとに、討論し、方策を検討した 

・第２回ＳＤ会議（ＳＤ研修報告会）（11 月 27 日（金）16:00～16:40） 
   ★テーマ１：第 13 回ＳＤフォーラム（大学コンソーシアム京都）研修報告（10/18）に

ついて・・・研修テーマ「多様な繋がりを育む大学職員」につき、参加者の事務職員・

長谷川、山田健より報告。質疑応答行う。 
    ★テーマ２：第９回大学人サミット信州・まつもとカレッジ２０１５研修報告（11/7）

について・・・テーマ「地域の地域による、地域のための、大学人サミット」の内容

について、参加者の事務職員・長谷川、石綿、山田健より報告。質疑応答行う。 
ｂ 研修等 

  ・社会人基礎力育成研修会 in 関東・・・9 月 9 日（水）、於・青山学院大学にて開催された

経済産業省関東経済産業局主催「社会人基礎力育成研修会 in 関東」に、事務職員２名（井

比、長谷川）が参加した。 
・第 13 回ＳＤフォーラム「多様な繋がりを育む大学職員」・・・大学コンソーシアム京都主

催。10 月 18 日（日）、於・キャンパスプラザ京都で開催。参加者は上記の通り。 
・第９回大学人サミット信州・まつもとカレッジ 2015・・・松本大学主催。11 月 7～8 日（土・

日）、於・松本大学で開催。参加者は上記の通り。 
・大学・短大トップセミナー「学生の多面的評価を考える」・・・ＰＲＯＧテスト実施機関・

リアセック／河合塾主催。11 月 21 日（土）、於・東京国際フォーラムで開催。教員（村

山学部長）参加。文科省の教育改革、高大接続、企業人材ニーズの３つの講演と質疑。 
・第１回ＣＯＣ＋事業コミュニティ・ビジネスセミナー・・・新潟青陵大学主催。平成 28

年１月 29 日（金曜日）、於・メディアシップにて開催。事務職員２名（長谷川、石綿）

参加。コミュニティビジネスについての講演と質疑が行われた。 

− 130 −



130 
 

き説明がされた。 
    ★テーマ２：ＰＲＯＧ運用方法の学生に対する説明報告と改善点等について・・・原田

副学長より平成 26 年度ＰＲＯＧ実施のまとめが報告され、具体的活用方策を検討する

こととなった。 
・第３回集中ＦＤ／ＳＤ会議（８月 26 日（水）13:30～15:40） 

    ★テーマ：中退者の原因分析と対策について・・・講演（講師・NPO 法人 NEWVERY 代
表 山本 繁 氏）を受け、中退者防止の方策を検討した。 
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131 
 

  ・2015 年度名古屋学院大学ＣＯＣ学生成果報告会・ＣＯＣ事業中間総括フォーラム・・・名
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成 28 年３月５～６日、於・京都外国語大学で開催。教員（牧野）と事務職員（本田）

が参加。大学教育再考の視点、地域貢献、高大接続等の報告と議論が行われた。 
 
（６）まとめ－成果と課題－ 
 まず、ＦＤ活動の結果として、学生の能力・資質評価手法であるＰＲＯＧテストを１～３年生

に実施するとともに、学生指導・支援のアカデミック・アドバイザー制度における目標設定に活

用する方針を明確にすることができた。今後の活用状況をチェックし、さらなる改善をはかる。 
 第２に、学生の能力・資質向上手法として、ＡＬ、ラーニング・コモンズについて検討し、い

ずれも具体化する方向を明らかにすることができた。これも、今後の活用とチェック、改善に心

がける必要がある。 
 第３に、今後の課題として、ＦＤ、ＳＤの方針化等については、十分な検討ができなかった。

次年度には具体化をめざす必要がある。 
 第４に、松本大学や名古屋学院大学の事例や社会人基礎力の養成・評価など、多様な地（知）

の拠点のあり方が見え始めており、今後は、本学のＦＤ、ＳＤの内容をこの地（知）の拠点形成

へと結びつける方向でより明確に意識して組み立てる必要がある。 
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１７ 推進協議会・地域課題調整部会の開催－全体②－ 
（１）平成 25年度実績と評価 

 ・平成 25年 10月 23日に、平成 25 年度地（知）の拠点整備事業推進協議会を開催した。 

 ・また、地域課題調整部会（長岡市政策企画課、工業振興課、長岡商工会議所および長岡大学

２名の計５名）は、10月以降、月１回、開催し、日程等の調整を行った。 

 

（２）平成 26年度実績と評価 

・平成 26 年度の長岡大学地（知）の拠点推進協議会は、平成 25 年度アンケート等ＣＯＣ事業

に関する諸書類手続き終了後の平成 26年６月 18日に開催した。 

 ・ＣＯＣ事業の進み具合をお知らせする「長岡大学ＣＯＣ通信」（Ａ４版１枚）を作成し、６月

から、毎月、協議会委員・組織の方々に送付した。 

 ・平成 26 年度の地域課題調整部会は、平成 26 年度の毎月月末の月曜日に開催してきた（８月

は不開催なので年間 11回開催）。学内の推進本部会議での議論をベースに、議論した。 

 ・活動の評価（まとめ・課題）・・・推進協議会、地域課題調整部会ともに、計画通り、開催す

ることができた。しかし、長岡市以外の協議会構成組織との連携が拡大・充実したとは言え

ない状況にあるといわざるを得ない。次年度は、この点の地域連携の拡大・充実をめざす必

要がある。 

 

（３）平成 27年度方針・目標 

【方針】 

・地（知）の拠点整備事業推進協議会及び地域課題調整部会の開催・・・推進協議会は年１回

開催（５月）する。地域調整部会で本学・連携機関間の日常的な事業内容・スケジュール等

の調整を行う（月１回）。 
【目標】 

 ・推進協議会は前期に１回、地域課題調整部会は毎月１回、それぞれ開催し、事業の円滑な推

進を図る。また、「長岡大学ＣＯＣ通信」を毎月刊行し、タイムリーなＣＯＣ事業の情報提供

に努める。 

 

（４）平成 27年度計画 

 ・協議会は、６月中旬に開催する。 

 ・地域課題調整部会は、毎月月末の月曜日に開催する。 

 ・「長岡大学ＣＯＣ通信」を毎月刊行し、広く情報提供を行う。 

 

（５）平成 27年度展開 

 ・推進協議会・・・次の通り開催した。 

とき：６月 25日（木）16：00～17：00、ところ：長岡大学・第４会議室 

議題→平成 26 年度地（知）の拠点整備事業報告（「平成 26 年度報告書」、「平成 26 年度

実績報告書」、「平成 26 年度フォローアップ（進捗状況）」、「統一指標ＣＯＣアンケート

調査結果」、「ＣＯＣ大学独自アンケート・全体とりまとめ」）および平成 27 年度事業計
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画（「平成 26 年度調書」、「平成 27 年度事業計画」等）。 
 ・地域課題調整部会・・・計画通り開催した。 

とき：毎月月末の月曜日（４月 27 日、５月 25 日、６月 29 日、７月 27 日、８月 31 日、

９月 28日、10月 26日、11月 30日、12月 21日、１月 25 日、２月 29日、３月 28

日） 

の 16：00～17：00 

ところ：長岡商工会議所 
 ・「長岡大学ＣＯＣ通信」・・・４月、５月、６月、７月、９月、10月、11月、１月、２月、３

月の 10回、各月中旬に刊行し、関係者・市民に広く情報提供を行った。 

 

（６）まとめ－成果と課題－ 

推進協議会、地域課題調整部会は、計画通り開催することができた。順調であったと言えよう。 

今年度は国・自治体による地方創生事業が始まり、地域連携の内容が拡大した。平成 28年度か

ら長岡大学も新潟大学のＣＯＣ＋事業に参加することになり、より地方創生事業としてのＣＯＣ

事業として展開することが求められる。この推進体制も変更が必要になる可能性もある。 
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１８ 本事業の広報の充実－全体③－ 
（１）平成 25年度実績と評価 

 ・広報については、経費計画にそって、実施することができた。 

 ・しかし、広報体制が未整備のため、十分な広報効果を上げられたとは言えない。次年度はき

ちんとした広報体制の形成が必要である。 

 

（２）平成 26年度実績と評価 

 ・平成 26年度の広報事業としては、次のような事業を行った。 

本学ホームページの更新、本事業広報リーフレット等の作成（事業概要リーフレット、「長

岡大学ＣＯＣ通信」、文科省のリーフレット）、本事業案内パネルの作成（地域交流ホール、

まちなかキャンパスでの展示等）、広報ブックレット等の刊行（教育ブックレット「資格取

得のすすめ」、地域活性化プログラム・10取組報告書、地域志向教育研究ブックレット・５

テーマ）、新潟県日刊新聞ＣＯＣ事業１面全面広告、地域連携研究センター研究年報の刊行、

本ＣＯＣ事業報告書・平成 26年度版の刊行などを行った。 

 ・活動の評価（まとめ・課題）・・・まず、ＣＯＣ２年目を経て、広報の方法がほぼ固まってき

たと言えること。諸事業や諸情報の送付等でのＣＯＣリーフレットでの発信（ａ）、ＣＯＣ事

業予定の本学ホームページへの掲載と長岡大学ＣＯＣ通信の発行（ｂ）、事業案内パネルの展

示（ｃ）、各事業内容ブックレットの発行（ｄ）、センター年報と本事業報告書の刊行（ｅ）、

新聞等マスコミ広告（ｆ）に分けてみると、次のように言える。 

（ａ）で、学生、保護者、連携企業・機関、市民・住民などすべての大学関係者にＣＯＣ

事業の概要を知っていただく。（ｂ）で、月々、随時の事業を学生、保護者、連携企業・機

関の大学関係者に知っていただく。（ｃ）は、学内やまちなかキャンパスなどへの学内外の

訪問者に主な事業内容を知っていただく。（ｄ）は各事業の、（ｅ）は事業全体の、それぞれ

詳細を知っていただく。最後の（ｆ）は、一般市民に事業を知っていただく。媒体や時期に

より、こういう広報の組立てができた、と言える。 

   第２に、（ｂ）のホームページと（ｃ）のパネル展示は、今後一層の充実が必要である。ホ

ームページは情報の受発信の要であり、迅速なアップが必要。 

   第３に、（ｆ）に対する考え方を明確にする必要がある。マスコミ、特に新聞掲載について

は、記事として掲載されるように事業をブラッシュアップすることを第１に心がける。その

上で、社会人向け講座などに限定して、広告を検討する必要がある。 

第４に、「Ｅボート試乗会」や「十分杯プロジェクト」などの地域活性化に資する事業が

地域社会で高く評価された。こうした方向を今後も追及する必要がある。 

 
（３）平成 27年度方針・目標 

【方針】 

・本事業の広報の充実・・・本事業の学生・地域社会等への広報を、諸印刷物等（ホームペー

ジ、パネル、リーフレット、ポスター、報告書、研究年報等）、メディアなど多様な方法で充

実させ、本事業を広く、認識していただく。 
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【目標】 

・経費計画にそって、効果的な広報を行う（学生、保護者、地域関係者、企業、市民等にいか

に本事業を知っていただくか）。 
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要リーフレットの発行。 

  ・本事業実績報告パネルの作成（20枚程度） 

  ・まちなかキャンパス長岡での本事業パネルの展示（５～６月） 

  ・地域交流センターにおける本事業パネルの作成と展示（６～９月） 

  ・ブックレットの刊行・・・教育ブックレットとして４種類を刊行。 
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  ・本ＣＯＣ事業報告書の刊行（３月） 
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座」、「イノベーション人材養成講座・商品企画講座」、「平成 27 年度女性のための起業セミ
ナー」、「平成 27年度創業支援メンター活用のご案内」、「長岡地域＜創造人材>養成プログラ
ム平成 26 年度報告書」、「イノベーション人材講座リーフレット」、「長岡大学ボランティア
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の１ 栖吉町）を実施、新潟県大学生ボランティアキックオフミーティングに参加）。 
ｂ 本事業広報リーフレット等の作成・・・事業概要リーフレットの増刷（補充）、「長岡大学
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ｃ 本事業案内パネルの作成・展示・・・また、平成 27年５～６月に、「まちなかキャンパス」 

において、本学ＣＯＣ事業の次のようなパネル展示を行った。Ａ１パネル 19枚（平成 26年度 

地域活性化プログラム活動報告パネル×10枚，Eボート体験パネル等）、Ａ４パネル 10枚 

（まちの駅パネル）、その他展示物７件（平成 26年度ＣＯＣ報告書等印刷物） 

 ｄ 広報ブックレット等の作成・・・学生による地域活性化プログラム報告書および各プロジ

ェクトごとの活動報告ブックレット９取組、地域志向教育研究ブックレット２取組を発行し

た。 

 ｅ 地域連携研究センター研究年報の刊行・・・ＣＯＣ事業の調査研究成果を掲載する地域連

携研究センター研究年報『地域連携研究』第３号（1,000部）を刊行し、11月 20日地域連携

研究センター・シンポジウムで配布した。年報目次は、図表６－１８－３（147 頁）を参照

されたい。 

 ｆ 本事業報告書の作成・・・『長岡大学ＣＯＣ事業＝長岡地域＜創造人材＞養成プログラム 平

成 27年度報告書』を平成 28年３月末の刊行した（1,000部）。 

ｇ 地域活性化プログラム事業の広報・・・地域活性化プログラムの権ゼミの＜十分杯プロジ

ェクト＞は、前年度に引き続き高く評価され、ＪＲ東日本の＜越乃 Shu*Kura＞イベントで

＜十分杯＞の説明を引き続き依頼された。その成果が表彰された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
まさに、地方創生・活性化に大いに貢献しており、誠に喜ばしい限りである。 

 ｈ 広報の方法・媒体について・・・本学主催の講座等の広報方法について、次のような媒体

の計画的活用、市内諸施設への案内シラシ等の配布及び市内各所でのポスター掲示の３つを

基本に広報することとし、実施した。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

イノベ講座等広報計画について（メモ） 
2015/07/14 ＣＯＣ事業運営事務局 

Ⅰ 原稿・チラシ等広報締切 
 ・長岡市広報誌・・・広報誌配布月の前々月末までに申込み 
           例：10 月号掲載であれば、８月末までに申込み 

・長岡商工会議所「情報便」・・・配布当月 10 日までに印刷物（チラシ）を持込、15～16 日

に対象企業等に配布。 費用：奇数月 5500 部、30,000 円。偶数月 3300 部、20,000 円 
Ⅱ イノベ講座・シンポ等 
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１ イノベ人材講座 
 ・10 月開始の２講座（ＩＴ活用、商品企画）・・・市広報誌→７月末申込み 
    情報便→８月 10 日までに持込、印刷依頼→７月 27 日 
 ・12 月開始の１講座（ものづくりマネジメント）・・・市広報誌→９月末申込み 
 ・12 月開始の２講座（管理会計、後継者）・・・市広報誌→９月末申込み 
    情報便→10 月 10 日までに持込、印刷依頼→９月 28 日 
２ 創業セミナー 
 ・12 月開始の創業セミナー・・・市広報誌→９月末申込み 
３ 東部地域講演・シンポ 
 ・10 月 24 日悠久祭シンポ・・・市広報誌→８月末申込み 
    情報便→９月 10 日までに持込、印刷依頼→８月 24 日 
４ 地研・人口問題シンポ 
 ・11 月 20 日人口問題シンポ・・・市広報誌→９月末申込み 
    情報便→10 月 10 日までに持込、印刷依頼→９月 28 日 
Ⅲ 市民公開講座 
１ 初級簿記講座 
 ・初級簿記講座・・・市広報誌→６月末申込み、情報便→８月 10 日までに持込、印刷→済み 
２ 記紀神話・後編・・・市広報誌→７月末申込み 
３ 渋沢と長岡地域・・・市広報誌→８月末申込み 
４ メンタルヘルス・・・市広報誌→11 月末申込み 
５ セカンドライフ・・・市広報誌→10 月末申込み 
 
＊以上整理すると、図表６－１８－１の通り 

図表６－１８－１ Ｈ２７秋以降の広報計画一覧 

  

印刷

講座等 開始月 刊行月 申込 配布日 持込 依頼

２講座（ＩＴ、商品企画） 10月1日 ９月号 ７月末 ８月15・16日 8月10日 7月27日

悠久祭・東部地域シンポ 10月24日 10月号 ８月末 ９月15・16日 9月10日 8月24日

１講座（ものマネジメント） 12月7日 11月号 ９月末

創業セミナー 12月9日 11月号 ９月末

２講座（管理会計、後継者） 12月1日 11月号 ９月末 10月15・16日 10月10日 9月28日

地研・人口問題シンポ 11月20日 11月号 ９月末 10月15・16日 10月10日 9月28日

初級簿記講座 9月17日 ８月号 ６月末 ８月15・16日 8月10日 7月27日

記紀神話・後編 10月1日 ９月号 ７月末

渋沢と長岡地域 11月10日 10月号 ８月末

メンタルヘルス 1月29日 １月号 11月末

セカンドライフ 2月4日 12月号 10月末

市広報誌 情報便

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
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（５）まとめ－成果と課題－ 

 まず第１に、ＣＯＣ３年目を経て、本ＣＯＣ事業に関する広報の方法がさらに充実してきたと

言えること。「イノベ講座等広報計画について（メモ）」に明らかなように、既存の広報媒体を有

効に活用することにより、集客力を高める工夫がなされている。当然、この広報時期に合わせて、

案内チラシ等を作成する必要がある。今後、さらにつめる必要があろう。 

 第２に、広報の分野・性格が次の７つにかたまってきており、その評価が必要なこと。 

（ａ）諸事業や諸情報の送付等でのＣＯＣリーフレットでの発信・・・学生、保護者、連携企

業・機関、市民・住民などすべての大学関係者にＣＯＣ事業の概要を知っていただく。 

（ｂ）ＣＯＣ事業予定の本学ホームページへの掲載と長岡大学ＣＯＣ通信の発行・・・月々、

随時の事業を学生、保護者、連携企業・機関の大学関係者に知っていただく。 

（ｃ）事業案内パネルの展示・・・学内やまちなかキャンパスなどへの学内外の訪問者に主な

事業内容を知っていただく。 

（ｄ）各事業内容ブックレットの発行・・・各事業の詳細を知っていただく。 

（ｅ）センター年報と本事業報告書の刊行・・事業全体の詳細を知っていただく。 

（ｆ）新聞等マスコミ広告・・・一般市民に事業を知っていただく。 

今年度の上記の活動をみると、（ｃ）、（ｄ）、（ｆ）は必ずしも十分とは言えない結果であったと

言わざるをえない。 

 第３に、（ｆ）についてはより考え方を明確にする必要がある。マスコミ、特に新聞掲載につい

ては、記事として掲載されるように事業をブラッシュアップすることを第１に心がける。その意

味では、＜十分杯プロジェクト＞が地域社会で評価され、地域の活性化に役立っていることの要

因をきちんと把握しなくてはならない。多くのＣＯＣ事業をこれにならって、メディアに紹介し

ていただくように充実させることに注力する必要がある。地方創生事業が始まっているので、次

年度以降は、より一層こうした地域活性化に資する事業展開をめざしたい。 
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図表６－１８－２ 長岡大学ＣＯＣ通信 
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図表６－１８－３ 地域連携研究年報 目次 
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図表13　若者個人に求められる成果をあげるための＜能力・資質＞

Ａ　共通基礎資質（必須）・・・＜誠実さ、規律性、責任感、明るさ＞の４つは仕事というよりは人間・若
者の社会生活に共通する必須の基礎資質である。これに、健康（体力）、マナー、倫理（道徳）観を加えて、
人間力に磨きをかける必要がある。

Ｂ　重視する能力・資質 ・・・若者個人が成果を上げるために必要な能力・資質の重要度は、次のように
言うことができよう。

第１位：コミュニケーション（傾聴、発信）力・・・最も重要なのは、相手（上司・同僚等）の意見・
指示等をよく聞くとともに（傾聴力）、自らの意見も明確にして（発信力）、良好なコミュニケーションをとっ
て仕事を進めること。

第２位：主体性・実行力・・・次いで重要なのは、主体的に業務を実行する力（主体性・実行力）である。
そのためには、チームで協働して（働きかけ力、協調性）、業務の段取りを明確にして（業務の段取り力）、
柔軟に対応しながら（柔軟な対応力）進める必要がある。

第３位：専門知識・ノウハウ・・・さらに、良好なコミュニケーションを可能にし、業務を着実に実行・推
進するための裏づけとしての専門知識・ノウハウが必要とされる。専門知識・ノウハウを活用して、課題
を発見し（課題発見力）、創造力を働かせながら（創造力）、課題解決の方策を明確にする（計画力）、
という新専門知識・ノウハウを身につける必要がある。

第４位：若者としての心がまえ・・・上記の３つの能力・資質は若者が仕事を行う上での必須条件であるが、
成果をあげるためにはその先の準備となる心がまえが必要になる。まず、チームで仕事をするなかで不可
欠にたまるストレスをコントロールする術（ストレスコントロール力）を編み出しておく必要があろう。他方で、
情報を分析し自分なりに先を読む（情報収集・分析力、先を読む力）、またそこから、新しい事業等へ
のチャレンジ（チャレンジ精神）の可能性も探る、というような心がまえもしておきたい。

未来の農業革新Ⅱー長岡の食の魅力を　伝える観光業への貢献ー

平成27年度

01

平成27年度学生による地域活性化プログラム 橋長真紀子ゼミナール活動報告書

｢空き家を使った移動販売型買い物支援」の実現に向けて

平成27年度

06

平成27年度学生による地域活性化プログラム 米山宗久ゼミナール活動報告書

長岡周辺地域の温泉資源の現状分析と情報発信

平成27年度

07

平成27年度学生による地域活性化プログラム 山川智子ゼミナール活動報告書

地域イベントにおける広報活動の重要性ーながおかバル街を例としてー

平成27年度

08

平成27年度学生による地域活性化プログラム 中村大輔ゼミナール活動報告書

十分杯で長岡を盛り上げよう！

平成27年度

09

平成27年度学生による地域活性化プログラム 權五景ゼミナール活動報告書

企業の情報発信とホームページの役割

平成27年度

02

平成27年度学生による地域活性化プログラム 村山光博ゼミナール活動報告書

地域の魅力発信による絆結びー高橋九郎の活躍を後世につなげるー

平成27年度

03

平成27年度学生による地域活性化プログラム 高橋治道ゼミナール活動報告書

グラスルーツグローバリゼーションー草の根・地域からの地球一体化推進ー

平成27年度

04

平成27年度学生による地域活性化プログラム 広田秀樹ゼミナール活動報告書

まちの駅の情報発信とおもてなし事例調査

平成27年度

05

平成27年度学生による地域活性化プログラム 鯉江康正ゼミナール活動報告書

長岡大学地域活性化プログラム
各プロジェクト報告書

平
成
27
年
度
　学
生
に
よ
る
地
域
活
性
化
プ
ロ
グ
ラ
ム
活
動
報
告
書

平
成
28
年
３
月

1 未来の農業革新Ⅱ－長岡の食の魅力を伝える観光業への貢献－

橋長真紀子ゼミナール2 企業の情報発信とホームページの役割
村山光博ゼミナール3 地域の魅力発信による絆結び
－高橋九郎の活躍を後世につなげる－
高橋治道ゼミナール4 グラスルーツグローバリゼーション
－草の根・地域からの地球一体化推進－
広田秀樹ゼミナール5 まちの駅の情報発信とおもてなし事例調査
鯉江康正ゼミナール6 「空き家を使った移動販売型買い物支援」の実現に向けて

米山宗久ゼミナール7 長岡周辺地域の温泉資源の現状分析と情報発信

山川智子ゼミナール8 地域イベントにおける広報活動の重要性
－ながおかバル街を例として－
中村大輔ゼミナール9 十分杯で長岡を盛り上げよう！
權五景ゼミナール

米山宗久ゼミナール

山川智子ゼミナール

橋長真紀子ゼミナール

權五景ゼミナール

中村大輔ゼミナール

高橋治道ゼミナール

村山光博ゼミナール

広田秀樹ゼミナール

鯉江康正ゼミナール

活動報告書
学生による地域活性化プログラム

平成27年度

平成28年3月


	0937c5f144c7d23762ff69263aa1bfb5a51c4f2ea551c0726d8f4f7fd82dd154.pdf

